
 

令和５年度 第１回野田市男女共同参画審議会 
 

次 第 

 

 

日時：令和５年８月１０日（木） 

午後２時 

場所：市役所８階 大会議室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 市長挨拶 

 

 

３ 議 題  （１） 第４次野田市男女共同参画計画の施策の進捗状況及び

成果目標の達成状況について（報告） 

（２） 男女共同参画に関する意識調査について 

（３） その他 

 

４ その他 

 

５ 閉 会 



【第４次野田市男女共同参画計画に掲げる基本目標】 

基本目標 具体的施策番号 

Ⅰ 人権尊重と男女平等が確保された社会づくり １～ 36 

Ⅱ 女性（異性）に対するあらゆる暴力の根絶 37～ 76 

Ⅲ 男女が共に社会のあらゆる分野に参画する機会の拡充 77～ 85 

Ⅳ ワーク・ライフ・バランスの推進 86～133 

Ⅴ 生き生きと安心して暮らせる社会づくり 134～153 

【社会経済情勢等を踏まえて優先的に取り組むべき重点項目】 

重点項目 具体的施策番号 

１ 様々な活動の場における男女共同参画の推進 77・78・79・84・85 

２ 女性（異性）へのあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進 3・10～15・33・37～41・42～

53・54～65・66～67・68～70・

71～76 

３ ワーク・ライフ・バランスへの取組の推進 32・34・89・92・94・97・98・

100・104・105・111～113・115・

116・129～131・132・133・136・

137 

【女性活躍推進法に基づく施策】 

具体的施策 具体的施策番号 

１ 技術・家庭科教育の充実 23 

２ 個性重視の進路指導の充実 24 

３ キャリア教育の推進 25 

４ 国際理解教育の推進 26 

５ 男女共同参画に関する講演会等の開催 32 

６ 公共施設における男女共同参画に関する情報提供の充実 35 

７ 男女共同参画に関する関係資料の収集及び提供 36 

８ 民間企業におけるあらゆるハラスメント（セクシュアル・マタニテ

ィ・パワーハラスメント等）に対する防止対策の推進 

68 

９ 市におけるあらゆるハラスメント（セクシュアル・マタニティ・パ

ワーハラスメント等）対する防止対策の推進 

69 

10 学校におけるあらゆるハラスメント（セクシュアル・マタニティ・

パワーハラスメント等）対する防止対策の推進 

70 

11 審議会等における女性委員の登用率の拡大 77 

12 市女性職員の人材育成 78 

13 市女性職員の登用及び能力活用 79 

14 企業、団体等への広報、啓発の充実 80 

15 女性商工業者（自営業）等への経営参画の促進等 82 

16 農家における家族経営協定の普及促進 83 

17 防災会議等における女性委員の参画促進等 84 



具体的施策 具体的施策番号 

18 地域の自主防災活動への女性への参画推進等 86 

19 労働関係資料の収集及び提供 87 

20 企業における育児休業制度等の充実促進 88 

21 「ワーク・ライフ・バランス」についての広報、啓発の推進 89 

22 「野田市特定事業主行動計画」に基づく職場環境の整備 90 

23 市の公共工事等の入札におけるインセンティブ強化 92 

24 産休・育休明け保育の円滑な利用の確保 93 

25 延長保育の充実 94 

26 休日保育の充実 95 

27 病児・病後児保育の充実 96 

28 保育所の施設整備の推進 97 

29 駅前保育の整備 99 

30 学童保育所の受入れ体制の整備 100 

31 ファミリー・サポート・センター事業の利用拡大 101 

32 子育てサロン事業の充実 102 

33 つどいの広場事業の充実 103 

34 地域子育て支援センターの充実 104 

35 子ども支援室の設置による切れ目ない支援の推進 105 

36 代替保育利用支援事業の実施 109 

37 ひとり親家庭等の生活の向上と児童の健全育成に向けた支援の充

実  

111 

38 ひとり親家庭の雇用への理解及び雇用促進奨励金制度の啓発活動

の推進 

113 

39 職業能力開発に係る講座の充実等 128 

40 女性の再就職支援セミナーの開催 129 

41 女性、中高年齢者の就業機会の拡大 130 

42 就業相談の充実及び就労支援の推進 131 

43 女性のチャレンジ支援の推進 132 

 



 

議題１ 
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第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

○「人権擁護委員の日」記念講演会
　令和4年6月4日　いちいのホール
　講師　池澤　暁氏
　（一般社団法人JPIA日本パーソンスポーツ
指導士）
　演題「パラスポーツからのメッセージ」
　参加者:91人
○人権週間記念講演会
　3市輪番制で4年度は我孫子市で開催。
○パネル展
　出前講座の代わりに、令和5年3月に人権・
男女共同参画パネル展を開催し、男女共同参
画関連パネルのほか、多様な性と自殺防止に
関するパネルを掲示しました。
○企業人権教育研修会
　2月17日　8階大会議室
　講師　伊藤　悟氏（すこたん！代表）
　はじめてのダイバーシティマネジメント
　参加者:70人

　人権出前講座のニーズを開拓する必要が
あります。
　講演会の開催方法について、参加者数が
少ないため、自宅で気軽に視聴できるハイ
ブリットの手法を充実させるなど、様々な
媒体を活用した啓発が必要です。

0

○人権擁護委員の日の啓発活動
　イオンタウン野田七光台で9月2日に啓発物
資配布予定
○人権週間記念講演会
　11月26日実施予定
○人権出前講座
　10月13日、11月2日の福祉のまちづくり講
座へ出前講座を実施予定。
　6月14日主任児童委員研修にて講座を実
施。
　1月31日から2月6日でパネル展を実施予
定。
○企業人権教育研修会
　2月5日実施予定

0

○人権学習会
　実施日:3月10日
　実施場所:関宿会館
　参加人数:36名

　コロナ禍のため、4館合同の学習会として
関宿会館で高齢者の人権をテーマに開催
し、36名の参加がありました。今後も様々
な人権課題の解消に向けて、時宜とかなっ
た学習会を開催する必要があります。

0

○人権学習会
　実施時期:1月～3月（予定）
　実施場所:各福祉会館（谷吉会館、七光台
会館、島会館、関宿会館）
　実施方法:幅広い視点で人権について啓発
するため、各館でテーマを決めて開催する。

0

〇市民セミナー
　実施月:12月（3回）
　実施場所:川間公民館
　参加者:49人

　犯罪被害者とその家族（交通事故被害
者）の人権、インターネットを通じた人権
侵害、障がいのある人の人権（障がい者ス
ポーツ）に焦点を当て、日々の暮らしの中
で、誰もが人権侵害の被害者にも加害者に
もなる可能性があることを理解し、それぞ
れの現状や事例を「知る」ことにより、人
権意識の新たな気づきへとつなげるととも
に、市民一人一人が尊重され安心して暮ら
せる地域社会の実現へ向け考える機会とし
ました。
　引き続き多くの人に受講していただき、
人権意識が高まるような講座を開催してい
く必要があります。

(中央）
47

○市民セミナー（生涯学習課・公民館）
　実施月:11月～12月（3回）
　実施場所:公民館

(中央)
60

2 37

性同一性障害を
抱える児童、生
徒の相談環境の
整備等

性同一性障害を抱える児童、生
徒の相談や悩みに応えるため、
相談しやすい環境の整備等を図
ります。

　「多様な性」（性的マイノリティ）に関し
ては、県の重点課題の一つとして県費負担で
教職員全員に資料を配付して、共通理解を図
りました。8月2日に各校1名（計31名）が参
加し行われた学校人権教育指導者養成講座
（教員の人権に関する理解を深め人権感覚を
高める研修）を実施しました。2月に校長会
研修において、指導課職員が講師となり講演
を実施しました。その他、校内研修の講師と
なった際には必ず性の問題を講義しました。

　普段は無意識である言動や考えの中に偏
見が含まれていることについて気づくこと
ができました。加えて国や県の施策等につ
いても学ぶことができました。昨年度に引
き続きではあるが、「多様な性」の問題に
おいては、日常の学校生活における様々な
問題や中学校の制服についての取り扱いに
ついて、他自治体などを参考して検討すべ
きかどうかを考えることが課題です。

0

　8月上旬に人権教育指導者養成研修（第1回
目）を行い、「多様な性」・同和問題・虐待
などについての講座を行います。同研修は毎
年3回開催し、人権についての基礎的な知識
や国や市の施策を学ぶ場としています。参加
者は重複しないようにしているので、多くの
教員が「多様な性」を含んだ、人権教育につ
いて学ぶことができます。

50
指導課

人権・男女共同参画推
進課
福祉会館
生涯学習課
公民館

人権教育・啓発
の推進

人権に関する講演会や講座を開
催し、様々な人権に対しての啓
発を推進します。

5年度4年度

371

概  要具体的施策ページ番号

1



第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

　いじめ相談・通報スマートフォン専用アプ
リ「STAND BY（旧名称STOP iT)」の導入と同
時に、全中学校1年生において、いじめの
「傍観者教育」を実施し、互いの人権を大切
にしようとする心の育成に努めました。さら
に、いじめや虐待に関するSOSの出し方の学
習や教員向け研修も「STAND BY（旧名称STOP 
iT)」関連の教材を活用し、事業の周知を図
りました。
　各学校において、外部講師等を迎えた児童
生徒向け及び保護者向けの専門的な情報モラ
ル授業を実施し、人権侵害の予防に努めまし
た。

　「STAND BY（旧名称STOP iT)」について
は、相談窓口の一つとなっていることにつ
いては有効であり、ダウンロード率も11.9%
から24.8%に上昇しましたが、さらに、この
割合を高めることが課題です。
　情報モラル学習では、講師が児童生徒の
端末利用状況や社会的な実情を踏まえて授
業をするため、有意義でした。しかし、ス
マートフォンなどのインターネットに接続
できる機器が子どもたちの生活の一部と
なっているため、少なからずトラブルが発
生しております。講義の内容を、より自分
のこととして捉えさせ、生活の中でどう活
かしていくかが課題です。

858

　いじめ相談・通報スマートフォン専用アプ
リ「STAND BY（旧名称STOP iT)」の導入と同
時に、全中学校1年生において、いじめの
「傍観者教育」を実施し、互いの人権を大切
にしようとする心の育成に努めます。さら
に、いじめや虐待に関するSOSの出し方の学
習や教員向け研修も「STAND BY（旧名称STOP 
iT)」関連の教材を活用し、事業の周知を図
ります。
　各学校において外部講師等を迎え、児童生
徒向け及び保護者向けに、子どもたちの端末
利用の実態に応じた情報モラル授業を実施
し、人権侵害の予防に努めます。

880

○情報モラル講習会
　新型コロナウイルスの感染拡大防止のため
中止

　子ども達自身がインターネットの危険性
やモラルについて学んでもらう機会を増や
す必要があります。 0

○情報モラル講習会
　新型コロナウイルスの感染状況を見なが
ら、開催を検討していきます。 0

4 37
子ども人権作品
展の開催

小・中学校において、人権に関
する作品づくりを通して人権意
識を高めるとともに、児童生徒
の作品展示を通して市民への人
権啓発の推進を図ります。

　人権尊重の意識を養うために小中学校にお
いて人権に関する作品づくりを行うとともに
下記の通り、作品展示をとおして市民への人
権啓発を図りました。

○子ども人権作品展
　実施日:11月25日～11月29日
　実施場所:市役所1階ふれあいギャラリー

　市内すべての小中学校において、人権作
品制作を行うことにより、人権に対する意
識が高まりました。友だちや家族など身近
にいる人への気持ちを文字や絵画に表現す
ることで、人権意識の涵養につながりまし
た。
　作品展示を行うことにより、保護者を始
めとした市民への人権意識の広がりが見ら
れました。
　今後も、更なる啓発となるよう取組を継
続することが大切です。

59

　人権尊重の意識を養うために小中学校にお
いて人権に関する作品づくりを行うとともに
下記の通り、人権作品展を計画している。作
品展示を通して市民への人権啓発を図りま
す。

○子ども人権作品展
　実施予定日:11月24日～11月28日
　実施場所:市役所1階ふれあいギャラリー

70 指導課

5 37

子どもじんけん
映画会、小学生
人権教室、中学
生人権講演会の
開催

他人への思いやりやいたわりの
心といった人権尊重意識を養う
ことを目的に、人権に関わるア
ニメビデオの上映や小学生人権
教室、中学生人権講演会を開催
します。

○子どもじんけん映画会
　10月15日実施　118名参加
○小学生人権教室
　12月7日（清水台小）　112名参加
　　　8日（木間ケ瀬小） 53名参加
　　　9日（南部小）　　120名参加
○中学生人権講演会
　 7月19日（二川中）　 217名参加
　 9月2日（福田中）　　163名参加
　 9月～3月DVD視聴
　　　　 （川間中）　　288名参加
　　　　 （北部中）　　458名参加

　新型コロナウイルス感染拡大防止対策の
観点から、一部DVD視聴による講演となりま
した。
　今後も開催方法を工夫しながら、講演会
を開催することが大切です。

0

　人権尊重の意識を養うことを目的に、それ
ぞれ開催します。
○子どもじんけん映画会
　10月14日（産業祭会場隣接）予定
○小学生人権教室
　12月予定
○中学生人権講演会
　6月17日（一中）
　7月4日（関宿中）
　7月12日（岩名中）
　7月18日（二中）
岩名中と二中は、熱中症対策のため、DVD視
聴と人権擁護委員によるオンライン講話を行
いました。

0
人権・男女共同参画推
進課

6 38
市の刊行物等に
おける固定的な
男女像の見直し

市の刊行物等において、性別に
基づく固定観念にとらわれた表
現がないか、職員一人一人が男
女共同参画の視点に立って見直
しを行います。

　内閣府の「男女共同参画の視点からの公約
広報の手引」に則り、各課における刊行物等
を作成する際の問合せに対応するとともに、
新規採用職員研修会で固定的性別役割分担意
識の改革の視点に啓発を行いました。
○問い合わせ対応
　1件
○新規採用職員研修
　実施日:4月6日
　会場:中央公民館
　参加者数:35人

　職員への研修は、新規採用職員を対象と
したため、早い段階で男女共同参画への理
解の浸透を図ることができました。
　引続き、各課における刊行物作成の際の
問い合わせに対応するとともに新規採用職
員研修において性別に基づく固定観念にと
らわれた表現がないか、男女共同参画の視
点に立った啓発を行う必要があります。

0

　内閣府の「男女共同参画の視点からの公約
広報の手引」に則り、各課における刊行物等
を作成する際の問合せに対応するとともに,
新規採用職員研修会で固定的性別役割分担意
識の改善へ向けた啓発を行います。

0
人権・男女共同参画推
進課

生涯学習課
（令和4年度は青少年
課）
青少年センター
指導課
人権・男女共同参画推
進課

37

コミュニティサ
イトに起因する
人権侵害等の予
防、啓発の推進

3

インターネット利用に起因する
人権侵害や性犯罪等の予防、啓
発に向けて、人権に関する知識
を習得し、理解を深めるため、
学校等における講演会等を開催
します。

2



第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

○指導課
　一人一台端末活用の観点から、児童・生徒
が様々な教科の学習時間を通し、学年や学習
内容に応じてメディアから必要な情報を取捨
選択できる力がつくような授業を行いまし
た。
　外部講師や関係機関からの資料等を通し、
児童・生徒及び保護者の情報モラル向上を図
りました。また、男女の人権や多様な考え方
を持った方を尊重した表現の仕方について学
ぶことにより、人権に配慮できる力の向上を
図りました。

　一人一台端末を学習で使用する機会が大
幅に増加しているため、教科を問わず、必
要に応じて情報の取捨選択ができるよう指
導を行いました。また、関係機関から資料
等の提供があった場合は速やかに各学校へ
通知し、学習で活用できるよう支援を行い
ました。
　多くの児童・生徒がSNS等を利用してお
り、情報モラルや男女の人権に関するトラ
ブルが多様化しています。スマートフォン
やタブレット等を私的に利用する場面は家
庭にいる時がほとんどであることから、保
護者のメディア・リテラシーをさらに高め
る必要があります。今後、より一層のメ
ディアリテラシー向上を図りつつ、男女の
人権について学習する機会を設ける必要が
あります。

0

　一人一台端末の活用が増えていることを踏
まえ、インターネット等のメディアにも、男
女の人権を意識した表現方法があることを児
童・生徒が様々な学習の中で、意識できる機
会を設けています。
　関係機関からの資料や、児童・生徒及び保
護者向けの情報モラル授業を通して、男女の
人権や多様な考え方を持った方を尊重した表
現の仕方について学ぶことにより、人権に配
慮できる力の向上を図ります。
　引き続き家庭教育学級の中で、スマート
フォンやSNSの正しい使い方と持たせる親の
責任・心構え等についての学習機会を提供
し、保護者及び子どもたちのメディア・リテ
ラシーの向上を図ります。

0

○公民館
　家庭教育学級の中学校出前家庭教育講演を
実施し、ネットモラルと中学生の健全な心身
の成長について学び、スマートフォン等を持
たせる保護者の責任や心構えについて知識の
向上を図りました。
実施場所:中学校11校

　子どもにスマートフォン等を持たせる保
護者に対して知識の向上を図ることができ
ました。今後は、感染症対策を徹底しなが
ら、小中学生の保護者等に対して、どのよ
うにメディアリテラシーについての学習機
会を提供していくかが課題です。

45

　引き続き家庭教育学級の中で、スマート
フォンやSNSの正しい使い方と持たせる親の
責任・心構え等についての学習機会を提供
し、保護者及び子どもたちのメディアリテラ
シーの向上を図ります。

110

8 38
一般市民相談の
充実

日常生活の悩みごとや相続、離
婚等の一般相談に対し、今後の
対応方法のための助言や専門相
談機関等の案内を行います。

○市民相談
・一般相談　　:毎日実施　
・法律相談　　:月7～8回　
・税務相談　　:月1回
・行政相談　　:月2回
・不動産相談　:月1回
・交通事故相談:月2回

　一般相談を除く専門の相談員による相談
は、受付可能枠に対し約73%の予約率となっ
ており、概ね有効に利用されていると推察
されます。
　新型コロナウイルス感染防止のため、2年
度より電話で相談を行っていましたが、4年
度に対面相談も可能としたため、相談件数
が増加となりました。

3,809

○市民相談
・一般相談　　:毎日実施　
・法律相談　　:月7～8回　
・税務相談　　:月1回
・行政相談　　:月1回
・不動産相談　:月1回
・交通事故相談:月2回

3,797 総務課

9 38 人権相談の充実

あらゆる人権問題について、人
権擁護委員が市民の相談に応
じ、相談者の自主的な問題解決
に助言等を行い、問題解決に努
めます。

　市役所といちいのホールで毎月人権擁護委
員による人権相談を実施しました。
毎月2回実施
・市役所:毎月27日
・いちいのホール:第3木曜日
・相談件数:1件

　人権相談は基本的に対面で実施していま
すが、新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、電話相談も引き続き行いました。
　各種専門相談があるため、人権相談がほ
とんどありませんでした。
　人権相談の実施・周知方法を工夫する必
要があります。

0

　市役所といちいのホールで毎月人権擁護委
員による人権相談を実施します
毎月2回実施
・市役所:毎月27日
・いちいのホール:第3木曜日
　人権擁護委員と連携し、人権啓発活動の中
で人権相談を周知します。

0
人権・男女共同参画推
進課

10 39
女性のための相
談窓口の充実

女性が抱えているあらゆる問
題、悩み等について、女性カウ
ンセラーが相談者と一緒に考
え、問題解決に努めます。

○女性のための相談
・市役所:毎月第1から第3木曜日（月3回実
施）
・相談時間:面接50分、電話30分
・相談件数:113件　利用率68.5%

　月2回の予定が祝日により2回となる月が
あり、利用件数が、減少しました。
　※3年度月3回実施
　　（相談126件、利用率70.0%）
　毎月相談されている方がいるため、毎月
同じ相談回数にする必要があります。

650

　市役所で、女性のための相談を実施しま
す。実施日が祝日と重なる場合には、第4木
曜日を相談日に設定し、月3回の実施としま
す。
・市役所:毎月第1から第3木曜日（月3回、祝
日と重なる場合は第4木曜日実施）
・相談時間:面接50分、電話30分

709
人権・男女共同参画推
進課

11 39
ＤＶ相談窓口の
充実

ＤＶ（配偶者、元配偶者、事実
上婚姻関係にある者及び生活の
本拠を共にする交際相手からの
暴力）被害女性の相談に対し、
被害女性の意思を踏まえた上
で、最善の支援策や法制度の教
示を行います。
また、行政支援が必要な相談者
に対し、市職員が適切な窓口へ
同行し、きめ細かな支援を行い
ます。

　ＤＶ被害女性が話しやすい環境づくりを心
がけ、本人の心情や置かれている状況等に十
分配慮した上で、本人の意思を最優先とした
相談対応に努めました。
　ＤＶ相談支援員（会計年度任用職員）を配
置し、支援策や法制度を分かりやすく説明
し、本人に寄り添った支援や対応に努めまし
た。
○ＤＶ相談件数　600件
・一時保護延べ件数　 1件
・一時保護延べ人数　 2人
・一時保護延べ日数　15日

　ＤＶ被害女性の身の安全を最優先に考え
た支援を実施していますが、勤務先の関係
から近隣市への避難を希望するなど、本人
の意思・要望が市の支援策と合致しないこ
ともあり、その様な場合は本人の安全を確
保しつつ、可能な範囲で意思を尊重した対
応を実施しています。
　今後も関係機関と連携を強化し、ＤＶ被
害女性のニーズに合った適切な支援策を講
じていく必要があります。

0

　ＤＶ被害女性が話しやすい環境づくりを心
がけ、本人の心情や置かれている状況等に十
分配慮した上で、本人の意思を最優先とした
相談対応に努めます。
　ＤＶ相談支援員（会計年度任用職員）を配
置し、支援策や法制度を分かりやすく説明
し、本人に寄り添った支援や対応に努めま
す。

0
配偶者暴力相談支援セ
ンター（子ども家庭総
合支援課)

指導課
公民館

メディア・リテラシーの一環と
して、男女の人権を尊重した表
現等を認識できるような教育を
進めるとともに学習の機会を提
供します。

387
メディア・リテ
ラシーの向上

3
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13 39
男性のための電
話相談の実施

男性が抱える様々な悩み、男性
ならではの悩みについて、男性
カウンセラーが相談者として一
緒に考え、問題解決に努めま
す。

○男性のための相談
　相談件数:24件

　委託による事前予約制から市役所開庁時
間内に職員が傾聴を中心に受ける相談にあ
らためたところ、利用件数が増加しまし
た。
引き続き、傾聴を中心とした相談を行いま
す。
　相談を受ける際には、傾聴であることや
カウンセラーの相談のある県の電話相談を
紹介しました。

0

　男性が抱えている様々な悩みについて、曜
日を限定せずに職員による電話相談を実施し
ます。
　なお、専門性の高い相談については、千葉
県の男性のための電話相談を紹介します。 0

人権・男女共同参画推
進課

○家庭児童相談
（子ども家庭総合支援拠点）
　子ども家庭支援員が、小中学校、幼稚園、
保育所、学童保育所、公民館等の施設を訪問
するとともに、就学時健診、園庭開放、家庭
教育学級等へ参加し、保護者及び職員に家庭
児童相談室のリーフレットを渡すことで子ど
も家庭総合支援拠点（家庭児童相談室を含
む）の利用啓発を図り、心理士等の専門職と
連携して対応しました。
・施設訪問　126施設　
・職員からの相談　232件

　相談窓口の利用啓発を図るとともに、心
理士等の専門職と連携し、相談者の希望や
状況に応じて、電話、訪問、来所等により
相談支援を実施しました。
　啓発を図る子どもと家庭の総合相談窓口
として、子ども家庭総合支援拠点（家庭児
童相談室を含む）への相談につながるよ
う、さらなる利用啓発を実施する必要があ
ります。

0

○家庭児童相談
　子ども家庭支援員が、小中学校、幼稚園、
保育所、学童保育所、公民館等の施設を訪問
するとともに、就学時健診、園庭開放、家庭
教育学級等へ参加し、保護者及び職員に家庭
児童相談室のリーフレットを渡すことで、子
ども家庭総合支援拠点（家庭児童相談室を含
む）の利用啓発を図ります。
　令和4年10月に開設した児童センターと連
携し、子ども家庭支援員等が、相談者の希望
に応じて児童センターを訪問し、子育て等に
関する相談を受けます。
　施設等の職員が相談しやすいよう、相談が
あった場合、施設に赴いての相談も積極的に
行います。

0

〇青少年相談
　相談内容により関係機関と連携を図り、対
応しました。
  相談件数は0件

　非行問題の低年齢化により青少年に関す
る問題が数多く発生していることから、街
頭補導の充実に努め、また相談内容により
関係機関に協議し、迅速に相談内容の解決
にあたる必要があります。

0

　来所相談や電話相談に対し支援につなげる
ため、関係機関との連携を図ります。

0

15 39

児童虐待相談受
付電話｢子ども
SOS｣の運営と周
知

虐待を受けている子ども本人や
虐待の疑いのある親子を発見し
た人からの通報及び虐待をして
いるのではと悩んでいる保護者
等からの電話相談に対応し、児
童虐待の未然防止や早期発見等
に努め、関係機関との連携を密
に図りつつ、きめ細かな支援を
行います。

　R3.3月で事業廃止

子ども家庭総合支援課

3914
児童・青少年問
題についての相
談事業の充実

0

多様化・複雑化している児童や
青少年の悩みを解消するため、
家庭児童相談、青少年相談にお
いて、きめ細やかな支援を図り
ます。

　母子・父子自立支援員の資質向上及び相談
技能の向上や相談機能の向上を図るため、自
己啓発に努めるとともに、独自の研修会の実
施や県主催の研修会等に積極的に参加しま
す。　

児童家庭課0

子ども家庭総合支援課
生涯学習課
（令和4年度は青少年
センター）

　母子・父子自立支援員の研修を独自に実
施し、スキルアップの向上に努めました。
　ひとり親家庭等となって間もない家庭は
多くの問題や困難を抱えており、育児や養
育費、就労といった幅広い分野にわたりき
め細かに対応することが必要なため、母
子・父子自立支援員の資質の向上のため、
引き続きスキルアップを図る必要がありま
す。

12 39
母子家庭・婦人
相談の充実

母子家庭等の自立を図るため、
母子・父子自立支援員が相談者
のニーズに合った情報提供や生
活相談の助言を行います。

　知識の向上を図り相談者のニーズに合った
情報提供や生活相談の助言を行えるよう母
子・父子自立支援員を対象に市主催の研修会
を開催し、千葉県主催の研修会に参加しまし
た。
○母子・父子自立支援員研修会
（2月3日）「女性の再婚禁止期間の短縮につ
いて」　
　
講師:市民課職員　
○千葉県母子・父子自立支援員及び婦人相談
員連絡協議会研修
・第1回（5月16日）「行政説明」
講師:千葉県健康福祉部児童家庭課
　　　ひとり親家庭班　粕谷班長
・第2回（1月31日）
　「相談業務従事者のメンタルへルス・セル
フケアについて」
講師:NPO法人メンタルレスキュー協会
      MRインストラクター南幸惠
「ひとり親家庭等に対する各種支援」
講師:千葉県健康福祉部児童家庭課
　　　ひとり親家庭班　工藤智寛　
【相談実績】
・母子家庭相談:694件
・父子家庭相談: 12件
・婦人相談:　　106件

4
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16 40
障がい者総合相
談の充実

基幹相談支援センターを中心と
して、障がいのある人が、生き
がいをもって地域の中で自立し
た生活ができるように支援する
ため、障がいのある人やその家
族等に対し、日常生活上の相談
を受け、連携しながらきめ細や
かな支援を図ります。

　2年度から第二の福祉ゾーンに社会福祉法
人が共同生活援助、短期入所事業所及び相談
支援事業所を設置し、相談支援事業所に基幹
相談支援センター業務を委託しました。ま
た、相談支援業務を市内の相談支援事業所に
委託し、基幹相談支援センターを中心とした
相談機能の強化と質の向上を図りました。
　基幹相談支援センター、相談支援事業所及
び市が連携し、障がいのある人やその家族等
に対し、日常生活上の相談を受け、連携しな
がらきめ細やかな支援を図りました。
　4年度の相談支援事業の実績は10,568件

　障がい者基幹相談支援センターを中心と
した市内の相談支援体制の強化は、概ね順
調に進んでいます。基幹相談支援センター
と、市内指定特定相談支援事業所との役割
分担を明確にし、今後もきめ細かな支援を
図ります。

30,646

　基幹相談支援センター及び市内指定特定相
談支援事業所と連携しながら、障がいのある
人やその家族等に対し、日常生活上の相談を
受け、きめ細かな支援を図ります。

32,245 障がい者支援課

17 42
子育てに関する
講座の充実

男女が平等に共同して子育てを
担っていく意識を醸成するた
め、両親学級や家庭教育学級等
の学習機会の充実を図ります。

○家庭教育学級幼児コース（下記に再掲）
・関宿コース【ひのき教室】
（就学前の子どもと保護者対象）
　実施月:6月～1月（9回）
　実施場所:関宿中央公民館
　参加人数:138人
※新型コロナウイルス感染拡大防止のための
中止あり。
・すくすくひろばin南部
　実施月:6月～2月（6回） 
　実施場所:南部梅郷公民館
　参加人数:45人
※新型コロナウイルス感染拡大防止のための
規模縮小・中止したものあり。

　幼児とその保護者を対象に様々な体験活
動・講演を行い、子育てに関する理解を深
め、親子のきずなを強めたり子どもの社会
性を培ったりすることができました。ま
た、乳幼児の親子の居場所づくりや交流の
場としての講座を実施し、悩みを共有した
り相談したりできる場を作ることで、子育
てしやすい環境の醸成を図りました。
　今後も、人と人のつながりを大事にした
子育てに関する講座を充実させていくた
め、より多くの親子に参加していただくこ
とが課題です。

（関宿中央）
66

（南部梅郷）
36

○家庭教育学級幼児コース
・関宿コース【ひのき教室】下記に再掲
（就学前の子どもと保護者対象）
　実施月:6月～1月（9回）
　実施場所:関宿中央公民館　
・すくすくひろばin南部
　実施月:6月～2月（8回） 
　実施場所:南部梅郷公民館

（関宿中央）
170

（南部梅郷）
96

公民館

5
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幼児、小・中学生の保護者に対
し、子どもの成長にともなう発
達理解や保護者の役割等、思い
やりの心を育てる家庭教育の重
要性を学び、互いを尊重し協力
する意識啓発を推進します。

家庭教育学級の
充実

○家庭教育学級
　保護者が家庭で子どもの教育を行う時に
必要な心構えの学習機会を提供すること
で、家庭教育の充実に資することができま
した。ライフスタイルの変化等で家庭教育
学級の参加者を募るのが難しくなっていま
すが、いじめや虐待等子どもを取り巻く環
境は決して楽観はできないため、これらの
現代的課題解決に取り組む必要がありま
す。また、今後もより一層の情報収集を図
り、新たな講師の開拓にも努めてまいりま
す。
○就学時健康診断時家庭教育講演、中学校
出前家庭教育講演
　家庭教育の役割について、学校・家庭・
地域の関係の中で学び合うことができまし
た。会場を学校として実施することにより
多くの保護者に参加していただける家庭教
育講演を引き続き実施していきます。
　会場を学校として実施することにより多
くの保護者に参加していただける家庭教育
講演ですが、感染症対策を行いながらの開
催方法の工夫が課題となっています。

○家庭教育学級
1幼児コース
・中央コース　実施月:6月～7月（4回）
　実施場所:中央公民館
　参加人数:52人
・関宿コース【ひのき教室】（再掲）
　実施月:6月～1月（9回）
　実施場所:関宿中央公民館
　参加人数:138人
※新型コロナウイルス感染症予防のための中
止あり。

2小学コース
・中央コース
　実施月:6月～11月（3回）
　実施場所:中央公民館
　参加人数:103人
・東部コース
　実施月:6月～11月（3回）
　実施場所:東部公民館
　参加人数:39人
・南部コース
　実施月:6月～11月（4回）
　実施場所:南部梅郷公民館
　参加人数:116人
・北部コース
　実施月:6月～12月（3回）
　実施場所:北部公民館
  参加人数:66人
・川間コース
　実施月:6月～11月（3回）
　実施場所:川間公民館
　参加人数:59人
・福田コース
　実施月:6月～11月（3回）
　実施場所:福田公民館
　参加人数:73人
・関宿北部コース
　実施月:6月～12月（4回）
　実施場所:二川公民館
　参加人数:67人
・関宿南部コース（ふれあい）
　実施日:7月～12月（4回）
　実施場所:木間ケ瀬公民館
　参加人数:142人
※新型コロナウイルス感染症予防のための中
止あり。

○就学時健康診断時家庭教育講演
　実施月:10～11月　実施場所:市内小学校
（20校）受講人数:1042人
○中学校出前家庭教育講演
　実施月:1～2月　実施場所:市内中学校（11
校）　受講人数:1046人

18 42 公民館

（中央）450
(東部）100

（南部梅郷）80
（北部）50
（川間）60
(福田）65

（関宿中央）150
（二川）160

（木間ケ瀬）80

○家庭教育学級
1幼児コース
・中央コース
　実施月:6月～7月（4回）　実施場所:中央公民館
・関宿コース【ひのき教室】（再掲）
　実施月:6月～1月（11回）
　実施場所:関宿中央公民館　
2小学コース
・中央コース
　実施月:6月～11月（4回）
　実施場所:中央公民館　
・東部コース
　実施月:6月～11月（5回）
　実施場所:東部公民館　
・南部コース
　実施月:6月～11月（5回）
　実施場所:南部梅郷公民館　
・北部コース
　実施月:6月～12月（5回）
 　実施場所:北部公民館
・川間コース
　実施月:6月～11月（5回）
　実施場所:川間公民館　
　・福田コース
　実施月:6月～11月（4回）
　実施場所:福田公民館　
　　
　
・関宿北部コース
　実施月:6月～12月（4回）
　実施場所:二川公民館
・関宿南部コース
　実施月:5月～12月（4回）
　実施場所:関宿中央公民館　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　

（中央）328
（東部）40

（南部梅郷）22
（北部）10
（川間）47
(福田）10

（関宿中央）100
（二川）90

（木間ケ瀬）20
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第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

19 42
家庭教育に関す
る意識の醸成

幼稚園や保育所、小・中学校等
異年齢、異学年との交流活動及
び保護者や地域の人々との交流
活動を通して、男女平等意識の
醸成を図ります。

○小学校との交流(5歳児の就学前交流)
　市内保育所の中には、新型コロナウイルス
感染症対策を講じた上で、小学校への訪問や
受け入れを行った園もありました。また対面
ではなく、交流方法を工夫し、リモート交流
や動画紹介、手紙交換での交流を行った園も
ありました。
○中学校の職場体験学習
　保育所では、新型コロナウイルス感染拡大
防止のため職場体験の実施を中止しました。

　幼児と児童の交流を企画しましたが、コ
ロナ禍で中止になった保育所がありまし
た。
　今後も、保育所、幼稚園、小学校との交
流を継続実施するとともに、新型コロナウ
イルス感染症対策が自己判断となったこと
に伴い、地域や家庭と保育所、幼稚園、小
中学校との更なる協力や連携強化が必要と
なります。

0

　キャリア教育推進協議会において、令和5
年度も市内一律で、事業所に出向いての職場
体験学習等は見合わせ、学校長の判断の下、
可能な範囲で体験活動を実施するように通知
しています。
　また、できる範囲で幼稚園や保育所、小学
校、中学校等の異年齢・異学年との交流活
動、保護者や地域の人との交流活動を通して
さまざまな年齢層との触れ合いの場を設けま
す。

0
子ども保育課
指導課

20 42
ブックスタート
の推進

絵本を仲立ちとした子どもへの
言葉かけ、特に乳幼児への言葉
かけを意識的に増加させるた
め、ブックスタートを推進しま
す。

「ブックスタートパック」の配付
・配付件数:727件

　対象者の99.3%に、絵本とバッグを配付す
ることができました。
　保健センターと協議しながら、ボラン
ティアの協力も得て、読み聞かせの楽しさ
を伝えていきます。

1,339

　3か月児健康相談の際に、親子に絵本の読
み聞かせを実施し、本への親しみを早期から
醸成します。
　読み聞かせ終了後に、好きな絵本2冊と布
製バッグを配付します。

1,403
興風図書館
保健センター

21 42
おやこの食育教
室の開催

保健センターの調理室等を活用
した食事づくり等、親子での体
験活動を通して食育を推進しま
す。

○おやこ、こども食育教室
　　21回、27人

○離乳食講習会　
　　12回　111組

　新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、集合形式での実施はできず、訪問で実
施しました。調理実習という形での食体験
はできませんでしたが、対象者に自宅で実
践できる食育について伝えることができま
した。
　離乳食講習会は、感染症予防対策をした
上で開催し、乳児期の食育について伝える
ことができました。

21

・おやこ、こどもの食育教室
　新型コロナウイルス収束に伴い、内容を検
討しながら、「朝食と共食の大切さ」に重点
をおいた食育の普及を行います。
・離乳食講習会
　離乳食を開始するにあたり保護者の持つ不
安解消に努めます。また、保健師による講話
を通し、月齢に応じた育児の注意点や事故予
防等の情報提供を行います。

63 保健センター

22 43
人権教育、男女
平等教育の推進

毎年、学校人権教育研究指定校
2校を指定し、男女の協力や家
庭と家族に関する適切な学習活
動を推進します。

　人権教育研究指定校や推進校では、引き続
きコロナ禍により制限のある中ではありまし
たが、人権に関する研修が企画され、研鑽を
積むことができました。また市の人権教育指
導者養成研修において、男女の平等や市の人
権施策について学ぶ機会を設けました。

　人権教育指導者養成研修を実施し、市や
県の男女共同参画を含めた人権施策につい
て学ぶことができました。
　今後も「多様な性」「同和問題」「イン
ターネット上の問題」などの観点も含め
て、人権意識を涵養する場を設定すること
が必要です。

98

　人権教育研究指定校や推進校では、人権に
関する研鑽を積むための研修を行います。ま
た市の人権教育指導者養成研修等では「多様
な性」「虐待問題」「同和問題」等について
も研修を行います。

100 指導課

23 43
技術・家庭科教
育の充実

保育学習における乳幼児との交
流等を通して、お互いが協力し
て家庭生活を築いていくという
意識が身に付くような教育を推
進します。

○小学校との交流(5歳児の就学前交流)
　市内保育所の中には、新型コロナウイルス
感染症対策を講じた上で、小学校への訪問や
受け入れを行った園もありました。また対面
ではなく、交流方法を工夫し、リモート交流
や動画紹介、手紙交換での交流を行った園も
ありました。
○中学校の職場体験学習
　保育所では、新型コロナウイルス感染拡大
防止のため職場体験の実施を中止しました。

　幼児と児童の交流を企画しましたが、コ
ロナ禍で中止になった保育所がありまし
た。
　今後も、保育所、幼稚園、小学校との交
流を継続実施するとともに、新型コロナウ
イルス感染症対策が自己判断となったこと
に伴い、地域や家庭と保育所、幼稚園、小
中学校との更なる協力や連携強化が必要と
なります。

0

　キャリア教育推進協議会において、令和5
年度も市内一律で、事業所に出向いての職場
体験学習等は見合わせ、学校長の判断の下、
可能な範囲で体験活動を実施するように通知
しています。
　また、できる範囲で幼稚園や保育所、小学
校、中学校等の異年齢・異学年との交流活
動、保護者や地域の人との交流活動を通して
さまざまな年齢層との触れ合いの場を設けま
す。

0
子ども保育課
指導課

24 43
個性重視の進路
指導の充実

固定的な男女別の職業観にとら
われず、本人の適性、希望を踏
まえ、主体的に進路の選択がで
きるよう、指導の充実を図りま
す。

　「職場体験学習」は中止しましたが、職業
調べ等を中心とするキャリア教育と関連させ
ながら、将来の夢を描くことの必要性を学
び、将来の夢を実現させるための進路指導を
各中学校で行いました。

　様々な業種の職業観を学ぶことができ、
職業選択の知識の幅が広がりました。
　将来に対する希望を持つことが難しい生
徒へは、教職員が夢や希望を持てるように
積極的に関わり、支援します。 0

　キャリア教育推進協議会において、令和5
年度も市内一律で、事業所に出向いての職場
体験学習等は見合わせ、学校長の判断の下、
可能な範囲で体験活動を実施するように通知
しています。
 「職業体験」「職業講話」「職業調べ」等
のキャリア教育と関連させながら、将来の夢
を描くことの必要性を認識させ、将来の夢を
実現させるための進路指導を行います。

0 指導課

7



第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

25 43
キャリア教育の
推進

職場見学や職場体験学習、男女
平等教育資料「自分らしく」を
活用し、キャリア教育を推進し
ます。

　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か
ら、事業所を訪問しての活動を中止しまし
た。
　職業体験が中止となりましたが、各学校の
実態に応じて「職業調べ」「講話」男女平等
教育資料「自分らしく」を活用するなどし、
キャリア教育と関連させながら、将来の夢を
描くことの必要性を学び、将来の夢を実現さ
せるための学習を行いました。
　小中高12年間のキャリア教育の推進の視点
から、キャリア・パスポートの活用を実施し
ました。

　男女平等教育資料「自分らしく」を活用
したり、職業講話や職業調べをしたりし
て、様々な業種の職業観を学ぶことがで
き、職業選択の知識の幅が広げることがで
きました。
　例年のような職場体験学習が実施できな
い中、学校に事業者を招き体験を実施した
り、オンラインで職場紹介を実施したりす
るなどの工夫が見られました。
　将来に対する希望を持つことが難しい生
徒へは、教職員が夢や希望を持てるように
積極的に関わり、支援します。

237

　キャリア教育推進協議会において、令和5
年度も市内一律で、事業所に出向いての職場
体験学習等は見合わせ、学校長の判断の下、
可能な範囲で体験活動を実施するように通知
しています。
　各小中学校で、工夫を凝らし、可能な範囲
で職場見学や職場体験学習やそれに代わる内
容を学習したり、男女平等教育資料「自分ら
しく」を活用したりして、キャリア教育を推
進します。

632
指導課
人権・男女共同参画推
進課

26 43
国際理解教育の
推進

小・中学校における地域人材の
活用や外国語指導助手（ＡＬ
Ｔ）による国際理解教育の推進
を図ります。

　外国語指導助手（ＡＬＴ)を各小学校に10
名配置し、ほぼすべての外国語の授業で担任
とティームティーチングを行いました。各中
学校には3名配置し、集中的に英語科教員と
授業を行いました。

　言語の習得はもちろん、外国の文化的背
景の違いに触れることで、国際理解や異文
化理解の一助となっています。
　ＡＬＴや地域人材を活用した、ティーム
ティ－チングでの指導は定着してきました
が、新学習指導要領に基づくより効果的な
指導方法について見直しや研修を行う必要
があります。

54,490

　外国語指導助手（ＡＬＴ)を各小中学校に
配置し、担任や英語科教員と授業を行うこと
で、外国語指導の充実を図ると同時に、コ
ミュニケーション能力の育成を強化します。

55,425 指導課

27 43 性教育の充実

児童、生徒の発達段階に応じ
て、性を総合的にとらえ、知識
を得るだけでなく、男女それぞ
れの特性を知り、互いを尊重
し、協力する態度を育てます。

　中学校においては､保健分野｢心身の機能の
発達と心の健康｣で､身体機能の発達･生殖に
かかわる機能の成熟について学習しました。
（主に1年生で学習）
　小学校においては､保健領域｢育ちゆく体と
わたし｣で､思春期における体の発育･発達に
ついて学習しました。（4年生）

　性教育については、性についての興味関
心の個人差が大きく、また受け止め方にも
差があります。指導方法や表現など、学年
や男女の別、実態等をふまえて適切に行う
必要があります。
　ＬＧＢＴＱ（性的マイノリティ）につい
ても触れる必要がありますが、年齢により
伝え方が困難であると思われます。

0

　中学校においては､保健分野｢心身の機能の
発達と心の健康｣で､身体機能の発達･生殖に
かかわる機能の成熟について学習します。
　小学校においては､保健領域｢育ちゆく体と
わたし｣で､思春期における体の発育･発達に
ついて学習します。

0 指導課

28 43
教職員研修の充
実

男女共同参画社会づくり及び人
権教育の一環として、教職員に
対し、男女平等教育に関する研
修等の充実を図ります。

　新規採用教職員が、人権問題に対する正し
い知識を養い、学校における人権教育を推進
するために、新規採用教職員研修会を実施し
ました。
【野田市における人権教育について】
【この街でずっと暮らしていきたい】
開催日:4月19日
参加者:新規採用教職員、野田市で初めて勤
務する教職員

　上記の日程、内容で予定していましたが、
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、オ
ンラインでの実施となりました。その研修会
の中で、人権・男女共同参画推進課副主幹よ
り野田市の人権教育についての講義がありま
した。

　特に野田市で初めて勤務する教職員が市
の人権問題について学ぶことで、今後の学
校での人権教育の推進や児童生徒一人一人
を大切にすることの重要性について改めて
考える機会となりました。

　新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、研修会の中で、実際に障がいのある子
の保護者の方々の講義を直接お聞きするこ
とができませんでした。

0

　新規採用教職員が、人権問題に対する正し
い知識を養い、学校における人権教育を推進
するために、新規採用教職員研修会を実施し
ます。

0 指導課

29 44
公民館主催事業
の充実

幅広い分野で男女共同参画の実
現につながるよう、市民ニーズ
等に応じた内容の講座を適宜織
り込み、意識啓発を図ります。

　障がいに関わらず、誰もが抱える不便さや
課題を互いに理解し、心豊かに暮らせるノー
マライゼーションな社会考えます。
○福祉のまちづくり講座
　実施月:11月（3回）
　実施場所:北部公民館
  参加人数:51人
○福祉のまちづくり講座
　実施月:11月（3回）
　実施場所:木間ケ瀬公民館
　参加人数:16人
※全3回の初回のみ北部・木間ケ瀬公民館合
同（講師は2名）2.3回目は各館で実施しまし
た

　障がいの有無や、年齢や性別にかかわら
ず、すべての人が社会のために活動し、み
んなで支えあい共に生きる地域共生社会と
なることを目的として講座を開設しまし
た。
　今後もより一層情報収集を行うとともに
新たな企画づくりに努めていく必要があり
ます。 （北部）86

（木間ケ瀬）86

○福祉のまちづくり講座
　実施月:10月～11月（各3回）
　実施場所:福田公民館、川間公民館

（川間）30
（福田）30

公民館

8



第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

31 44
男性向け講座等
の充実

男性のための料理教室等、楽し
みながら調理実習を行い、生活
上の自立を支援します。

　生活上の自立や健康増進を図るため市内の
男性を対象とした料理教室及び実生活に即し
た講座を開催しました。新型コロナウイルス
感染拡大防止のため一部中止としました。

○福田男性大学（中止）
　実施場所:福田公民館
○男の料理教室（中止）
　実施場所:関宿中央公民館
※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中
止しました

○男の料理教室
開催日:3月5日、3月26日（全2回）
会場:野田市生涯学習センター
参加者数:延べ29人

　生涯学習センターでは、3年度に引き続き
4年度も、新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、特に調理実習の実施が難しく、男
性向け講座を実施することができませんで
した。
　今後、新型コロナウイルス感染拡大防止
対策を行いながら、男性が生活上の自立の
ために、調理だけでなく家事全般に対する
疑問や不安を解決するきっかけとなるよう
な学習機会を、どのように継続して提供し
ていくかが課題です。
　公民館では、生活上の自立や健康増進を
図るため市内の男性を対象とした料理教室
等を実施してきたが、男性に特化した講座
の開催ではなく男女で参加できる講座を検
討していきます。

生涯学習センター
18

　生涯学習センターでは、生活上の自立や健
康増進を図るため市内の男性を対象とした料
理教室及び実生活に即した講座を開催しま
す。
・生涯学習センター:3月（全2回）実施予定

　公民館では、生活上の自立や健康増進を図
るための男女で参加できる講座を検討してい
きます。 生涯学習センター

18
生涯学習課
公民館

32 45
男女共同参画に
関する講演会等
の開催

一般市民を対象とした講演会等
の開催に当たり、テーマや講師
の選定等において工夫を重ねる
とともに、より効果を高めるた
め、目的や対象等を絞った出前
セミナー等を開催します。

○人権・男女共同参画講演会「思い込みワー
クショップ」
　3月17日　39名参加
○人権・男女共同参画に関するパネル展
　3月15日～3月20日
　市役所1階ふれあいギャラリー

　国の男女共同参画計画で力を入れてい
る、固定的性別役割分担意識の解消へ向
け、市民向け講演を開催しました。引き続
き、意識の醸成へ向け、講演又は出前講
座、パネル展示等を実施する必要がありま
す。

2

　企業や市民、団体等に対して、男女共同参
画に関連する講演、講座を実施し、男女共同
参画の周知します。

0
人権・男女共同参画推
進課

33 46
啓発情報誌の発
行

市報折込みの男女共同参画推進
だより「フレッシュ」を拡充し
掲載することで、男女平等意識
の啓発や男女共同参画に関する
情報の提供を行います。

　男女平等意識の啓発や男女共同参画に関す
る情報を提供するため、年2回「フレッ
シュ」を発行しました。
・6月15日号「女性情報コーナー」について
・11月15日号「産後パパ育休」について

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
を通じて、市民への男女共同参画に関する
情報提供を行い、啓発に努めています。
　今後も、啓発、情報提供の場として「フ
レッシュ」発行を継続する必要がありま
す。

0

　男女平等意識の啓発や男女共同参画に関す
る情報を提供するため、年2回「フレッ
シュ」を発行します。
・6月15日号「ジェンダーのお話」 0

人権・男女共同参画推
進課
子ども家庭総合支援課

（中央）50
(東部）12

（南部梅郷）47
（北部）36
（川間）63
（福田）30
（二川）80

（木間ケ瀬）44

　多様な女性向け講座を企画し、意識の啓
発を図りました。レクリエーションや創作
活動により仲間づくりや話しやすい環境づ
くりに努め、会員の教養の向上や相互の親
睦を深めることができました。
　引き続き女性が地域社会に積極的に参加
するための幅広い内容の講座を実施してい
くことが必要です。 また、受講生の高齢化
が見られるため、新しい参加者層の拡大が
課題です。 今後もより一層の情報収集を図
り、新たな講師の開拓にも努めていきま
す。

30

女性問題についての理解と認識
を深めるため、幅広い女性向け
セミナーや講座等を企画し、意
識啓発を図ります。

女性セミナー等
の充実

44 公民館

○婦人会員講座
　実施月:6月～11月（4回）
　実施場所:中央公民館
　参加人数130人
○サークルあさひ育成事業
　実施月:6月～3月（4回）
　実施場所:東部公民館
　参加人数45人
○南部梅郷女性大学
　実施月:7月～12月（5回）
　実施場所:南部梅郷公民館　
　参加人数44人
○北部女性セミナー
　実施月:10月（2回）
　実施場所:北部公民館
　参加人数:10人
○川間女性学級
　実施月:10月～12月（4回）
　実施場所:川間公民館
　参加人数:107人
○福田女性大学（3回）
　実施場所:福田公民館
　参加人数:49人
○二川さわやか女性教室
　実施月:6月～12月（5回）
　実施場所:二川公民館
　参加者数:69人
〇レディス．コム.
　実施月:10月～1月（4回）
　実施場所:木間ケ瀬公民館
　参加者数:40人

○婦人会員講座
　実施月:6月～11月（4回）
　実施場所:中央公民館
○サークルあさひ育成事業
　実施月:6月～3月（3回）
　実施場所:東部公民館
○南部梅郷女性大学
　実施月:9月～12月（5回）
　実施場所:南部梅郷公民館
○北部女性セミナー
　実施月:10月（2回）
　実施場所:北部公民館
○川間女性学級
　実施月:10月～12月（4回）
　実施場所:川間公民館
○福田女性大学（3回）
　実施場所:福田公民館
○二川さわやか女性教室
　実施月:6月～12月（5回）
　実施場所:二川公民館
〇レディス．コム.
　実施月:10月～1月（4回）
　実施場所:木間ケ瀬公民館　

（中央）40
（東部）90

（南部梅郷）30
（北部）20

（川間）100
（福田）82　
（二川）60

（木間ケ瀬）60
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(千円)

事業予定
予算額
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5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

34 46
市職員研修の充
実

階層別の職員研修に男女共同参
画問題を取り入れ、職員のより
一層の意識の深化を図ります。
また、女性職員の積極的な育成
と能力の活用を図るため、女性
職員研修を実施します。

○新規採用職員研修「人権問題について」、
「男女共同参画を目指した職場づくり」
実施日:4月6日
会場:中央公民館
参加者数:35人

　新規採用職員を対象としたため、早い段
階で男女共同参画への理解の浸透が図れま
した。今後も主に新規採用職員を対象に実
施していきます。 0

○新規採用職員研修「人権問題について」、
「男女共同参画を目指した職場づくり」
実施日:4月6日
会場:中央公民館
参加者数:32人

0
人事課
人権・男女共同参画推
進課

35 46

公共施設におけ
る男女共同参画
に関する情報提
供の充実

市役所、支所の行政資料コー
ナー及び興風・せきやど図書館
の女性情報コーナーにおいて、
男女共同参画に関する情報提供
の充実を図ります。

　興風図書館とせきやど図書館に女性情報
コーナーを設置しています。
　興風図書館918冊（うち4年度新規購入1
冊）
　せきやど図書館230冊（同1冊）

　男女共同参画に関する図書や冊子、チラ
シ等を配架するとともに、男女共同参画を
テーマとした書籍を配架しました。
　今後も男女共同参画の必要性を周知でき
る重要な場であるため、継続する必要があ
ります。

4

　興風図書館とせきやど図書館にある女性情
報コーナーを継続して設置します。

5
人権・男女共同参画推
進課

36 46
男女共同参画に
関する関係資料
の収集及び提供

男女共同参画に関する資料や情
報を収集し、広く適切に市民へ
の情報提供を行います。

　国・県及び市町村、各種団体等が発行する
男女共同参画に関する情報資料を商工労政課
窓口、福祉会館、公民館等へに設置しまし
た。

　男女共同参画社会の実現に向けて資料や
情報を収集し、広く適切に市民への情報提
供を行う必要があります。 0

　引き続き、公共施設等を利用し、情報提供
に努めます。

0
人権・男女共同参画推
進課

37 50
ＤＶ被害防止に
向けた若年層等
への啓発の拡充

ＤＶ被害は若年層の間でも広
がっていることから、デートＤ
Ｖに関する理解と予防に向け
て、生徒や教職員等を対象に
デートＤＶ講演会や研修等を実
施し、啓発活動の拡充を図りま
す。

　市内県立高等学校を対象に、デートＤＶ講
演会を開催しました。
タイトル:デートＤＶ
～お互いを尊重した関係とは～
講師:ＮＰＯ法人レジリエンス
関宿高等学校
10月28日　2年生68人
清水高等学校
11月10日　1年生129人　
野田中央高等学校
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、講演会
を実施する日程が確保できなかったことによ
り中止。

　デートＤＶ講演会は、異性との交際を始
め交遊関係が広がる高校生に対して、県と
共催で実施し、予防教育の充実に資するこ
とができました。
　講演会の開催に当たっては、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止対策に留意する必要
があります。

10

　若者を対象としたＤＶ予防教育の充実を図
るため、野田市内の県立高等学校3校を対象
として、千葉県と共催で開催します。

15 子ども家庭総合支援課

38 50
法制度や各種支
援策の周知、啓
発の充実

市ホームページ等をはじめ、効
果的な方法、手段を活用して、
ＤＶ防止法をはじめとする関係
法令の内容や各種支援策の周
知、啓発の充実を図ります。

　ホームページにＤＶ相談窓口などを掲載す
るとともに、各施設の女性トイレにＤＶ相談
啓発プレートを設置して啓発活動を行いまし
た。

・ＤＶ相談啓発プレートの設置施設数
  　市施設　　　30施設
　　駅　　　　　 　6駅
　　スーパー等　  10店

　保護命令制度、住民基本台帳事務におけ
る支援措置などの各種支援策の周知、啓発
の充実に努める必要があります。

0

　ホームページにＤＶ相談を掲載するととも
に、引き続き、市施設、駅、スーパー等の女
性トイレにＤＶ相談啓発プレートを設置して
啓発活動を行います。

0 子ども家庭総合支援課

39 50

「男性のための
電話相談」の情
報提供(基本目標
Ⅰ 13 再掲)

男性が抱える様々な悩み、男性
ならではの悩みについて、男性
カウンセラーが相談者と一緒に
考え、問題解決に努めます。

○男性のための相談
　相談件数:24件

　委託による事前予約制から市役所開庁時
間内に職員が傾聴を中心に受ける相談にあ
らためたところ、利用件数が増加しまし
た。
引き続き、傾聴を中心とした相談を行いま
す。
　相談を受ける際には、傾聴であることや
カウンセラーの相談のある県の電話相談を
紹介しました。

0

　男性が抱えている様々な悩みについて、曜
日を限定せずに職員による電話相談を実施し
ます。
　なお、専門性の高い相談については、千葉
県の男性のための電話相談を紹介します。 0

人権・男女共同参画推
進課

40 50
啓発情報誌の発
行(基本目標Ⅰ 
33 再掲)

市報折込みの男女共同参画推進
だより「フレッシュ」を拡充し
掲載することで、男女平等意識
の啓発や男女共同参画に関する
情報の提供を行います。

　男女平等意識の啓発や男女共同参画に関す
る情報を提供するため、年2回「フレッ
シュ」を発行しました。
・6月15日号「女性情報コーナー」について
・11月15日号「産後パパ育休」について

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
を通じて、市民への男女共同参画に関する
情報提供を行い、啓発に努めています。
　今後も、啓発、情報提供の場として「フ
レッシュ」発行を継続する必要がありま
す。

0

　男女平等意識の啓発や男女共同参画に関す
る情報を提供するため、年2回「フレッ
シュ」を発行します。
・6月15日号「ジェンダーのお話」 0

人権・男女共同参画推
進課
子ども家庭総合支援課

10
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41 50

「第2次野田市ド
メスティック・
バイオレンス総
合対策大綱（野
田市ＤＶ被害女
性支援基本計
画）」の見直し

第4次計画等に沿って、「第2次
野田市ＤＶ大綱（野田市ＤＶ被
害女性支援基本計画）」の見直
しを行います。

　ＤＶは「第2次野田市ドメスティック・バ
イオレンス総合対策大綱（野田市ＤＶ被害女
性支援基本計画）」、児童虐待は「野田市子
育て支援・児童虐待総合対策大綱とそれぞれ
の大綱に基づき対策を講じてきましたが、Ｄ
Ｖと児童虐待は密接に関連することから、Ｄ
Ｖと児童虐待を一本化した「野田市児童虐待
防止及びドメスティック・バイオレンス総合
対策大綱」を令和4年3月に新たに策定しまし
た。

　ＤＶと児童虐待を一本化した「野田市児
童虐待防止及びドメスティック・バイオレ
ンス総合対策大綱」を令和4年3月に新たに
策定しました。
　今後は、大綱に沿って施策を推進してい
く必要があります。 0

　ＤＶと児童虐待を一本化した「野田市児童
虐待防止及びドメスティック・バイオレンス
総合対策大綱」を令和4年3月に新たに策定し
ました。今後は、大綱に沿って施策を推進し
ていきます。

0 子ども家庭総合支援課

42 51
ＤＶ相談窓口の
充実(基本目標Ⅰ 
11 再掲)

ＤＶ（配偶者、元配偶者、事実
上婚姻関係にある者及び生活の
本拠を共にする交際相手からの
暴力）被害女性の相談に対し、
被害女性の意思を踏まえた上
で、最善の支援策や法制度の教
示を行います。
また、行政支援が必要な相談者
に対し、市職員が適切な窓口へ
同行し、きめ細かな支援を行い
ます。

　ＤＶ被害女性が話しやすい環境づくりを心
がけ、本人の心情や置かれている状況等に十
分配慮した上で、本人の意思を最優先とした
相談対応に努めました。
　ＤＶ相談支援員（会計年度任用職員）を配
置し、支援策や法制度を分かりやすく説明
し、本人に寄り添った支援や対応に努めまし
た。
○ＤＶ相談件数　600件
・一時保護延べ件数　 1件
・一時保護延べ人数　 2人
・一時保護延べ日数　15日

　ＤＶ被害女性の身の安全を最優先に考え
た支援を実施していますが、勤務先の関係
から近隣市への避難を希望するなど、本人
の意思・要望が市の支援策と合致しないこ
ともあり、その様な場合は本人の安全を確
保しつつ、可能な範囲で意思を尊重した対
応を実施しています。
　今後も関係機関と連携を強化し、ＤＶ被
害女性のニーズに合った適切な支援策を講
じていく必要があります。

0

　ＤＶ被害女性が話しやすい環境づくりを心
がけ、本人の心情や置かれている状況等に十
分配慮した上で、本人の意思を最優先とした
相談対応に努めます。
　ＤＶ相談支援員（会計年度任用職員）を配
置し、支援策や法制度を分かりやすく説明
し、本人に寄り添った支援や対応に努めま
す。

0
配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

43 51

緊急一時保護施
設（シェル
ター）による保
護等の支援の実
施

ＤＶ被害女性の安全の確保を最
優先として、ＤＶ被害女性の視
点に立って、保護から自立まで
一貫した、きめ細かな支援を行
います。

　保護を求めているＤＶ被害女性の安全確保
を図るとともに自立に向けた各種支援を行い
ました。
　また、県との委託契約に基づき、市民以外
の保護・受入れを行うなど、広域的な支援を
行っていますが、令和4年度は、市民以外の
入所はありませんでした。
・保護件数　1件
　（内訳:市民1件、市民以外0件）

　今後も、ＤＶ被害女性の安全の確保を図
るとともに、広域的な支援を行うことが必
要です。

689

　保護を求めているＤＶ被害女性の安全確保
を図るとともに自立に向けた各種支援を進め
ます。
　また、千葉県や埼玉県との委託契約に基づ
き、市民以外の方の保護・受入れを行い、適
切な支援に結び付けます。 1,177

配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

44 51
緊急生活支援資
金の助成

所持金を持たないシェルター入
所中の被害女性（市民）に対
し、自立に向けて必要な関係機
関への相談や保護命令の申立て
に必要な経費等を助成します。

　助成件数:0件
　助成金額:0円

　緊急生活支援資金助成は、対象者がいま
せんでしたが、ＤＶシェルターに入所した
被害女性が生活支援資金を必要とする場合
は、迅速かつ適切に対応する必要がありま
す。

0

　ＤＶシェルターに入所した被害女性に対
し、緊急に必要とする生活支援資金を助成す
ることにより、被害女性の自立支援を図りま
す。 25

配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

45 52
カウンセリング
受診の助成

シェルター入所中の被害女性
（市民）が心身の健康を回復さ
せるため、本人の意思に基づ
き、医学的又は心理学的な治療
として、市内精神科医によりカ
ウンセリングを受診した場合、
その経費を助成します。

　R3.1月で事業廃止

配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

46 52
ステップハウス
の活用

市営住宅を目的外使用し、シェ
ルター入所中の被害女性等が精
神的ケアと経済的自立に向けた
生活の準備をするために活用し
ます。

　現在まで活用実績はありません。
　　※平成16年7月設置

　実績はありませんが、今後の利用に備え
施設の維持管理に努めていく必要がありま
す。 0

　市営住宅を目的外使用し、シェルター入所
中の被害女性が精神的ケアと経済的自立に向
けた生活の準備をするために活用します。 0

配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）
営繕課

47 52
市営住宅におけ
る入居資格条件
の緩和

シェルターに入所していた被害
女性（市民）で、離婚が成立し
ていない場合においても、ひと
り親家庭と同等とし、市営住宅
入居者選考時の住宅困窮度表に
加点します。

・入居資格条件緩和者　0件 　制度の周知に努めていく必要がありま
す。

0

　シェルターに入所していたＤＶ被害女性で
離婚が成立していない場合においても、市営
住宅に申込みがあった場合は、ひとり親家庭
と同様に申込を可能とします。
 また、抽選回数に影響する住宅困窮度につ
いても、ひとり親家庭と同様に加点（点数
は、子供の人数による）します。
※住宅困窮度1～4、抽選回数1回、5～9、抽
選回数2回、10以上、抽選回数3回
※加点する点数、子供1人1点、子供2人2点、
子供3人以上3点

0

営繕課
配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

11



第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
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(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

48 52

民間賃貸住宅入
居時家賃等の助
成（ＤＶ被害女
性要件）

緊急に居住の場を確保する必要
があるシェルター入所中の被害
女性（市民）で、市内の民間賃
貸住宅へ入居しようとする低額
所得者に対し、賃貸借契約時に
要する家賃等の費用の一部を助
成します。

・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・助成金交付決定件数　0件
・助成額　　　　　　　0円

　ＤＶ被害女性要件での利用はありません
でした。引き続き制度の周知に努めます。

0

　シェルター入所中のＤＶ被害女性で、民間
賃貸住宅へ入居しようとする低額所得者に対
し、契約時に要する費用の一部（家賃及び仲
介手数料を合わせて13万円を限度）を助成し
ます。

1,178

営繕課
配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

49 52

住宅困窮者民間
賃貸住宅居住支
援の実施（ＤＶ
被害女性要件）

連帯保証人が確保できないなど
の理由により、市内の民間賃貸
住宅への入居に困窮している
シェルター入所中又は入所して
いたＤＶ被害女性世帯に対し、
民間賃貸住宅情報の提供、民間
保証会社を活用した入居保証、
居住継続する支援及び福祉サー
ビスの案内を行うと共に、低額
所得者等の場合は、家賃等保証
委託契約に要する費用の一部を
助成します。

・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・入居保証　　　　　　0件
　うち保証料助成　　　0件
・情報提供　　　　　　0件

　保証人や賃貸情報に関しては、不動産店
の取り扱う債務保証会社が多数あること
や、空き物件も多く賃貸物件が借りやすく
なっていること等から利用者が少ない状況
となっています。

0

　市内の民間賃貸住宅への入所に困窮してい
るシェルター入所中または入所していたＤＶ
被害女性に対し、民間賃貸住宅情報の提供及
び取扱保証会社と連携した入居保証を行うと
ともに、低額所得者の場合は、家賃等保証委
託契約に要する費用の一部（2万円を限度）
を助成します。 20

営繕課
配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

50 53
民間団体との連
携による支援体
制の強化

シェルターの運営業務の一部を
民間団体に委託し、官民が協働
した支援体制の強化を図りま
す。

　シェルター入所者に対する支援について、
市と委託先である民間団体「のだフレンド
シップ青い鳥」と協力体制を構築し、きめ細
かな対応・支援に努めました。
　また、月1回開催されるスタッフ会議に当
課職員も出席し、緊密な連携を図り、被害者
への支援体制の強化に努めました。
（委託先）
「のだフレンドシップ青い鳥」
（委託業務内容）
1 入所者の生活支援(安否確認、食材等の調
達)
2 入所者の相談（助言、情報提供）
3 同行支援(住居確保、就業等)

　「のだフレンドシップ青い鳥」と緊密な
連携を図り、被害女性への対応、自立に向
けた支援に努めました。
　今後も原則として2週間以内の入所期間の
中で、自立に結び付く支援を強化していく
必要があります。

263

　シェルター入所者に対する支援について、
市と委託先である「のだフレンドシップ青い
鳥」と協力体制を構築し、きめ細かな対応・
支援に努めます。
　また、月1回開催されるスタッフ会議に当
課職員も出席し、緊密な連携を図り、被害者
への支援体制の強化に努めます。
（委託先）
「のだフレンドシップ青い鳥」
（委託業務内容）
1 入所者の生活支援(安否確認、食材等の調
達)
2 入所者の相談（助言、情報提供）
3 同行支援(住居確保、就業等)

683
配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

　本事業は、ひとり親家庭等が安心して子育
てしながら仕事や求職活動をするために有効
な事業であり、事業の周知について、母子寡
婦福祉会や子ども保育課等の関係機関と連携
するとともに、引き続き、母子・父子自立支
援員の離婚直後の面談時や就業等の相談時に
制度の説明とあわせ事業の一層の周知に努め
ます。
　また、急な要望の場合の対応について、事
前に家庭生活支援員の状況を把握するなど、
委託先である母子寡婦福祉会と調整し、事業
を円滑に進めます。
　2年4月から、定期利用の対象範囲が未就学
児から小学生を養育する家庭まで拡大された
ことから、さらに周知を図ります。

1,203

　就業支援講習会や法律相談の託児は予定
が立てやすく支援員の協力により適正に対
応することができましたが、急な要望の場
合は、支援員の手配が難しく対応できない
現状もあります。
　利用者の要望に応えられるよう検討が必
要です。
　母子家庭等が安心して子育てをしなが
ら、求職活動や就業を行うため、保育所入
所申請時の待機時に対応できるよう23年10
月より保育所入所申請時の待機者への派遣
の拡充をしました。本事業のニーズはある
ものの、27年度から保育所でもひとり親家
庭の優先入所に加え、求職中や職業訓練中
についても入所要件が拡充されたため、利
用自体は減少しています。しかし、当該事
業では利用負担額が安価であり、非課税世
帯では無料となることから、利用者の経済
状況も含め制度の周知が必要です。
　また、28年4月から、国の制度改正に伴
い、定期的な就業上の理由による残業等に
ついても支援が拡大され、あわせて周知を
図る必要があります。

51 53
ひとり親家庭等
日常生活支援事
業の充実

ひとり親家庭となった直後の生
活や育児支援のため、ヘルパー
や保育士を派遣する事業を、野
田市母子寡婦福祉会に委託し、
実施しています。求職活動時や
残業時にも支援できる体制に拡
充しており、更に事業の周知を
図ります。

児童家庭課
配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

865

【日常生活支援事業実績】
子育て支援及び生活援助利用者数
・子育て支援:7人　延べ49日　303時間
（うち保育所待機時利用　実績なし）
・生活援助:1人　延べ8日　89時間

12
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52 53

広域的な対応を
図るための他自
治体への理解と
協力依頼

市民以外のＤＶ被害女性も柔軟
に受け入れることとし、自治体
間依頼に基づく市民以外の保護
については、住所地自治体に対
し、本人の自立の意思確認や援
護等の実施責任等を要請しま
す。
一方、ＤＶ被害女性（市民）が
他自治体での自立を目指す際に
は、市民以外のＤＶ被害女性を
柔軟に受け入れてもらえるよ
う、他自治体への理解と協力を
要請するとともに、情報提供や
支援を行います。

・住所を野田市に置いたまま他自治体での自
立を支援した者:11人
・他自治体へ協力要請及び情報提供した
者:10人
・住所を他自治体に置いたまま野田市での自
立を支援した者:13人

　ＤＶ被害女性の転居等に際しては、他自
治体と情報共有、連携して継続的な支援が
行えるように努めました。

0

　市民が他自治体での自立を目指すに当た
り、受入れに際して、他自治体の理解と協力
を要請するとともに情報提供と支援協力を行
います。

0
配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

53 53

野田市ドメス
ティック・バイ
オレンス対策連
絡協議会による
連携体制の強化

関係機関等の連携体制を強化
し、迅速な対応を図るため、野
田市ドメスティック・バイオレ
ンス対策連絡協議会による情報
交換を密にし、情報の共有化を
推進します。

　ドメスティック・バイオレンス対策連絡協
議会を開催し、関係機関等との連携強化を図
りました。
開催日時:2月21日
参加機関:10機関

　ドメスティック・バイオレンス対策連絡
協議会を開催し、女性サポートセンター、
警察、保健所などの関係機関、民生委員児
童委員協議会、人権擁護委員協議会などの
関係団体との情報共有を図ることができま
した。

0

　ドメスティック・バイオレンス対策連絡協
議会を開催し、女性サポートセンター、警
察、保健所などの関係機関、民生委員児童委
員協議会、人権擁護委員協議会などの関係団
体との連携強化及び情報共有を図ります。 0

配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

54 54

児童虐待相談受
付電話｢子ども
SOS｣の運営と周
知(基本目標Ⅰ 
15 再掲)

虐待を受けている子ども本人や
虐待の疑いのある親子を発見し
た人からの通報及び虐待をして
いるのではと悩んでいる保護者
等からの電話相談に対応し、児
童虐待の未然防止や早期発見等
に努め、関係機関との連携を密
に図りつつ、きめ細かな支援を
行います。

　R3.3月で事業廃止

子ども家庭総合支援課

55 54

野田市要保護児
童対策地域協議
会による連携体
制の強化

　要保護児童対策地域協議会実
務者会議を抜本的に見直し、主
担当や関係機関の役割分担、さ
らに個別支援会議の必要性を議
論する場に変えると共に、関係
機関等のうち当該事例に関係
し、又は関係する可能性のある
者により構成するものとされて
いる個別支援会議につきまして
も、関係機関との連携の下協議
を進めることで、千葉県柏児童
相談所を始めとする関係機関と
児童虐待防止管理システムによ
り情報を共有化することで、児
童虐待の未然防止、早期発見及
びケースの進行管理による児童
虐待の重篤化を防ぎます。

・要保護児童対策地域協議会の運営
　代表者会議2回
　実務者会議13回
　個別支援会議106回。
・児童虐待相談受付件数　472件
・進行管理件数（延べ人数）　737人
・進行管理台帳に登録されている子どもで学
校・保育園等に所属している場合、所属機関
と毎月1回書面による情報交換
・乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児
等の状況確認について
　子ども家庭総合支援課への情報提供件数　
28件
　安全確認、出国確認等により対応済みの件
数　28件

・要保護児童対策地域協議会実務者会議を
抜本的に見直し、主担当や関係機関の役割
分担、個々の案件の具体的な支援方針を決
定する個別支援会議開催の必要性を議論す
る場に改めるとともに、必要に応じ積極的
に個別支援会議を開催することで、関係機
関の情報共有、支援の検討、スケジュール
の確認等を行い、情報連携の強化を図りま
した。要保護児童等への支援及び対応に漏
れがないよう、引き続き情報共有及び連携
の強化を図っていく必要があります。
・野田市で事件が発生してから4年が経過
し、市を始めとした全関係機関において、
事件の風化によりアセスメントが甘くなる
ことが懸念されます。このことから、研修
等を開催することにより、改めて危機意識
を高く維持し、受理した1ケースごとに重篤
性の判断が軽くならないよう確実にリスク
アセスメントをする必要があります。

377

・野田市児童虐待防止対応マニュアル（児童
相談所編）、（学校編）、（保育所・幼稚
園・学童編）、（母子保健編）、（警察編）
の見直し〔随時〕
・母子保健事業との連携と子育て支援事業を
活用した虐待の未然防止の推進
・要保護児童対策地域協議会による要保護
ケース等の進行管理
・虐待通告受理後、原則として当日に安全確
認を行うことの徹底
・学校等から依頼があった場合の、警察官Ｏ
Ｂの同行訪問の実施
・オレンジリボン・児童虐待防止推進キャン
ペーン（令和4年度までは児童虐待防止推進
月間）における教職員等対象意見交換会・討
論会、実務者研修会の実施

443 子ども家庭総合支援課

13



第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

56 55
乳児家庭全戸訪
問事業の実施

全ての乳児の家庭を訪問し、子
育ての孤立化を防ぎ、居宅にお
いて子育て支援に対する必要な
情報提供を行うとともに、様々
な不安や悩みを聴取し、要支援
児童の早期対応を図ります。

　新生児・産婦訪問指導件数
　　産　婦:759人
　　新生児:281人
　　乳幼児:478人

・専門職による新生児全戸訪問を実施する
ことで、新生児・産婦の健康状態や育児状
況等の問題を把握し、指導することで問題
解決や継続支援の必要なケースを地区担当
保健師や関係機関と連携することができま
した。
・出生連絡票の未提出や新生児訪問希望な
しの場合でも予防接種の説明や1～3か月健
診までのフォローのために保健師と助産師
が訪問し、産婦や新生児の健康状態の把握
や育児不安の軽減に努めました。
・低出生体重児やハイリスクの家庭は地区
担当保健師が訪問し、継続支援を行い、里
帰り先への訪問依頼や野田市への里帰り訪
問希望者にも対応しました。

1,292

・専門職が訪問することで産婦の健康状態や
育児環境を把握し、育児不安の軽減に努める
と同時に新生児の発育発達状態を確認し、ア
ドバイスや指導を行います。
・地区担当保健師が低出生体重児やハイリス
ク家庭に対し訪問を行い、必要時は関係機関
と連携し継続的に支援していきます。
・専門職による訪問により問題点や支援内容
を確実に把握し、必要時はその場で問題や育
児不安 の解消につなげます。
・里帰り先での新生児訪問希望の場合には、
里帰り先の市町村に依頼します。
・他市町村から野田市への里帰りの新生児訪
問にも対応します。

1,596 保健センター

57 55
子ども家庭総合
支援課の機能の
充実

子ども家庭総合支援課の機能充
実を図るため、心理士、保健
師、精神保健福祉士等の専門職
を配置し、18歳までの全ての子
どもとその家庭及び妊産婦等の
相談に応じます。

　子ども家庭総合支援拠点（家庭児童相談
室）対応件数（巡回相談含む）
相談件数（延べ）　2,421件
　うち要保護以外　2,279件
　　　要保護　　　　142件

　専門職を配置し、相談内容に応じて、関
係機関とも連携して対応しました。
　18歳までの全ての子どもとその家庭や妊
産婦を切れ目なく継続的に支援していくた
めの施策を充実させるとともに、相談者に
応じた地域資源の活用等につなげること
で、児童虐待の予防・早期対応を図る必要
があります。

0

　子ども家庭支援員のアウトリーチを中心に
広く市民に子ども家庭総合支援拠点事業を周
知し、18 歳までの全ての子どもとその家庭
や妊産婦への切れ目なく継続的な支援施策を
充実させるとともに、相談者に応じた地域資
源の活用等につなげることで、児童虐待の予
防・早期発見・早期対応を図ります。

0 子ども家庭総合支援課

58 55

子ども家庭総合
支援課分室によ
る学校等への定
期的な巡回

教育委員会に新設した子ども家
庭総合支援課分室による学校等
への定期的な巡回を行い、児童
虐待の未然防止、早期発見に努
めます。

　学校等が心配する家庭に対し、子ども家庭
総合支援課（本課）と連携し、その家庭に適
した行政サービスの導入や心理士による保護
者及び児童との面談を行い、児童虐待の未然
防止に努めました。

　子ども家庭総合支援課分室に所属する3名
のケースワーカーが市内小中学校31校を分
担して担当し、効率的かつ迅速に対応でき
ました。 0

　子ども家庭総合支援課分室と学校等との情
報共有を行い、心配な家庭における児童虐待
の未然防止や早期発見に努め、学校等との連
携強化を図ります。 0

子ども家庭総合支援課
分室

59 55

市内小中学校へ
のスクールロイ
ヤーの配置及び
教育委員会アド
バイザーの配置

教職員に対する法的マインドの
養成及び子どもの人権擁護のた
め市内小中学校へのスクールロ
イヤーの配置及び教育委員会ア
ドバイザーを配置します。

　市内小中学校を4つのブロックに分けて、
それぞれのブロックにスクールロイヤーを1
人配置しました。研修等を含め、相談件数は
57件。
　教育委員会アドバイザーは、月に3日間教
育委員会に勤務し、学校や教育委員会の教職
員に法的な助言、指導を行いました。

　スクールロイヤーへの電話相談をはじ
め、スクールロイヤーによるいじめ防止研
修会を各学校で実施し、いじめ防止対策推
進法の理解やいじめや虐待対応等の事例を
活用し、研修することができました。
　法的な視点を背景におき、教育活動がで
きるので、自信をもって保護者対応するこ
とができるようになってきています。
　スクールロイヤーが身近な存在となるよ
う、より一層の活用について周知していき
ます。

4,312

　地区を4ブロックに分け、それぞれのブ
ロックにスクールロイヤーを1人配置しま
す。また、教育委員会には、教育委員会アド
バイザーを置きます。
　地域住民や保護者の対応等について、学校
や教育委員会の教職員に法的な助言、指導を
行うとともに、各ブロックに配置したスクー
ルロイヤーによる「いじめや虐待」の研修及
び教育委員会アドバイザーによる「いじめ防
止」の研修を実施します。

4,773
子ども家庭総合支援課
分室
指導課

60 55
警察官ＯＢの同
行訪問の実施

学校等から依頼があった場合
の、警察官ＯＢの同行訪問を実
施します。

　学校等からの依頼がなく、警察官ＯＢの同
行を要する訪問がありませんでした。

　警察官ＯＢの同行を要する訪問がありま
せんでした。

0

　引き続き、野田市立小学校及び中学校等か
らの依頼に基づき、保護者宅等への訪問に同
行する業務を実施します。 0

市民生活課
子ども家庭総合支援課
分室

61 55
虐待防止啓発事
業の実施

ポスター展の開催などによる虐
待防止啓発事業を実施します。

 「わたしの願う家族・家庭」ポスター展
・応募総数333点（小学校332点・中学校1
点）
　優秀作品を市ホームページにて公開しまし
た。
　11月の児童虐待防止推進月間に行う事業と
して、教職員等を集め、「子ども達に頼られ
る大人、相談しやすい大人」、「気づきの大
切さ」をテーマとした意見交換会・討論会を
実施しました。
　市内小中学校31校、幼稚園2園、保育所13
か所、認定こども園1園から47人が参加しま
した。

　11月の児童虐待防止月間において、ポス
ター展の開催、啓発懸垂幕の掲示、児童虐
待防止リーフレットの配布等に加えて、教
職員等対象意見交換会・討論会を実施する
ことで、啓発事業の拡充に努めました。
　今後も、再発防止策とともに、虐待防止
啓発事業の充実を図る必要があります。 56

　オレンジリボン・児童虐待防止推進キャン
ペーン（令和4年度までは児童虐待防止推進
月間）において、ポスター展、懸垂幕の掲示
等の啓発事業、教職員等対象意見交換会・討
論会、実務者研修会を実施します。

63 子ども家庭総合支援課

62 55
児童虐待事例の
学校等との定期
的な情報交換

進行中の児童虐待の事例につい
て学校等との定期的な情報交換
を行います。

　学校等へ定期的な訪問を実施し、進行管理
中の児童の情報交換を行いました。また、授
業を受ける児童の様子等も確認しました。

　学校等への定期的な訪問により情報交換
が図れ、学校等における児童の様子の確認
も実施し、情報共有が図れました。 0

　子ども家庭総合支援課分室が学校等へ定期
的に訪問し情報交換を行い、連携強化を図り
ます。 0

子ども家庭総合支援課
分室
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63 55
民生委員・児童
委員地区定例会
での情報共有

毎月開催される民生委員・児童
委員地区定例会での情報共有を
図ります。

　毎月子ども家庭総合支援課職員が参加し、
情報共有を図りました。

　民生委員・児童委員との情報共有を図
り、連携強化に努めました。　
 子どもたちを地域で守っていく野田市とす
るための情報交換の場として、引き続き実
施していく必要があります。

0

　毎月開催される民生委員・児童委員地区定
例会（市内8地区）での情報共有を行いま
す。

0 子ども家庭総合支援課

64 56
虐待防止対応マ
ニュアルの改訂

柏児童相談所との連携に特化し
た虐待防止対応マニュアルを改
訂します。（令和元（2019）年
度、関係機関についての分冊は
2（2020）年度）

　令和4年3月に警察編及び母子保健編を策定
し、既に策定した児童相談所編、学校編、保
育所・幼稚園・学童保育所編と合わせて、関
係機関とのマニュアルが全て完成いたしまし
た。

　各マニュアルに基づき、関係機関と連携
しておりますが、マニュアルの運用に当た
り、修正や加筆等の必要がある場合には、
随時対応していく必要があります。 0

　各マニュアルに基づき、関係機関と連携し
ているが、策定したマニュアルの運用に当た
り修正や加筆等の必要がある場合は、随時見
直しを図りながら対応します。 0 子ども家庭総合支援課

65 56
ＤＶ・児童虐待
担当者スキル
アップ研修

ＤＶや児童虐待関係職員の知識
向上に向けた研修の実施

　学校、幼稚園、保育所従事者等を対象に、
ＤＶ・児童虐待研修会を2回開催しました。
1回目
開催日時:8月5日
参加者数:49人
2回目
開催日時:2月13日
参加者数:71人

　ＤＶについての知識と支援の必要性を広
く周知するため、各関係機関が参加しやす
い方法及び日程で開催する必要がありま
す。
　また、関係機関ごとに関心を持つ講演内
容に差があるため、講演内容を各関係機関
が選択できる開催方法を検討する必要があ
ります。

400

　ＤＶと児童虐待が密接な関係にあることへ
の理解を深め、ＤＶ被害者やその子どもへの
適切な対応が行えるようにするため、学校、
幼稚園、保育所従事者や民生委員等を対象
に、ＤＶ・児童虐待研修会を開催します。

400
配偶者暴力相談支援セ
ンター(子ども家庭総
合支援課）

66 57

女性（異性）に
対する暴力防止
に関する啓発活
動の拡充

ＤＶに対する正しい認識と理解
を深めるため、講座、講演会の
開催、情報誌、広報紙における
記事の掲載等、啓発活動の拡充
を図ります。

　女性に対する暴力をなくす運動期間（11月
12日から25日まで）に合わせて、男女共同参
画推進だより「フレッシュ」へ女性に対する
暴力防止に関する啓発記事を掲載しました。
　若者を対象としたＤＶ予防教育の充実とし
て、デートＤＶ講演会を開催しました。

　デートＤＶ講演会は高校生に対し意識向
上の効果が見られました。
　啓発活動については、紙媒体に加えて、
市のホームページ等を活用して充実を図る
ことが必要です。

0

　「のだフレンドシップ青い鳥」が開催する
ＤＶ防止パネル展について市報へ掲載すると
ともに、市のホームページにＤＶ対策につい
て掲載し、啓発を図ります。
　若者を対象としたＤＶ予防教育の充実とし
て、デートＤＶ講演会を開催し、啓発を図り
ます。

0 子ども家庭総合支援課

67 58
市職員に対する
共通理解の浸透
の推進

二次被害の防止等各窓口でＤＶ
被害女性への適切な対応が図れ
るよう、職員への研修を実施す
ると共に、職員対応マニュアル
を更新します。

　ＤＶ被害者支援マニュアル（職員向け）を
活用して、二次被害の防止等各窓口でＤＶ被
害女性への適切な対応がとれるように努めま
した。

　ＤＶ被害者等の支援措置に係る情報を庁
内で共有し漏洩防止を図るとともに、二次
被害の防止にも留意して対応しました。
　ＤＶ被害者支援マニュアル（職員向け）
は、ＤＶ防止法の改正を踏まえて、更新す
る必要があります。

0

　ＤＶ防止法の改正（令和6年4月1日施行）
を踏まえて、「ＤＶ被害者支援マニュアル
（職員向け）」の更新を検討していきます。

0 子ども家庭総合支援課

68 60

民間企業におけ
るあらゆるハラ
スメント（セク
シュアル・マタ
ニティ・パワー
ハラスメント
等）に対する防
止対策の促進

「男女雇用機会均等法」及び同
法に基づく指針について周知を
図り、事業主等の認識を高める
とともに、防止対策の徹底を図
るため、相談体制の確立及び職
場研修等の実施を働きかけま
す。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口で提供
しました。

　民間企業におけるセクシュアル･ハラスメ
ント防止対策について、引き続き周知・啓
発に努める必要があります。

0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口で提供
します。
　また、野田市人権啓発推進企業連絡協議会
会員へも提供します。 0

商工労政課
人権・男女共同参画推
進課

69 60

市におけるあら
ゆるハラスメン
ト（セクシュア
ル・マタニ
ティ・パワーハ
ラスメント等）
に対する防止対
策の推進

あらゆるハラスメント（セク
シュアル・マタニティ・パワー
ハラスメント等）防止に係る市
全職員の意識啓発の徹底及び苦
情相談員の周知を図り、相談等
に適切に対処する工夫を図りま
す。

　野田市職員のハラスメントの防止等に関す
る要項に基づき、人事課職員のほか、人権・
男女共同参画推進課の職員、野田市男女共同
参画推進庁内連絡会の男女共同参画推進部会
の女性職員を相談員として配置しています。
　庁内掲示板を通して苦情相談の受入体制を
周知すると共に全庁的にセクシュアル・ハラ
スメント、パワーハラスメント（セクシュア
ル・ハラスメント等）の防止を推進するた
め、ハラスメント防止に向けた下記の外部機
関研修を活用しました。
○ハラスメント防止研修
実施日:7月12日
会場:市役所2階中1・2会議室
参加者数:午前中:係長級以下25人、
　　　　　午後:管理職25人

　今後も、ハラスメント等の防止のため一
層の意識啓発の徹底、苦情相談員の周知を
継続的に実施する必要があります。

134

　野田市職員のハラスメントの防止等に関す
る要項に基づき、人事課職員のほか、人権・
男女共同参画推進課の職員、野田市男女共同
参画推進庁内連絡会の男女共同参画推進部会
の女性職員を相談員として配置しています。
　庁内掲示板を通して苦情相談の受付体制を
周知すると共に全庁的にセクシュアル・ハラ
スメント、パワーハラスメント（セクシュア
ル・ハラスメント等）の防止を推進するた
め、ハラスメント防止に向けた下記の外部機
関研修を活用します。
○ハラスメント防止研修
実施日:7月3日
会場:中央公民館

138 人事課

15
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71 60
ストーカー規制
法の周知、啓発
の推進

被害女性をストーカー行為等か
ら守るため、ストーカー規制法
の周知、啓発を推進するととも
に、関係機関等との連携強化を
図ります。

　被害女性の心の負担を軽減するために、女
性カウンセラーによる「女性のための相談」
を案内すると共に、男女共同参画推進だより
「フレッシュ」に相談窓口を掲載し、情報提
供と啓発に努めました。

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
に相談窓口等を掲載し、情報提供に努めま
した。
　引き続き、ストーカー被害にかかる相談
窓口等の案内をするほか、「フレッシュ」
以外の媒体での啓発検討の必要がありま
す。

0

　被害女性の心の負担を軽減するために、女
性カウンセラーによる「女性のための相談」
を案内すると共に、男女共同参画推進だより
「フレッシュ」に相談窓口を掲載し、情報提
供と啓発に努めます。

0
子ども家庭総合支援課
人権・男女共同参画推
進課

72 61
性犯罪被害者の
支援の実施

性犯罪の被害に遭った際の相談
に対応するため、職員の知識の
習得等を図るとともに、相談窓
口等の情報提供を行います。

　被害女性の心の負担を軽減するために、女
性カウンセラーによる「女性のための相談」
を案内すると共に、男女共同参画推進だより
「フレッシュ」に相談窓口を掲載し、情報提
供と啓発に努めました。

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
に相談窓口等を掲載し、情報提供に努めま
した。
　引き続き、性犯罪被害にかかる相談窓口
等の案内をするほか、「フレッシュ」以外
の媒体での啓発検討の必要があります。

0

　被害女性の心の負担を軽減するために、女
性カウンセラーによる「女性のための相談」
を案内すると共に、男女共同参画推進だより
「フレッシュ」に相談窓口を掲載し、情報提
供と啓発に努めます。

0

子ども家庭総合支援課
人権・男女共同参画推
進課
市民生活課

73 61
売買春等の防止
対策の広報、啓
発の推進

児童に対する性的暴力や児童買
春等を許さない社会づくりに向
けた広報、啓発を推進します。
また、売買春は女性の性を商品
化するものであることから、女
性の人権を尊重する広報、啓発
を推進します。

○情報モラル講習会
　新型コロナウイルスの感染拡大防止のため
中止しました。
○広報啓発
　男女共同参画推進だより「フレッシュ」に
相談窓口を掲載し、情報提供と啓発に努めま
した。

　子ども達自身がインターネットの危険性
やモラルについて学んでもらう機会を増や
す必要があります。
　また、引き続き、売買春防止にかかる相
談窓口等の案内をするほか、「フレッ
シュ」以外の媒体での啓発検討の必要があ
ります。

0

○情報モラル講習会
　新型コロナウイルスの感染状況を見なが
ら、開催を検討していきます。
○広報啓発
　男女共同参画推進だより「フレッシュ」に
相談窓口を掲載し、情報提供と啓発に努めま
す。

0

生涯学習課
（令和4年度は青少年
課
　青少年センター）
人権・男女共同参画推
進課

74 61
地域での防犯体
制の推進

自治会等と行政が適正な役割分
担のもと、連携を図り、自主防
犯パトロール隊を全市的に広
げ、市民の防犯意識の高揚を図
るとともに、防犯推進員による
「まめばん」での見守りや青色
回転灯搭載車両を利用した防犯
パトロールを実施します。

　野田市防犯組合に設立された17の支部によ
る各種防犯活動が実施されると共に自治会を
単位とする自主防犯組織による防犯パトロー
ルが継続的に実施されました。
　また、防犯施設「まめばん」には、毎日14
時から19時まで警察官ＯＢが365日駐在しま
した。2台の青色回転灯搭載車両を使用した
パトロールは市内全小中学校を下校時刻に合
わせて年間243日実施しました。安全安心
メールの防犯情報を配信しました。

　市民個々の防犯意識の向上から防犯組合
の各支部及び自主防犯組織におけるパト
ロールが活発に実施された一方、4年の市内
の犯罪件数は980件と前年比108件増となり
ました。

10,942

　防犯組合各支部、野田警察署と連携し各地
域の防犯活動を推進します。
　防犯推進員による「まめばん」での見守り
や防犯相談、青色回転灯搭載車両を利用した
防犯パトロールを実施します。
　安全安心メールを利用し、市内の犯罪発生
状況の周知を行います。

11,405 市民生活課

0 学校教育課

学校におけるあ
らゆるハラスメ
ント（セクシュ
アル・マタニ
ティ・パワーハ
ラスメント等）
に対する防止対
策の推進

　各校における不祥事根絶等に向けたモ
ラールアップの研修について、各校の担当
者が自ら効果的な研修内容を考えるボトム
アップ形式で実施するとともに、モラール
アップ委員会代表者会議を前期、後期に1回
ずつ実施して各学校の取組み状況を共有
し、次回以降の研修内容の更なる充実を図
ることができました。　
　また、昨年度に引き続き千葉県東葛飾教
育事務所が発行する「東葛モラールアップ
通信」を各校に配布し、職員会議や校内研
修等に活用されることで、職場のモラール
アップに寄与することができました。
　今後も、職員一人一人に「不祥事は他人
事ではない」との意識向上に重点を置き、
研修を進めてまいります。
　今後も効果的な研修ができるよう、各学
校に情報を提供し、教職員の綱紀の粛正及
び不祥事根絶に向けた意識の高揚に努めて
まいります。

70 60

（1）わいせつ・セクハラ等不祥事根絶に
   ついての工夫のある効果的な指導
（2）「東葛モラールアップ通信」の発行
（3）不祥事根絶校内研修での指導
（4）セクシュアル・ハラスメントに関す
　　る実態調査
　　 実施日:年度末に実施予定
（5）モラールアップ委員会代表者会議の
　　開催
　   実施日:前後期各1回
（6）野田市立小中学校モラールアップ委
　　員会の開催
　   実施日:前後期各1回
（7）教職員及び児童生徒に対する「セク
　　シュアル・ハラスメント」相談窓口及び
相談箱を全校に設置 0

学校におけるあらゆるハラスメ
ント（セクシュアル・マタニ
ティ・パワーハラスメント等）
防止のための啓発や相談体制の
拡充を図るとともに、教職員研
修を実施し、防止対策の充実を
図ります。

（1）わいせつ・セクハラ等不祥事根絶につ
いての指導
実施日
・4月4日(校長会議)・5月11日(校長会)
・6月10日(教頭会)・7月6日(校長会)
・7月13日(教頭会)・8月24日(校長会議)
・9月16日(校長会)・9月26日（教頭会）
・10月27日（校長会議）・11月25日(校長会)
・12月12日(教頭会)・1月25日(校長会)
・2月1日(教頭会)・2月8日（校長会）
・3月1日(教頭会)・3月29日(校長会)
（2）不祥事根絶合同研修会での指導
指導者管理主事
実施回数合計11回（総参加校31校）
（3）セクシュアル・ハラスメントに関する
実態調査
実施日11月25日～1月27日
・小学校教職員　534名
・小学校児童　6,187名（全学年）
・中学校教職員　310名
・中学校生徒　3,470名（全学年）　
（4）モラールアップ委員会代表者会議兼不
祥事根絶委員会の開催
実施日6月8日、2月7日
（5）教職員及び児童生徒に対する「セク
シュアル・ハラスメント」相談窓口及び相談
箱を全校に設置
（6）東葛モラールアップ通信の発行
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(千円)

事業予定
予算額
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75 61 防犯灯の整備

夜間の女性等に対する犯罪を防
止するため、警察や市防犯組合
等からの情報をもとに、被害発
生箇所や危険箇所に防犯灯の整
備を図ります。

・新設及び寄附　130灯
・累計21,023灯(うちLED20,009灯)

　球切れの頻度が少ないＬＥＤ型防犯灯の
設置を積極的に行いました。

75,544

　引き続きＬＥＤ型防犯灯の設置を推進しま
す。

122,951 市民生活課

76 61

コミュニティサ
イトに起因する
人権侵害等の予
防、啓発の推進
(基本目標Ⅰ 3 
再掲)

インターネット利用に起因する
人権侵害や性犯罪等の予防、啓
発に向けて、人権に関する知識
を習得し、理解を深めるため、
学校等における講演会等を開催
します。

○情報モラル講習会
新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中
止しました。

　子ども達自身がネットの危険性やモラル
について学んでもらう機会を増やす必要が
あります。

0

○情報モラル講習会
　新型コロナウイルスの感染状況を見なが
ら、開催を検討していきます。

0

生涯学習課
（令和4年度は青少年
課
　青少年センター）
人権・男女共同参画推
進課

77 64
審議会等におけ
る女性委員の登
用率の拡大

各種審議会等の委員について、
女性委員の割合を50%にするこ
とを目指すとともに、女性のい
ない審議会等の解消を図り、定
期的な把握、公表を行います。

○4年4月1日現在
女性の登用率:37.4%
審議会等の数:48
（うち女性委員が在籍する審議会等46）

　3年度同時期と比較して登用率が減少して
います。
　※3年4月1日現在の女性の登用率:39.7%
　　審議会等の数:48
（うち女性委員が在籍する審議会等43）

　女性委員の割合を50%にすることを目指す
とともに、女性委員のいない審議会等の解
消、または女性委員の割合が極端に少ない
審議会等の状況改善を図るため、関係各課
と連携を強化し、審議会委員の男女比率の
均等に努める必要があります。

0

　各種審議会等における女性の目標登用率
50%を目指し、引き続き審議会等における女
性の登用率の拡大を図るとともに女性委員の
いない審議会等の解消に努めます。

　5年4月1日現在の女性の登用率38.0%
　審議会等の数:48 0

人権・男女共同参画推
進課
各課

78 64
市女性職員の人
材育成

市女性職員の積極的な育成と能
力の活用を図るため、女性職員
研修を実施します。

○女性職員研修
実施日:11月18日
会場:市役所2階中会議室1・2
参加者数:15人
※ライフスタイルが変化する前から、キャリ
アデザインについて学び、キャリアアップを
意識した職員の育成を目的としています。
（20～30代の主任主事級以下の女性職員を対
象）

　女性管理職職員を講師とし、女性職員同
士が交流する機会を設け、次世代リーダー
意識の向上及び女性職員の仕事や将来に対
する不安の解消を図ります。

0

○女性職員研修
実施日:11月22日
会場:中央公民館
※ライフスタイルが変化する前から、キャリ
アデザインについて学び、キャリアアップを
意識した職員の育成を目的としています。
（20～30代の主任主事級以下の女性職員を対
象）

0 人事課

79 64
市女性職員の登
用及び能力活用

市女性職員の管理監督職への登
用を積極的に進めるとともに、
幅広い分野のポストに積極的に
配置し、能力の活用を図りま
す。

○4年4月1日現在の管理監督職の女性職員の
状況
　課長補佐相当職以上総数　201人
　　うち女性次長相当職　　　1人
　　　　　　課長相当職　　　7人
　　　　　　課長補佐相当職 19人

　女性活躍推進法による行動計画に基づ
き、女性職員の採用、女性の管理的地位に
ある職員及び役職者の拡大を進めます。

0

○5年4月1日現在の管理監督職の女性職員の
状況
　課長補佐相当職以上総数　201人
　　うち女性次長相当職　　　1人
　　　　　　課長相当職　　　5人
　　　　　　課長補佐相当職 25人

0
人事課
人権・男女共同参画推
進課

企業、団体等へ
の広報、啓発の
充実

65

企業、団体等の方針決定過程へ
の女性の参画を促進するため、
各種講演会や講座等の充実及び
出前セミナーの実施等、広報・
啓発活動の充実を図ります。

80
商工労政課
人権・男女共同参画推
進課

0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口、野田
市人権啓発推進企業連絡協議会会員企業へ提
供します。

0

　引き続き、様々な媒体を活用した啓発活
動を行う必要があります。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口、野田
市人権啓発推進企業連絡協議会会員企業へ提
供しました。
　また、人権・男女共同参画に関するパネル
展において、ワーク・ライフ・バランスに関
する内容を掲示しました。

○人権・男女共同参画に関するパネル展
　3月15日～3月20日
　市役所1階ふれあいギャラリー
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81 65
地域、市民団体
等への広報、啓
発の充実

　各種講演会や講座等の充実及
び出前セミナーの実施等によ
り、女性リーダーを育成し、そ
の能力と意思により、地域・市
民団体等の方針決定過程への参
画を促進します。

○人権・男女共同参画講演会「思い込みワー
クショップ」
　3月17日　39名参加
○人権・男女共同参画に関するパネル展
　3月15日～3月20日
　市役所1階ふれあいギャラリー
○千葉県男女共同参画地域推進員主催講演会
の周知
　9月17日
　会場（白井市役所）及び　Zoom開催
　タイトル:「これからの家族の話をしよう
～『男は仕事』『女は家庭』はいつ・どこか
ら・なぜきたのか～」
　1月7日
　会場（松戸市男女共同参画センター）
　タイトル「女性議員をふやすには～パリテ
法とクォータ制を学ぶ～」

　市主催事業について、引き続き開催方法
を検討する必要があります。
　千葉県男女共同参画東葛飾地域推進員講
演会等他の機関が実施する事業の周知を継
続して行う必要があります。

0

　市主催事業について、内容を工夫して実施
へ向けて検討します。
　千葉県男女共同参画東葛飾地域推進員講演
会等、他の機関が実施する事業の周知を行い
ます。
　
○令和5年度　第1回東葛飾地域推進員事業講
演会
　9月28日開催予定
　タイトル:「なぜ理系に女性が少ないの
か」
　会場:東京大学 柏キャンパスメディアホー
ル（柏図書館内施設）・Zoom配信あり
　講師:横山　広美　氏（東京大学国際高等
研究所カブリ数物連携宇宙研究機構副機構
長）

0
人権・男女共同参画推
進課

82 66

女性商工業者
（自営業）等へ
の経営参画の促
進等

女性の経営的地位向上及び経営
参画促進のため、各種講演会や
講座等を充実するなど、広報・
啓発活動の充実を図ります。

　野田商工会議所主催の野田地域創業スクー
ル(11月12月開催全5回)や講演会、講座等の
開催情報を野田市無料職業紹介所、野田地域
職業訓練センターや商工労政課窓口で提供し
ました。

　女性商工業者等への経営参画を促進する
ため、事業主に対して講演会、講座等の周
知を図りました。
　引き続き周知・啓発に努める必要があり
ます。

0

　野田商工会議所主催の野田地域創業スクー
ル(11月下旬開催予定)や講演会、講座等の開
催情報を野田市無料職業紹介所、野田地域職
業訓練センターや商工労政課窓口で提供しま
す。

0 商工労政課

83 66
農家における家
族経営協定の普
及促進

家族経営内において、家族一人
一人の役割を明確にし、女性農
業者の経営参画と後継者育成を
図るため、「家族経営協定」の
締結を促進します。

1件  今後、認定農業者増加のための取組の1つ
として周知させる必要があります。

0

　家族農業経営にたずさわる構成員が、経営
方針や役割分担、就業環境などについて、家
族間の十分な話し合いをし、協定を締結する
もの。 0 農政課

84 67
防災会議等にお
ける女性委員の
参画促進

防災会議、国民保護協議会にお
ける女性委員の参画を促進し、
女性ならではの被災状況や支援
策の把握を図ります。

・防災会議委員36名中、女性委員7名（女性
登用率19.4%）
・国民保護協議会委員29名中、女性委員6名
（女性登用率20.7%）

　委員の委嘱・任命を行う際、各団体等に
対し女性委員の推薦を促しました。

0

　委員の委嘱や任命の際、各団体に対し女性
委員の推薦を促していきます。

0 防災安全課

85 67
地域の自主防災
活動への女性の
参画促進等

消防団員、自主防災組織等地域
の自主防災活動への女性の参画
を促進するなど、地域住民が男
女を問わず防災対策に取り組む
とともに、活動しやすい環境の
確保を図ります。

　消防団員数602名
　うち女性消防団員13名
　（令和5年3月31日）

　自治会・自主防災組織の集会や防災活動に
出向き、女性が参画する防災体制や活動につ
いて推進しました。

　令和4年度は、新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、普通救命講習会は実施でき
ませんでしたが、消防団規律訓練や消防出
初式の行事に参加しました。
　女性消防団員3名が消防音楽隊で活躍して
います。
　前年度比消防団員数12名減、女性消防団
員数は増減なしとなりました。

　自主防災組織が新たに1団体設立され、自
主防災組織数は223組織、組織率は47.1%と
なりました。
　（3年度組織率は47.8%）
　自治会・自主防災組織が主催する集会・
訓練等において防災講話等を実施しまし
た。

0

　令和5年度は下記3項目を目標として活動し
ています。
1消防団行事への積極的な参加
2新たな女性消防団員の入団促進
3応急手当指導員の資格取得促進
　前年度比、女性消防団員は増減ありません
が、消防団員全体は減少傾向にあるため、消
防団行事に参加し入団促進を図ります。

　新たに自主防災組織を設立する自治会や防
災活動を実施する自主防災組織に女性が参画
する防災上の意義や防災活動について、防災
講話等を実施し推進していきます。

0
消防総務課
防災安全課

86 70
労働者の権利の
周知、啓発の推
進

職場において男女の均等な雇用
機会と待遇が確保されるよう、
「男女雇用機会均等法」や「育
児休業・介護休業法」等関係法
令の周知、啓発を図ります。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口で提供
しました。

　労働者の権利の啓発のため、事業主に対
して「育児休業・介護休業法」等の周知、
啓発を図りました。
　引き続き周知・啓発に努める必要があり
ます。

0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口で提供
します。

0 商工労政課

87 70
労働関係資料の
収集及び提供

各種労働関係資料を積極的に収
集し、広く市民に提供します。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口で提供
しました。

　就労支援として、市民に対して各種労働
関係資料の周知、啓発を図りました。
　引き続き周知・啓発に努める必要があり
ます。

0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口で提供
します。
　また、野田市人権啓発推進企業連絡協議会
会員へも提供します。

0
商工労政課
人権・男女共同参画推
進課
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概  要具体的施策ページ番号

88 70
企業における育
児休業制度等の
充実促進

未だに職場内に残っている男性
優位の考え方や、固定的性別役
割分担意識に基づく不平等や不
均衡の問題に対する見直しと、
育児休業・介護休業制度等の充
実を図るための啓発に取り組
み、職場の意識や職場風土の改
革を促進します。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口で提供
しました。

　企業における職場環境の整備促進のた
め、事業主に対して育児休業・介護休業制
度等の周知、啓発を図りました。
　引き続き周知・啓発に努める必要があり
ます。

0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田地
域職業訓練センターや商工労政課窓口で提供
します。

0 商工労政課

89 70

「ワーク･ライ
フ･バランス」に
ついての広報、
啓発の推進

あらゆる年代を対象として、育
児休業・介護休業制度等の周知
や女性のキャリアアップの推進
及び地域社会の大切さ等に関す
る各種講演会や講座等を開催
し、広報、啓発を推進します。

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
に、男性の社会参加につながる記事を記事を
掲載しました。
　男女共同参画に関連する資料について、商
工労政課窓口へ配置を依頼しました。
　人権・男女共同参画に関するパネル展によ
り啓発を行いました。

○フレッシュ11月15日号
　「産後パパ育休」について
○人権・男女共同参画に関するパネル展
　3月15日から3月20日まで

　引き続き、ワーク・ライフ・バランスの
実現につながる啓発を行う必要がありま
す。

0

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」に
て、男性の社会参加につながる記事を掲載を
行います。
　ワーク・ライフ・バランスに関する資料等
が届いた際には、商工労政課と人権・男女共
同参画推進課窓口、女性情報コーナーへ配置
します。
　男女共同参画に関するパネル展を開催しま
す。

0
人権・男女共同参画推
進課
商工労政課

90 70

「野田市特定事
業主行動計画」
に基づく職場環
境の整備

令和7年3月まで延長された「次
世代法」に基づく「野田市特定
事業主行動計画」の周知を図
り、育児休業や各種休暇制度の
利用を促進するなど、市職員が
率先して「ワーク・ライフ・バ
ランス」の実現に向けた取組を
推進します。

　ワーク・ライフ・バランスの推進に向け、
時間外勤務の縮減に努めるとともに、遅出勤
務制度の周知を行います。
また、職員研修では、引き続き、新規採用職
員研修の「男女共同参画を目指した職場づく
り」において、「ワーク・ライフ・バラン
ス」の実現に向けた取組についてのカリキュ
ラムを設けるとともに、4年度からの取組と
して、男性職員の育児休業取得促進のため下
記の研修を実施しました。
〇育児休業研修
実施日:8月22日
会場:市役所8階大会議室
参加者数:83人

　遅出勤務制度の更なる周知を図る必要が
あります。
　ワーク・ライフ・バランスの実現や男性
職員の育児休業の取得に向け、より一層の
理解と実践を促す必要があります。

0

　ワーク・ライフ・バランスの推進に向　
け、時間外勤務の縮減に努めるとともに、各
種休暇制度の周知を行います。
また、職員研修では、引き続き、新規採用職
員研修の「男女共同参画を目指した職場づく
り」において、「ワーク・ライフ・バラン
ス」の実現に向けた取組についてのカリキュ
ラムを設けるとともに、　男性職員の育児休
業取得促進のため下記の研修を実施します。
○育児休業研修
実施日:6月26日
会場:市役所8階大会議室

0 人事課

91 71
市職員研修の充
実(基本目標Ⅰ 
35 再掲)

階層別の職員研修に男女共同参
画問題を取り入れ、職員のより
一層の意識の深化を図ります。
また、女性職員の積極的な育成
と能力の活用を図るため、女性
職員研修を実施します。

○新規採用職員研修「人権問題について」、
「男女共同参画を目指した職場づくり」
実施日:4月6日
会場:中央公民館
参加者数:35人

　新規採用職員を対象としたため、早い段
階で男女共同参画への理解の浸透が図れま
した。今後も主に新規採用職員を対象に実
施していきます。 0

○新規採用職員研修「人権問題について」、
「男女共同参画を目指した職場づくり」
実施日:4月6日
会場:中央公民館
参加者数:32人

0
人事課
人権・男女共同参画推
進課

92 71

市の公共工事等
の入札における
インセンティブ
強化

市が執行する総合評価方式によ
る一般競争入札において、評価
項目に「女性の雇用」を設け、
女性の雇用に取り組む企業のイ
ンセンティブ強化を図ります。

　総合評価方式による一般競争入札を執行し
契約を締結した24件の入札において、評価値
を算出した延べ29者のうち、女性を雇用して
いる23者について、技術評価点として1点を
加点して評価しました。

　加点された事業者の割合について、4年度
は79.31%であったが、過去5年の平均では
84.46%となっており、インセンティブ強化
が図れています。
　今後も引き続き、女性の雇用がある場合
に1点を加点し評価します。

0

　総合評価方式における発注者別評価点につ
いて、引き続き「女性の雇用」の項目を設
け、女性の雇用がある場合に1点を加点し評
価します。

0 管財課
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95 73 休日保育の充実

休日出勤やその他の理由により
保育できない場合等に対応する
ため、指定管理者を導入した公
立保育所1カ所及び民間保育所1
カ所で休日保育を行います。

利用延べ人数
・尾崎保育所　　　　　 268人
・コビープリスクール
　　　あたご保育園　 　538人

　前年度と比較し、休日保育全体の利用人
数は増加しました。
　現時点では定員数にまだ猶予があります
が、今後も受け入れ状況を注視し、必要に
応じて利用定員数等の検討を行います。

8,838

・引き続き事業を実施するとともに、利用促
進ため周知の充実を図ります。
・受け入れ状況を注視し、必要に応じて利用
定員数等の検討を行います。 8,801 子ども保育課

就労形態の多様化等に対応する
ため、全公立保育所において、
午前7時から午後7時までの延長
保育を行うとともに、指定管理
者を導入した公立保育所及び民
間保育所において、午後8時以
降の延長保育を行います。

73

73

産休・育休明け
保育の円滑な利
用の確保

0

　公立1か所、民間保育園12園、事業所内保
育所1か所で産休明け保育を実施しており、
施設数は拡充されていますが、育児休業制
度の普及により、利用者が少ない状況にあ
ります。
　利用状況を踏まえ、今後、民間活力を導
入していく場合は産休明け保育の実施の必
要性があるかを検討する必要があります。
　30年度から育児休業明け保育所利用予約
を実施し、育児休業を取得している保護者
が円滑に職場復帰をすることを支援しまし
た。

・利用実績(出生後3か月以内の入所者）
乳児保育所　　　　　　　　　　　 　1人
聖華保育園　　　　　　　　　 　　　0人
コビープリスクールのだ保育園 　　　0人
コビープリスクールせきやど保育園   0人
アスク七光台保育園　　　　　　　　 1人
アスク川間保育園　　　　　　　　　 2人
コビープリスクール
　　　　　さくらのさと保育園 　　　0人
すくすく保育園（分園含む）　 　　　0人
アスク古布内保育園　　  　　 　　　1人
コビープリスクールあたご保育園　   0人
やまざき杜の保育園　1人
アートチャイルドケア野田東部みどり保育園
　　　　　　　　　　　　　　　　 　0人
柳沢くくる保育園　　　　　　　　　 0人　　
　　　　　　　　　　　ひばり保育園（事業
所内）　　　　　 0人

≪参考≫
　令和3年度利用実績　　　　　　　 11人
　令和2年度利用実績　　　　　　　 4人
　令和元年年度利用実績  　　　　 　1人
　平成30年度利用実績  　　　　　　 2人

　育児休業制度の普及により、利用実績が少
ないことから、今後、民間活力を導入する場
合に産休明け保育の実施及び実施施設の必要
性について、検証します。
　引き続き産休・育休明け保育所利用申請者
については、利用調整にあたり優先的に配慮
することを継続します。

0

育児休業制度の普及を踏まえ、
今後見込まれる産休明け保育の
利用ニーズに留意しつつ、子ど
も・子育て支援新制度における
基本指針を踏まえ、事業の充実
を検討します。

子ども保育課

子ども保育課23,872

　多様な保育サービスの周知を図り、利用促
進に努めます。
　利用児童数の推移を注視しながら、保育無
償化の影響を踏まえ、利用ニーズを把握し、
定員や実施施設について検討します。

23,164

　保育所における延長保育の実施時間の拡
大については、今後の利用状況や実施に係
る人材確保の状況を見極めながら検討しま
す。

・子ども・子育て支援新制度施行により、保
育標準時間の原則的保育時間は、午前7時か
ら午後6時までとし、午後6時を超えた時間を
延長保育としています。
・延べ利用児童数
公立　　　　　　(月極利用) 　(日割利用)
（短時間認定）　
　　
　
午前8時30分まで　　　――　　　　686人
午後6時まで　　　　　――　　　2,050人

午後7時まで      1,518人       9,541人　
午後8時まで         73人     　2,122人
午後9時まで         11人　       150人　
午後10時まで         0人          83人　
　　計         　1,602人      14,632人

私立　　　　　　　(月極利用)
午後7時まで　　  1,102人
午後8時まで  　     70人
　　計           1,172人
　

93

94 延長保育の充実
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96 73
病児・病後児保
育の充実

病気又は病気回復期の児童が集
団保育できない状態等に対応す
るため、小張総合病院内に開設
している「ひばりルーム」に委
託し、保育を行います。また、
小張総合病院への委託を継続し
つつ、保育所型病児施設の導入
についても検討します。

　小張総合病院内に開設していた「ひばり
ルーム」は、新型コロナウイルス感染症の影
響で閉所となったことから、令和4年4月に病
児・病後児保育施設「フォレストルーム」を
新規開設し、病児・病後保育事業をを実施し
ました。

・病児・病後児保育
「フォレストルーム」
　年間延利用人数　188人

病児・病後児保育
・開設初年度のため、4月・5月は利用があ
りませんでしたが、市内駅掲示板への掲示
や保育施設等への配布を行い、6月以降利用
者が増加しました。一方で、定員数に対し
て利用人数が少ないため、周知が課題と
なっております。
・新型コロナウイルス対策として、PCR検査
等を利用条件としていましたが、利用条件
を緩和します。

11,703

　引き続き事業を実施するとともに、利用促
進のため周知の充実を図ります。
　また、令和5年5月の新型コロナウイルス感
染症の第5類感染症への移行に伴い、利用者
の増加が見込まれます。

13,078 子ども保育課

98 74 一時保育の実施

子ども・子育て支援新制度の地
域子ども子育て支援事業に位置
付けられる一時預かり事業の基
準を踏まえつつ、引き続き、保
護者が病気等の場合に一時的に
児童の預かり保育を行います。

・一時保育
コビープリスクールせきやど保育園
 　　　　　　　　　  延べ 77人
コビープリスクールさくらのさと保育園
                     延べ 281人

　年間の利用状況は26年度をピークに減少
傾向にあることから、必要量は充足してい
るものと思われます。
　今後は子育てサロン等、他の地域子育て
拠点事業も含めた、一時預かり事業の適切
な実施と内容の充実を図る必要がありま
す。

5,352

　民間保育園において引き続き実施するとと
もに、民間保育所等の整備計画の中で実施の
可能性を検討する必要があります。

4,167 子ども保育課

99 74 駅前保育の整備

駅前等の利便性の高い場所で保
育サービスを提供することにつ
いて、需要バランスに配慮しつ
つ、民間保育所の動向を注視し
つつ、整備の必要性について検
討します。

・4年4月1日
清水公園駅（東武野田線）東口駅前に、しみ
ず空と杜の保育園開園
定員　60人

　保護者の通勤形態等を検証し、駅前保育
所の利用ニーズ等を見極める必要がありま
す。

0

　現在の市内鉄道各駅の駅前若しくは駅周辺
に整備されている保育所の利用状況について
は、駅に近い保育所等の保育需要は高く、待
機児童の割合も高いため、整備（既存園の建
替えを含む）の必要性を検討する必要があり
ます。

0 子ども保育課

子ども・子育て支援新制度に基
づく次期エンゼルプランにおけ
る事業目標量及び待機児童の推
移を踏まえ、民間活力の導入を
基本とした最適な方策により整
備を図ります。

373,048

　認可外保育所の認可化、及び、幼保連携型
認定こども園の施設整備に対する建設補助や
開設に向けた事務的支援を行います。

　保育士合同就職説明会
・第1回5年7月15日
　（対面方式・オンライン方式）　
　
・第2回5年9月30日
　（対面方式・オンライン方式）　
　　
　　
　

323,349

　令和4年から令和5年には、3年連続で待機
児童0人を達成していますが、保育需要は依
然として高く、年度当初の待機児童を解消
できたとしても、年度末に向けて待機児童
が増加していくことから、必要に応じて保
育所等の整備の検討をしていく必要があり
ます。

　保育士合同就職説明会について、オンラ
イン方式の参加者が減少しましたが、対面
方式の参加者及び採用人数が増加しまし
た。
　これをふまえ、今後の開催方法等を検討
します。

・（3月31日時点） 
定員（25か所）　　　　　 2,520人
入所実績　　　　　　　　 2,488人
（内訳）　
　公設公営（3か所）　　　　358人
　公設民営（6か所）　　　　750人
　私立（12か所）　　　 　　999人
　認定こども園（3か所）　　341人
　小規模保育事業（1か所）　 24人
　事業所内（1か所）　　　　 16人
　
・令和5年4月1日
「コビープリスクールつつみの」が開園

　保育士合同就職説明会
・4年7月23日オンライン方式　
　
　参加者　　　2人
  採用人数　　1人
・4年9月24日対面方式　
　　
　　
　
　参加者　 　27人

保育所の施設整
備の推進

7397 子ども保育課
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第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
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所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

100 74
学童保育所の受
入れ体制の整備

放課後児童健全育成事業の設備
及び運営に関する基準に基づき
指導員の資格要件や配置人数及
び保育室面積等を位置付け、保
育の質の向上と機能の充実に努
めます。過密化対策について
は、待機児童を出すことなく受
け入れ、学校区単位で過密化が
常態化した場合は、施設整備を
進めます。また、学校区単位で
は、過密化となっていないが、
児童の入所バランスにより過密
化が懸念される学童保育所につ
いては、抽選により児童の振り
分けを行います。

　学童保育所の過密化を解消するために、現
在、20小学校区において32箇所の学童保育所
を運営しています。
【学童保育所全体数】32箇所
（内訳）
　公設・公営　14箇所
　公設・民営　16箇所
　民設・民営　 2箇所
○入所児童延べ人数
　公設・公営 　5,682人
　公設・民営　10,792人
　民設・民営　 1,098人

　学童保育所の設備基準としては、「野田
市放課後児童健全育成事業の設備及び運営
に関する基準を定める条例」において「遊
び及び生活の場としての機能並びに静養す
るための機能を備えた区画（専用区画）の
面積は、児童1人につきおおむね1.65㎡以
上」とされています。この基準を超えて、
学校区単位で過密化している箇所は令和5年
3月に一旦解消されています。
　また、学童保育所が複数あり、学校区単
位では過密化となっていませんが、入所児
童数の申込状況により過密化が懸念される
学校区4箇所については、抽選により35人の
児童の振分けを行い入所児童数のバランス
改善に努めました。
　引き続き児童数の推移を見ながら、小学
校区単位で年間を通して過密化する場合
は、施設整備を検討します。

11,435

　放課後児童健全育成事業の設備及び運営に
関する基準に基づき指導員の資格要件や配置
人数及び保育室面積等を位置付け、保育の質
の向上と機能の充実に努めます。
　過密化対策については、待機児童を出すこ
となく受け入れ、学校区単位で過密化が常態
化した場合は、施設整備を進めます。また、
学校区単位では、過密化となっていません
が、児童の入所バランスにより過密化が懸念
される学童保育所については、抽選により児
童の振り分けを行います。

42,990 児童家庭課

101 74

ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業の利用
拡大

育児支援を受けたい人と行いた
い人が会員登録した組織によ
り、保育所までの送迎や保育所
閉所後の一時的な預かり等を、
社会福祉協議会に運営業務を委
託して実施するとともに、多様
なニーズに対応するため、提供
会員の拡充を図ります。

○会員数（5年3月末現在）
利用会員:　  1,150人
提供会員:  　　132人
両方会員: 　  　37人
　計　　:　　1,319人
〔4年度実績〕
○延利用件数:3,925件
※主な利用内容
保育所・学童の送迎、及び帰宅後の支援

市報やホームページ、窓口受付時に事業
の周知を図った結果、利用会員数は増加し
ましたが提供会員数、両方会員数は増減あ
りませんでした。

学童保育所や保育所の送迎の利用が多い
傾向にありますが、会員の利用頻度によっ
て年度により件数が増減しています。
　4年度は利用件数は増えています。

利用会員の増加数に比べ提供会員の増加
が延びていない地域の提供会員確保に努め
る必要があります。

7,234

・社会福祉協議会に委託し事業を継続すると
ともに、援助を受けることが多い学童保育所
利用者の入会を促進します。また、事業の周
知をホームページや各種通信により行いま
す。
・提供会員の少ない地域には利用会員の対象
外となった会員に提供会員への移行を促すな
ど提供会員の増加に努めます。

8,604 児童家庭課

102 75
子育てサロン事
業の充実

地域の子育て支援拠点として、
乳幼児を持つ保護者同士が気軽
に交流を図り、講座の開催や保
護者からの相談にアドバイザー
が助言するなど、子育てへの不
安感を取り除く場として、ＮＰ
Ｏ団体・社会福祉法人へ委託
し、交流・相談・情報提供・講
座開催の基本4事業を引き続き
実施していきます。

〔4年度実績〕 
ゆう&みい子育てサロン　 　　4,481人
ゆっくっくひろば　　　　　　1,197人
どろんこの会「スマイル」　　1,906人
　　（延利用者件数）　　合計7,584件　

・令和4年8月から子ども館が指定管理となっ
たことに伴い子育て支援拠点機能を持たせ子
育て支援サービスの充実に努めました。
　　　　　7館合計利用件数 　4,727件

　子ども子育て支援法に基づく地域子育て
支援拠点として、交流・相談・情報提供・
講座の基本4事業を実施するにあたり、NPO
法人3団体に市から委託することでサービス
を共通化し利便性の向上に努めています。

10,011

・引き続き委託事業として、育児中の保護者
が仲間と交流できる子育てサロンを開設し、
育児相談、情報提供、講座の開設などを実施
していきます。

10,011 児童家庭課

103 75
つどいの広場事
業の充実

関宿地域の子育て支援拠点とし
て、乳幼児を持つ保護者同士が
気軽に交流を図る場を設けると
共に、アドバイザーが保護者か
らの相談を受け、助言を行うこ
とにより子育てへの不安感を取
り除くことや、育児負担を軽減
する事業（交流・相談・情報提
供・講座開催）を引き続きＮＰ
Ｏ団体へ委託し実施していきま
す。

〔4年度実績〕
利用状況（延べ）
　大人: 　551人
乳幼児: 　569人
　　計: 1,120人
実施内容
子育て悩み相談、リズムあそび（キラキラ、
ドレミ）、読み聞かせ（おはなしいっぱい）

　関宿地域における乳幼児とその保護者が
気軽に集い打ち解けた雰囲気で語り合う中
で交流を図るとともに育児相談等を行う場
として子育て中の保護者の負担感の緩和に
努めました。
　市内の地域子育て支援拠点のサービスの
共通化のため交流・相談・情報提供・講座
関係の4事業を実施しました。
　令和4年8月1日から関宿子ども館にて地域
子育て支援拠点のサービスを実施したた
め、就学前に行う際のサービスの重複等注
視しながら効果的な運営を図る必要があり
ますが、昨年より使用者は増加しました。

3,337

・関宿地域の子育て拠点としてNPO法人への
委託により事業を継続します。
・地域子育て支援拠点における事業（交流・
相談・情報提供・講座の4事業）の共通化を
継続します。
・利用者への聞き取りなどを実施し子育てに
悩み、孤立する保護者がないように支援を行
います。 3,337 児童家庭課
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104 75
地域子育て支援
センターの充実

地域での子育て相談や親子間の
交流等の情報交換ができること
で、子育てに対する不安等の解
消ができるよう、一層の充実を
図ります。子ども・子育て支援
新制度に位置付けられる地域子
育て拠点事業として、実施事業
の共通化を図ります。

　支援センター参加人数（延べ人数）
・野田東部みどり子育て支援センター
　　　　　　　　　　　　　　2,010人
(アートチャイルドケア野田東部みどり保育
園内)
・さくらんぼルーム　 　　   　458人
　　(聖華保育園内)　
・ぽかぽかひろば　　 　　     215人
　　(アスク七光台保育園内)
・コアラルーム　　　　 　　　 695人
　　(聖華未来のこども園内)
　　　　　　　　　　計　　　3,378人

・令和4年度は新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、支援センターは4月1日から4
月21日までは電話での育児相談のみとなり
ましたが、それ以降は、感染対策等を講じ
たうえで行事等を再開したため、利用者が
増加しました。
 新型コロナウイルス感染症対策が自己判断
となったことに伴い、更なる子育て支援の
充実が必要となります。

28,189

　引き続き、電話での子育て相談、子育て支
援情報の提供、子育てに役立つ講座・講演会
の開催等の事業を実施し子育て支援や、情報
交換等を行っていきます。
　また、新型コロナウイルス感染症対策が自
己判断となったことに伴い、子育て世代同士
の交流しやすい環境の充実に努めていきま
す。 27,438 子ども保育課

105 76

子ども支援室の
設置による切れ
目ない支援の推
進

妊娠期から出産、子育て期にわ
たる様々な相談について、ワン
ストップで総合的に対応できる
拠点として、保健師、心理士、
子育て支援総合コーディネー
ター等を配置します。
また母子保健・子育て支援・発
達支援など、ライフステージに
応じた継続的で切れ目ない支援
体制を築き、妊産婦や子育てを
する方の不安感や孤立感の解消
を図ると共に、発達障がいにお
いて重要である早期発見・早期
療育へとつなげます。
また、妊娠期からの支援等によ
り、望まない妊娠などによる児
童虐待のリスクの軽減なども図
ります。

　令和4年度からは組織の見直しに伴い、子
ども支援室で行ってきた相談業務を子ども家
庭総合支援課に統合し、子ども家庭総合支援
拠点を有する子ども家庭総合支援課におい
て、18歳までの全ての子どもとその家庭や妊
産婦の相談に応じました。

・子ども家庭総合支援拠点（家庭児童相談
室）対応件数（巡回相談含む）
　相談件数（延べ）　2,421件
　うち要保護以外　　2,279件
　　　要保護　　　　　142件
・子どもの発達相談室の相談件数(心理士面
談)　748件

・子どもの発達相談室では、18歳までの発
達に関する相談支援等を実施しています。

・未入籍、若年妊婦、外国人、精神疾患を
抱える妊婦等ハイリスクなケースについ
て、子育て世代包括支援センターと子ども
家庭総合支援拠点が連携して支援しまし
た。

0

・引き続き子どもの発達相談室では、18歳ま
での発達に関する相談支援等を実施していき
ます。

・引き続き、子ども家庭総合支援拠点を有す
る子ども家庭総合支援課において、18歳まで
の全ての子どもとその家庭や妊産婦の相談に
応じます。

0

保健センター
子ども家庭総合支援課
障がい者支援課
指導課

106

生活困窮者の自立を支援するた
め、就職等の相談を含め自立に
向けた相談支援事業の窓口の充
実を図ると共に、就労に向けた
準備が整っていない生活困窮者
に対しては、就労準備支援事業
を家計に課題を抱える生活困窮
者には生活の再生に向けた家計
改善支援事業により支援を行い
ます。
また、離職により住居を失った
又はその恐れが高い生活困窮者
であって、就労能力及び就労意
欲がある方には、住居確保給付
金の支給等の支援を行います。

52,405

○自立相談支援事業
　経済的困窮者の就労相談のほか、住宅喪
失、多重債務、心の健康の問題、DV被害等、
様々な困難を抱えている方を対象に、課題が
複雑化、深刻化する前に相談に応じ、支援計
画の下に寄り添い型の支援を継続的に実施し
ます。
○就労準備支援事業
　就労に向けた準備が整っていない生活困窮
者、生活保護受給者に対し、一般就労に向け
た準備としての基礎能力の形成から支援を計
画的かつ一貫して行います。
○家計改善支援事業
　家計収支の均衡がとれていないなど、家計
に課題を抱える生活困窮者からの相談に応
じ、相談者と共に家計の状況を明らかにし、
家計の視点から情報提供や専門的な助言・指
導を行います。
○住居確保給付金
　住宅を喪失した者又は喪失するおそれのあ
る者に対し、家賃相当分を支給することで、
生活の土台となる住居を整えたうえで、就職
に向けた支援を実施します。

44,544

　新型コロナウイルス感染症への対応が落
ち着きつつある中、生活困窮にかかる相談
件数も減少傾向が見られます。
　一方で、就労準備支援事業においては、
前年度に比べて利用者数が大きく増加して
おり、これに伴い延利用回数も増加しまし
た。この対象者については、課題の解消ま
で長期間要するため、複数年度にわたり継
続的に支援を続ける必要があります。
　自立相談支援事業における新規相談者は
前年度より減少傾向にありますが、就職決
定者数は同数でした。また、家計改善支援
事業では、前年度よりも相談者数は大きく
減る中で改善者数は同程度となっており、
これらの事業を通じて自立につなぐ効果は
上がったと考えられます。
　個々の相談については、制度の狭間に陥
ることのないよう、パーソナルサポートセ
ンターが中心となり、各分野間で連携して
支援を行いました。

　野田市パーソナルサポート企業体において
次の事業を実施しました。
○生活困窮者自立相談支援事業
新規相談者数　　　320人
継続相談者数　　1,836人
支援件数　　　　4,140件
うち電話　　　　2,399件
就職決定者数　　 　32人
○就労準備支援事業
受付件数　　　　 　90人
利用者数　　　　　 90人
利用回数        　713回
○家計改善支援事業
新規相談者数　　　134人
継続相談者数　　　213人
改善者数　　　　 　46人
○住居確保給付金
支給人数　　　　 　33人
延べ支給月数　　113か月
支給金額　　4,591,966円

相談・支援体制
の整備、充実

76
生活支援課（パーソナ
ルサポートセンター）
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108 77
子ども医療費助
成の拡大

子育て世帯の負担を軽減するた
め、中学校3年生までの子ども
の通院、調剤及び入院に係る保
険診療の一部又は全部を助成す
るもので、平成30（2018）年8
月診療分から、3歳までの自己
負担金を無料とし、制度の拡充
を図っており、引き続き、対象
年齢や無料化の拡大について検
討します。

　令和4年8月診療分より、小学6年生までの
子どもに係る医療の自己負担金を無料とし、
併せて中学3年生までの自己負担金を300円か
ら200円へと引き下げる制度拡充を致しまし
た。
（実績）
現物給付:220,130件 　455,514,611円
償還払:　　2,222件　　27,325,956円
合計:　　222,352件 　482,840,567円

　子ども医療費助成については、県の制度
に基づき適正に実施していますが、市民要
望や近隣各紙の状況を踏まえ、令和4年8月
診療分より、小学6年生までの自己負担金を
無料に、中学生の自己負担金を200円に制度
拡充したことにより、令和4年度は令和3年
度に比べると受給券の利用件数が増加し、
子どもの保健対策の充実及び保護者の経済
的負担の軽減に寄与しました。
　子ども医療費助成について、市町村間の
地域格差が生じているため不平等の改善の
ための国での制度化や補助対象の拡大及び
補助率の引き上げ等について、国・県へ引
き続き要望を行う必要があります。

498,101

　令和5年8月診療分より、中学3年生までの
子どもに係る医療の自己負担金を無料とする
制度拡充を行い、引き続き子ども医療費助成
を実施し子育て世帯の負担軽減を図ります。
　市県民税の未申告者の扱いなど制度の周知
に努めるともに、未申告者への対策を検討し
ます。
　子ども医療費助成制度について、市町村間
で生じている地域格差や不平等の改善のため
の国での制度化や、補助対象の拡大及び補助
率の引き上げ等について、国・県へ引き続き
要望を行います。

497,707 児童家庭課

109 77
代替保育利用支
援事業の実施

保育所等の利用の決定を保留さ
れている保護者や利用予約によ
り保育所の利用が決定した保護
者に対し、代替保育サービス
（ファミリー・サポート・セン
ター事業、訪問型一時保育事
業）を利用した費用の一部を助
成します。

　代替保育利用支援事業は、子育てサービス
利用支援事業へ変更となっています。
　訪問型一時保育は事業廃止済。代わりに令
和2年10月から認可外保育施設、一時預かり
事業の利用費用一部助成制度を実施していま
す。
・支給件数　432件

・利用者に徐々に周知されたこともあり、
令和3年度と比較して利用者が増加しまし
た。

5,839

対象となる保護者への周知をさらに図るとと
もに、幼児教育・保育無償化の影響を踏まえ
保護者の様々な保育ニーズに対応できるよ
う、必要に応じて子育てサービス等利用支援
事業の事業内容等の見直しを検討します。 5,291 子ども保育課

107

　全ての子どもたちが将来への希望を持って
進路を選択し、自立した社会生活を営んでい
くことができるよう支援していくことを目的
に、基礎学力の向上や学習習慣の定着、学習
に対する興味関心を高めるための学習支援の
場として「子ども未来教室」を開設します。

【中学生】
　教科:数学・英語
　実施月:4月～3月
　　　　（年46回程度／週1回）
　実施場所:公民館(9館)・コミュニティ
　会館(2館)・中学校(1校)
　
【小学校3年生】
　教科:国語・算数
　実施月:5月～10月
　　　　※夏休み期間中を除く
　　　　（14回程度／週1回）
　実施場所:通学する小学校

全ての子どもたちが将来への希
望を持って進路を選択し、自立
した社会生活を営んでいくこと
ができるよう、基礎学力の向上
や学習習慣の定着、学習に対す
る興味関心を高めるための学習
支援の場として、子ども未来教
室を実施します。

生涯学習課37,56125,899

　経済的な理由により学習機会の少ない中学
生を対象に実施してきた「ステップアップセ
ミナー」について、29年度からは、「子ども
未来教室」として、受講者を限定することな
く基礎学力の向上や学習習慣の定着を希望す
る中学生全体に拡大して英語と数学の学習支
援を実施しました。さらに、30年度からは、
授業への理解の差が目立ってくる小学校3年
生も対象として、国語、算数の学習支援を実
施しており、4年度も引き続き実施しまし
た。
　なお、新型コロナウイルス感染防止のた
め、一部休講期間が生じましたが、家庭学習
用のプリントを配付し添削した後に返却する
方式で実施しました。　
【対象者】
　受講を希望する市内公立小中学校に通う小
学校3年生及び中学校1年生から3年生まで

【中学生】
　教科:数学・英語
　実施月:4月～3月
（年38回程度／週1回）
　実施場所:公民館(9館)・コミュニティ
　会館(2館)・中学校(1校)
　参加申込人数:338人
　＊1年生144人,2年生108人,3年生86人
　延べ参加人数:7,624人
　出席率:59.4%

【小学校3年生】
　教科:国語・算数
　実施月:5月～10月
（11回程度／週1回）
　実施場所:通学する小学校
　参加申込人数:340人
　延べ参加人数:3,325人
　出席率:94.6%

学習機会の提
供、充実

77

○中学生
　昨年度より実施回数が増えたことから、
全体の延べ参加人数は大幅増となりまし
た。
　学習効果を確認するために実施した英
語・数学の総合テストの結果を考察する
と、問題の分野によっては正解が全くない
生徒も多かったという課題が浮かび上がり
ました。

○小学校3年生
　延べ参加人数は昨年度より減となりまし
たが、出席率はほぼ横ばいでした。
　事業終了後の児童アンケートでは、「算
数または国語が好きになった」、「両方が
好きになった」と回答した児童が約9割とな
り、学習への興味関心を高めることにつな
がりました。

○全体
　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、休講とした期間がありましたが、継続
して基礎学力の向上に取り組むため、自宅
で自習するための学習プリントを配付しま
した。
　児童、生徒の基礎学力の向上や学習習慣
の定着、学習に対する興味関心を高めるた
めには、個々の理解度に応じた指導をして
いく必要があります。
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110 78
母子家庭・婦人
相談の実施

母子家庭等の自立を図るため、
母子・父子自立支援員が相談者
のニーズに合った情報提供や生
活相談の助言を行います。

相談実績
・母子家庭相談　　:694件
・父子家庭相談　　: 12件
・婦人相談　　　　:106件

主な相談内容
・母子家庭相談
　資格取得や職業訓練、求職や転職などの就
業に係る相談。母子福祉資金の貸付に係る相
談。
・父子家庭相談
　児童扶養手当の受給に係る相談。資格取得
や職業訓練などの就業に係る相談。
・婦人相談
　離婚に伴う養育費や生活費に係る経済的な
相談。家賃助成に係る相談。

　離婚直後で精神的に不安定なひとり親や
自立に向け就労を希望しているひとり親に
対して相談や必要な支援（経済的支援、居
住支援、就労支援、育児生活支援等）の情
報提供を実施しました。
　引き続き制度の周知に努めます。

4,769

　引き続きひとり親家庭等の支援として相談
事業を実施します。

6,088 児童家庭課

112 78
母子・父子自立
支援プログラム
策定事業の強化

母子家庭の母及び父子家庭の就
業を支援するため、ハローワー
ク野田や市の無料職業紹介所と
連携し、個々の母子家庭の状況
やニーズに応じて、きめ細かな
自立・就労支援を推進するとと
もに、支援体制の強化を図りま
す。

・プログラム策定件数:19件
　（うち父子家庭の父:0件）
・就業実績
　正規雇用　:6人
　非正規雇用:12人

　個々のニーズに応じて、きめ細やかな就
業支援を実施する母子自立支援プログラム
策定事業により、ひとり親家庭の雇用促進
に効果を上げました。
　母子家庭においては、依然として就労収
入が低いため、経済的自立に向け収入増に
つながる支援を行う必要があります。

973

　母子・父子自立支援プログラム策定事業の
推進にあたり、収入増につながる支援とし
て、個々の状況とニーズに応じ、資格取得の
ための情報提供や取得に集中できる生活環境
に関する相談など、総合的な支援のためのプ
ログラムを策定して行きます。
　28年4月より、アフターケアとして、同プ
ログラムで就業した後においても、その後の
状況を維持し、又は更なる目標が設定できる
よう、面談等の定期的な相談支援を実施しま
す。
　新たに支援対象となった父子家庭への制度
周知について、引き続き、母子・父子自立支
援員の離婚直後の面談時や就業等の相談時に
制度の説明とあわせ事業の周知に努めます。

980 児童家庭課

113 78

ひとり親家庭の
雇用への理解及
び雇用促進奨励
金制度の啓発活
動の推進

母子・父子自立支援員が、ひと
り親家庭から就職希望の多い業
種の事業所を選定・訪問し、ひ
とり親家庭の雇用への理解及び
事業主に対する野田市雇用促進
奨励金制度の啓発活動を行い、
就労相談の際に訪問した 働き
やすい環境の事業所などの情報
提供をします。

　市の無料職業紹介所の職業相談員と母子・
父子自立支援員が連携したひとり親家庭向け
求人情報の開拓と雇用啓発を行っていました
が、事業の見直しを行い、28年7月から、ひ
とり親家庭の雇用への理解と奨励金制度の啓
発活動に変更しました。
・訪問事業所数　31社

　雇用促進奨励金制度の利用促進を図るこ
とは、ひとり親家庭の雇用対策として効果
があるため、事業主に対して制度の周知、
啓発を図りました。
　事業の見直しを行い、28年7月から実施し
ているひとり親家庭の雇用への理解と奨励
金制度の啓発活動では、訪問する事業所の
職種や、情報提供等啓発方法を検討する必
要があります。

4,769

　ひとり親の雇用を促進するためには、雇用
への理解と奨励金の活用の啓発は必要であ
り、ひとり親に特化した訪問活動を行いま
す。
　引き続き、求人情報の提供や、職業紹介業
務については、無料職業紹介所に協力しても
らい、情報の提供に努めます。

6,088
商工労政課
児童家庭課

児童家庭課
子ども保育課
学校教育課

　平日及び休日に養育費等個別法律相談会
と、希望者には母子・父子自立支援員によ
る就労等の相談を合わせて実施したことに
より、より的確にニーズに応えることがで
きました。
　月1度の無料相談会と弁護士による個別法
律相談会を実施し、定期的に相談窓口を設
けることにより相談事業として一定の成果
はありましたが、活用を促進するため、更
に啓発を図る必要があります。
　未婚のひとり親に対する税制上の措置及
び寡婦（夫）控除の見直しが行われ、婚姻
歴にかかわらず未婚のひとり親に対しても
同一の「ひとり親控除」が適用され、令和2
年度をもって未婚のひとり親に対する不利
な扱いはなくなりました。
　

○母子・父子自立支援員と主任児童委員によ
る母子家庭訪問
　件数:179件
○母子・父子自立支援員のみの母子家庭訪問
　件数:36件
○無料法律相談会
　実施:12回
　相談者:31人
　相談員:法律専門家1名
○養育費等個別法律相談会
　3回実施
　実施日:10月6日
　相談者:3名　　相談員:弁護士1名
　実施日:12月18日
　相談者:4名　　相談員:弁護士1名
　実施日:2月7日
　相談者:5名　　相談員:弁護士1名
○寡婦・寡夫控除のみなし適用
　令和2年度で終了

78

ひとり親家庭等
の生活の向上と
児童の健全育成
に向けた支援の
充実

ひとり親家庭等の生活の安定と
児童の福祉の増進を図るため、
引き続き、母子・父子自立支援
員と主任児童委員が連携して母
子・父子家庭を訪問する相談事
業や、弁護士による養育費等個
別法律相談会、 母子寡婦福祉
会による月1回の養育費等法律
相談を効果的な事業として継続
します。　なお、それぞれの相
談を連携させるため、養育費等
個別法律相談会の開催回数を増
やして開催します。また、税制
上、保育料等の算定に当たり不
利な扱いとなる未婚の母・父に
ついて、引き続き、寡婦・寡夫
控除のみなし適用を実施しま
す。

111 108

　養育費等の問題に悩むひとり親に対して効
果的な事業で　あることから、今後も引き続
き母子寡婦福祉会による無料法律相談会と養
育費等個別法律相談会を連携させるため、引
き続き、相談回数を増やし複数回開催しま
す。なお、平日に開催してほしいとの意見に
応え、引き続き平日開催も実施します。
　無料法律相談については、引き続き母子・
父子自立支援員の離婚等の相談の際に「ひと
り親家庭支援のご案内」の配布と合わせ法律
相談の説明を行ったり、児童扶養手当の窓口
などの機会を捉えて積極的に周知するととも
に、市報への毎月の掲載、ホームページへの
掲載を行います。あわせて、総務課市民相談
係と連携を図り、養育費等の問題のある方に
は、児童家庭課に案内を依頼します。あわせ
て「無料法律相談チラシ」を総務課市民相談
係に設置と配布を依頼します。
　また、「母子家庭等対策総合支援事業」の
国庫補助について、28年度から拡充が図られ
養育費等相談事業も助成対象となってます。

83
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114 79
雇用促進奨励金
の活用

ハローワーク野田や市の無料職
業紹介所のあっせんにより、ひ
とり親家庭の父、または母を雇
用した事業主に対し、雇用した
月の翌月から賃金の10%を奨励
金として交付し、雇用の促進を
図ります。

○雇用促進奨励金
　51人に支給
　（うち、ひとり親2人　113千円）

　雇用促進奨励金制度の利用促進を図るこ
とは、ひとり親家庭の雇用対策として効果
があるため、事業主に対して制度の周知、
啓発を図りました。
　引き続き周知・啓発に努める必要があり
ます。

1,841

○雇用促進奨励金
〔5年度予定〕
　50人に支給予定
（ひとり親以外の高年齢者、障がい者を含
む。） 3,033 商工労政課

117 79

民間賃貸住宅入
居時家賃等の助
成（ひとり親家
庭要件）

18歳に達する日以後の3月31日
までの児童を持ち、ひとり親家
庭となって6か月以内で、市内
の民間賃貸住宅へ入居しようと
する低額所得者に対し、賃貸借
契約時に要する家賃等の費用の
一部を助成します。

・相談件数　　　　　 17件
・申請件数　　　　　 12件
・助成金交付決定件数 12件
・助成額　　　1,245,000円

　昨年度から相談件数が3件増加し、申請件
数も1件増加となり、利用者の入居時の経済
的負担軽減を図ることができました。

1,245

　ひとり親家庭で、市内の民間賃貸住宅へ入
居しようとする低額所得者に対し、契約時に
要する費用の一部（家賃及び仲介手数料を合
わせて13万円を限度）を助成します。

1,178 営繕課

児童家庭課116 79

ひとり親家庭等
日常生活支援事
業の周知、啓発
の推進

ひとり親家庭等の自立のための
多様なニーズに柔軟に対応する
ことを目的として、ひとり親に
なった直後の生活の安定などの
ために家庭生活支援員を派遣す
るとともに、経済的自立のため
求職活動や残業時にも利用でき
るよう事業を拡充しており、引
き続き、事業の周知、啓発を推
進します。

　本事業は、ひとり親家庭等が安心して子育
てしながら仕事や求職活動をするために有効
な事業であり、事業の周知について、母子寡
婦福祉会や子ども保育課等の関係機関と連携
するとともに、引き続き、母子・父子自立支
援員の離婚直後の面談時や就業等の相談時に
制度の説明とあわせ事業の一層の周知に努め
ます。
　また、急な要望の場合の対応について、事
前に家庭生活支援員の状況を把握するなど、
委託先である母子寡婦福祉会と調整し、事業
を円滑に進めます。
　2年4月から、定期利用の対象範囲が未就学
児から小学生を養育する家庭まで拡大された
ことから、さらに周知を図ります。

1,203

【日常生活支援事業実績】
子育て支援及び生活援助利用者数
・子育て支援:7人　延べ49日　303時間
（うち保育所待機時利用　実績なし）
・生活援助:1人　延べ8日　89時間

　就業支援講習会や法律相談の託児は予定
が立てやすく支援員の協力により適正に対
応することができましたが、急な要望の場
合は、支援員の手配が難しく対応できない
現状があります。
　利用者の要望に応えられるよう検討が必
要です。
　母子家庭等が安心して子育てをしなが
ら、求職活動や就業を行うため、保育所入
所申請時の待機時に対応できるよう23年10
月より保育所入所申請時の待機者への派遣
の拡充をしました。本事業のニーズはある
ものの、27年度から保育所でもひとり親家
庭の優先入所に加え、求職中や職業訓練中
についても入所要件が拡充されたため、利
用自体は減少している。しかし、当該事業
では利用負担額が安価であり、非課税世帯
では無料となることから、利用者の経済状
況も含め制度の周知、啓発が必要です。
　また、28年4月から、国の制度改正に伴
い、定期的な就業上の理由による残業等に
ついても支援が拡大され、あわせて周知、
啓発を図る必要があります。

865

児童家庭課

母子家庭等高等職業訓練促進給付金
・支給人数:16人
（資格の種別）
看護師6人、社会福祉士3人、美容師2人、
理容師1人、介護福祉士2人、保育士1人、
中学校教諭1人
母子家庭等高等職業訓練修了支援給付金
・支給人数:3人
（就業実績）
　正規1人
　非正規2人
母子家庭等自立支援教育訓練給付金
・支給人数:2人
（資格の種別）
　介護福祉士実務者研修2人
　
ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格
支援事業
・受講修了時給付金:実績なし
・合格時給付金:実績なし

　母子家庭等高等職業訓練促進給付金につ
いて、長期の修学期間を支援することで高
度な技能を習得できる本事業は、正規雇用
に結び付いた実績を挙げており、より高い
収入と安定した雇用を得ることに効果的で
あることから、今後も周知に努める必要が
あります。
　母子家庭等自立支援教育訓練給付金につ
いて、市の制度が28年4月から国の制度改正
に伴い改正され、支給額を受講料の20%（上
限10万円）から60%（上限20万円）に引き上
げられ事業が拡充されたことから、さらに
利用の促進を図ります。
　25年4月から父子家庭の父も支援の対象と
なったことから制度の周知に努めます。
　ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験
合格支援事業については、親の学び直し及
び児童の進学を支援し、ひとり親家庭の自
立及び福祉の増進に寄与するため、事業の
周知に努める必要があります。

14,641 19,355115 79
母子家庭等にお
ける自立支援策
の活用

母子家庭の母及び父子家庭の父
の経済的自立を図るための「母
子家庭等高等職業訓練促進給付
金等支給事業」、「母子家庭等
自立支援教育訓練給付金支給事
業」、「ひとり親家庭高等学校
卒業程度認定試験合格支援事
業」等、ひとり親家庭に対する
生活支援策の活用を図ります。

　母子家庭等高等職業訓練促進給付金につい
て、支援の対象として拡充された父子家庭
や、3年度に引き続き養成機関において6か月
以上のカリキュラムを修業し、対象資格の取
得が見込まれる者が対象者となった時限措置
が継続されることを含め、経済的自立に向け
た施策の中心的な事業として引き続き活用の
促進を図ります。
　母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業に
ついて、31年4月から、雇用保険法の特定一
般教育訓練給付金及び専門実践教育訓練給付
金が対象となり制度拡充されたことから、さ
らに活用の促進を図ります。
　また、4年4月より専門実践教育訓練給付金
の限度額が引き上げられました。
　ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合
格支援事業については、4年4月から、受講開
始時給付金の創設及び受講修了時給付金の割
合及び合格時給付金の割合が改正されたこと
から、引き続き事業の周知を図ります。
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第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

118 80

住宅困窮者民間
賃貸住宅居住支
援の実施（ひと
り親家庭要件）

18歳に達する日以後の3月31日
までの児童を持つひとり親家庭
に対し、民間賃貸住宅の情報提
供、民間保証会社を活用した入
居保証、居住継続する支援及び
福祉サービスの案内を行うと共
に、低額所得者等の場合は、家
賃等保証委託契約に要する費用
の一部を助成します。

・相談件数　　　　　　1件
・申請件数　　　　　　0件
・入居保証　　　　　　0件
　うち保証料助成　　　0件
・情報提供　　　　　　0件

　保証人や賃貸情報に関しては不動産店の
取り扱う債務保証会社が多数あることや、
空き物件も多く賃貸物件が借りやすくなっ
ていること等から利用がない状況となって
おります。

0

　市内の民間賃貸住宅への入所に困窮してい
るひとり親家庭に対し、民間賃貸住宅情報の
提供及び取扱保証会社と連携した入居保証を
行うとともに、低額所得者の場合は、家賃等
保証委託契約に要する費用の一部（2万円を
限度）を助成します。 20 営繕課

119 80

保育所、学童保
育所における児
童の受け入れの
円滑化

ひとり親家庭の親が就業や求職
活動、職業訓練を十分に行うこ
とができるよう、児童の保育
所、学童保育所への優先入所等
について配慮します。

　学童保育所入所において、ひとり親家庭の
求職中や職業訓練中における柔軟な受け入れ
を実施しました。
　
・学童保育所
　ひとり親家庭の入所:343人

　保育所において、27年度に引き上げた指数
で利用調整を行い、ひとり親家庭の入所の円
滑化を図りました。

・保育所
　ひとり親家庭の入所者:299人

　学童保育所について、入所希望者は全て
入所することが出来ています。

　保育所について、子ども・子育て支援新
制度の施行に伴い、利用調整基準の見直し
を行い、ひとり親家庭の指数を高くし、両
親世帯よりも優先入所できるよう配慮しま
した。

子ども保育課
0

児童家庭課
0

　ひとり親家庭の親が就業や求職活動、職業
訓練を十分に行うことができるよう、児童の
保育所、学童保育所への優先入所等について
配慮します。

子ども保育課
0

児童家庭課
0

児童家庭課
子ども保育課

120 80
児童扶養手当等
の支給事業の推
進

ひとり親家庭の生活の安定と自
立の促進を図るため、制度の情
報提供を図るとともに、手当の
趣旨を説明し、円滑な支給と適
正な運用を図ります。

・児童扶養手当
　受給者数:1,100人

　児童扶養手当等の的確な情報提供を行う
と同時に、居住実態、同居人などの状況を
判断し適切に支給する必要があります。ま
た、事実婚などにより返還金が生じている
場合があるため、返還計画に基づき着実に
返還を履行するよう指導していく必要があ
ります。
　国の制度改正について、的確な情報提供
と周知に努めます。

563,075

　適正な受給資格の認定を行うとともに、円
滑な支給と返還金の対応に努めます。
　返還金の滞納について、督促の通知や電話
連絡の他に、福祉事業の観点から、滞納者の
状況確認も含めた訪問を実施し、訪問による
面会や不在の場合は不在通知連絡を行い、納
付を促していきます。
　3年3月分（3年5月支払）から、障害年金を
受給しているひとり親家庭が児童扶養手当を
受給できるように見直す制度改正がされたこ
とから、周知するとともに適格な支給を行い
ます。

587,742 児童家庭課

121 80
子育て情報の提
供

のだし子育てガイドブックを毎
年発行し、情報提供に努めま
す。
子ども支援室に市内の子育て支
援情報を一元的に把握する「子
育て支援総合コーディネー
ター」を配置し、子育て情報サ
イト「にじいろnavi」とLINE公
式アカウントにより情報を発信
します。

・これから出産する方や現在子育てをしてい
る方への情報誌として、のだし子育てガイド
ブックを発行。母子手帳の交付（保健セン
ター）の際や、転入手続き（児童家庭課・支
所・出張所）の際に、配付しました。

・作成部数　　　　 　6,500部

・LINE配信　 　　       46回
・ホームページ閲覧　11,133件

・新型コロナウイルス感染症対策の緩和に
伴い、こども館等のイベントが再開し、
「お出かけレポート」等の実際に訪問した
情報を発信しました。
・「にじいろnavi」の周知につとめ、常に
最新の情報を収集・掲載する。あわせて
「にじいろnavi LINE公式アカウント」でも
毎月3回程度情報発信しました。
・のだし子育てガイドブックは、これまで
市の予算で作成していたものを、2019年度
から企業広告を活用し、経費をかけずに無
償で作成し、公立保育所や幼稚園、転入、
出生世帯、子育て支援相談世帯に配布しま
した。

保健センター
1,915

児童家庭課
0

・母子健康手帳交付時や相談や来所等に子育
てガイドブックを配布し、子育て情報の案内
を行います。
・「にじいろnavi」「にじいろnavi LINE公
式アカウント」の周知に努めとともに、新型
コロナウイルス感染状況に合わせて必要な情
報を発信していきます。
・のだし子育てガイドブックを毎年発行し、
情報提供に努めます。

保健センター
3,339

児童家庭課
0

保健センター
児童家庭課

122 81
男性の地域活動
への参画促進

男性が地域活動に参画するきっ
かけとなるような学習機会や情
報を提供し、地域、文化及びス
ポーツ活動等への参画を促進し
ます。

　男女共同参画に関する情報を提供するた
め、男女共同参画推進だより「フレッシュ」
を年2回発行し、情報提供に努めました。
・6月15日号「男女共同参画週間」
・11月15日号「産後パパ育休」について

　「フレッシュ」に、男性の社会参加につ
ながる記事を掲載しました。
　引き続き、男女共同参画推進だより「フ
レッシュ」を発行し、啓発を図る必要があ
ります。

0

　男女共同参画に関する情報を提供するた
め、年2回「フレッシュ」を発行します。
　・6月15日号「家庭生活の充実」について

0
人権・男女共同参画推
進課
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123 81
地区社会福祉協
議会の活動の促
進

社会福祉協議会を中核とした地
区社会福祉協議会において、地
域福祉の課題やニーズを受け止
め、地域性に応じた各種サロン
の開催や訪問を実施するなど活
動の促進を図ります。

　「ふれあい・いきいきサロン事業」や地域
の特性に応じた事業を計画していましたが、
新型コロナウイルス感染症の予防のため、事
業を見直し、「ゆうあい訪問」等を実施しま
した。
　コロナ禍における地区社協の方針を示すた
め「新型コロナウイルス感染症に配慮した地
区社協活動ガイドライン（第2次改訂版）」
を作成し、各地区社協に配布しました。

　令和3年度に引き続き、新型コロナウイル
ス感染症の予防のため、ほとんどの地区社
協活動が中止となりました。
　新型コロナウイルス感染予防対策を考慮
したうえで実施できる活動を検討する必要
があります。
　また、感染症収束後の活動再開に向けて
準備を進める必要があります。

0

　新型コロナウイルス感染症の影響で停滞し
た地区社協活動を再開し、活性化を図りま
す。

82 社会福祉協議会

○ボランティアセンター
　新型コロナウイルス感染拡大防止対策を実
施した上で、地区社会福祉協議会と連携し
「地区社協ボランティアスタッフ懇談会」を
実施しました。

　コロナ禍において感染拡大防止対策を実
施した上で懇談会を行いました。
　地区社会福祉協議会のニーズに即した研
修会や講座を継続的に実施する必要があり
ます。

5

　地区社会福祉協議会ボランティアスタッフ
懇談会（地区社会福祉活動が充実できるよう
スタッフの関心に即した研修及び講座）を開
催します。

85

○生涯学習課、公民館
　学校支援ボランティア養成講座は、新型ロ
ナウイルス感染症拡大防止のため中止しまし
たが、ボランティア活動に参加しやすい環境
づくりのため、公民館を会場とした「シル
バーリハビリ体操」指導士が活動がしやすい
よう協力しました。

○生涯学習課、公民館
　学校支援ボランティア養成講座は新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止のため中止と
なりましたが、今後も講座を開設し、地域
で学校支援を行うことの意義やボランティ
アの楽しみ方について理解を深めていく必
要があります。今後の活動を進めて行く上
では、学校と学校地域支援本部（地域教育
コーディネーター）と公民館のより綿密な
連携が必要です。
　また公民館では、指導士の養成につなげ
るためのシルバーリハビリ体操体験会の実
施会場として部屋を提供しました。今後も
定期的に実施できるよう引き続き環境の整
備に努めていく必要があります。

（生涯学習課）
0

（公民館）
0

○生涯学習課、公民館
　生涯学習ボランティア養成講座
　実施月:未定
　実施場所:未定
　なお公民館においては、引き続きシルバー
リハビリ体操の指導士をはじめ、ボランティ
ア活動に参加したい人が活動しやすい環境づ
くりを通じて生涯学習ボランティアの養成に
つなげてまいります。

(生涯学習課）
56

(公民館)
0

125 82
行政職員の地域
活動への参加

地域活動をより活性化し、地域
と行政の協働によるまちづくり
の推進を図るため、市職員の地
域活動への参加を推進します。

　下記のの講義を設け、積極的に地域活動へ
参加する意識を醸成するよう企図していま
す。
〇新規採用職員研修「市民の地域活動」
実施日:4月6日
会場:中央公民館
参加者数:　35人
〇新規採用職員研修（第二次）「地域貢献
（ボランティア活動）について　消防団の取
組について」
実施日:10月25日

　新規採用時に研修を行うことにより、地
域貢献意識の高い職員を育成できるものと
考えています。
　また、令和4年度は中止となりましたが、
例年行われている夏の踊り七夕などには市
外在住の職員も含め参加の協力を得ていま
す。
　一方で、これら地域活動は、個人の活動
に終始することから参加実態の把握ができ
ない状況にあります。

0

　下記の講義を設け、積極的に地域活動へ参
加する意識を醸成するよう企図しています。
○新規採用職員研修「市民の地域活動」
　実施日:4月6日
　会場:中央公民館
　参加者数:　32人
○新規採用職員研修（第二次）「地域貢献
（ボランティア活動）について　消防団の取
組について」
　実施予定日:10月19日

0 人事課

○児童家庭課
　就業支援講習会実施の際等に「野田市母子
寡婦福祉会」に委託している「ひとり親家庭
等日常生活支援事業」を活用し託児サービス
を実施しました。
日常生活支援事業実績
・就業支援講習会
　　7人　延べ49日　303時間
・養育費等個別法律相談　　0人
・生活支援
　　1人　延べ3日　89時間
（保育所待機時に利用はなし）

　パソコン講習会や講演会、法律相談の託
児は予定が立てやすく支援員の協力により
適正に対応することができました。
　令和3年度においては、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため、パソコン講習会
等が平日夜間から土曜昼間へ変更となりま
した。土曜日は保育所が開所しているため
託児の利用者数が減少しました。

865

　子育てを行っている保護者対象の就業支援
講習会実施の際等に引き続き託児サービスを
実施します。
　事業の周知について、母子寡婦福祉会や子
ども保育課等の関係機関と連携するととも
に、引き続き、母子・父子自立支援員の離婚
直後の面談時や就業等の相談時に制度の説明
とあわせ事業の一層の周知に努めます。

1,203

○人権・男女共同参画推進課
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため一
般市民を対象とした講演会、出前講座が一部
中止となったこともあり、託児サービスの実
施はありませんでした。

　一般市民対象の講演会の際には、参加希
望者のニーズにより、託児サービスを実施
する必要があります。

0

　一般市民を対象とした講演会を開催する際
は、参加者の要望に応じて託児サービスを行
います。

6

○子ども保育課
　保育士合同就職説明会の際に、託児サービ
スを実施しました。

　保育士合同就職説明会の託児は、保育士
等が担当し、適正に対応することができま
した。 0

　子育てを行っている保護者も対象に含まれ
る、保育士合同就職説明会では、引き続き託
児サービスを実施します。 0

育児期における女性の社会参加
を支援するため、各種講演会等
の行事の際の託児サービスの拡
充を図ります。

社会福祉協議会
生涯学習課
公民館

市民誰もが気軽にボランティア
活動に参加できるよう、社会福
祉協議会を核として各種養成講
座を開催するとともに、情報提
供や活動のアドバイスのできる
リーダーの養成、ボランティア
活動の連絡調整や活動の企画等
を行う適切なコーディネーター
の養成を図ります。
あわせて、生涯学習ボランティ
アの養成を図ります。

124 82

託児サービスの
拡充

82126

ボランティア活
動に参加しやす
い環境の整備

児童家庭課
人権・男女共同参画推
進課
各課

28



第4次野田市男女共同参画計画　施策の進捗状況

実  績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業予定
予算額
(千円)

所管部署

5年度4年度
概  要具体的施策ページ番号

127 82
地域活動施設の
整備

地域自治会活動の拠点として、
自治会集会施設の整備に対し、
計画的に支援を実施します。

　桜台自治会館増築工事　 4,580,000円
　新田戸自治会館修繕工事 4,050,000円

　桜台自治会館増築工事、新田戸自治会館
修繕工事に対して支援を行い、地域自治会
活動の拠点の整備を推進することができま
した。集会施設の支援を希望する自治会は
多い為、今後も効率的な支援を実施してま
いります。

8,630

　地域自治会活動の拠点の整備を推進するこ
とができました。集会施設の整備に対し支援
を行います。
・古布内山坪中央自治会
・二ツ塚自治会
・武者土自治会
・今上上下谷自治会　　※4団体を予定

12,000 市民生活課

128 83
職業能力開発に
係る講座の充実
等

女性の職業能力の開発を支援す
るため、受講ニーズに合わせた
講座内容を検討し、内容の充実
を図ります。
また、県共生センターで開催さ
れる女性の職業能力開発講座等
の情報を広く市民に提供しま
す。

　ひとり親家庭就業支援講習会の実施
実施日:5月～2月
実施場所:野田地域職業訓練センター
参加人数:30人

　千葉県県男女共同参画センターから届く講
座情報等を公共施設へ設置しています。

　ひとり親家庭就業支援講習会について
は、パンフレットやチラシ等により周知を
図り、活用の促進に努めました。また、元
年度からはパソコンだけではなく、日商簿
記3級及び医療事務についても実施し、多様
なニーズに対応しています。

1,748

　ひとり親家庭就業支援講習会
  引き続きパソコンだけではなく日商簿記3
級及び医療事務についても実施し、多様な
ニーズに対応します。
実施日:5月～2月 
実施場所:野田地域職業訓練センター

　千葉県男女共同参画センターから届く講座
情報等を公共施設へ設置してまいります

1,769

商工労政課
児童家庭課
人権・男女共同参画推
進課

129 84
女性の再就職支
援セミナーの開
催

再就職を希望する女性を対象と
して、21世紀職業財団と連携を
図り、地域職業訓練センターを
活用して再就職セミナーを開催
し、女性の就労を支援します。

　千葉県ジョブサポートセンター、流山市柏
市、我孫子市との共催による「全年齢向け再
就職支援セミナー」の開催。
　実施日:12月19日
　実施場所:野田地域職業訓練センター
　参加人数:17人（うち野田市からの女性参
加者4名）

　全年齢向け再就職支援セミナーについ
て、市報やチラシ等により周知を図り開催
しました。
　野田市からの女性参加者は1人でした。
　今後も千葉県ジョブサポートセンターへ
近隣市と合同開催で要望します。

0

　千葉県ジョブサポートセンター、我孫子
市、流山市、柏市との共催による「女性向け
再就職支援セミナー」の開催を予定していま
す。
　実施予定日:12月18日
　実施場所:野田地域職業訓練センター
　定員:30名

0 商工労政課

130 84
女性、中高年齢
者の就業機会の
拡大

女性や中高年齢者の求職に対
し、ハローワーク野田等と連携
を図りながら、情報提供の充
実、相談窓口の強化等により、
就業機会の拡大を図ります。

　千葉県ジョブサポートセンター、流山市柏
市、我孫子市との共催による「全年齢向け再
就職支援セミナー」の開催。
　実施日:12月19日
　実施場所:野田地域職業訓練センター
　参加人数:17人（うち野田市からの女性参
加者4名）

　全年齢向け再就職支援セミナーについ
て、市報やチラシ等により周知を図り開催
しました。
　野田市からの女性参加者は1人でした。
　今後も千葉県ジョブサポートセンターへ
近隣市と合同開催で要望します。

0

　千葉県ジョブサポートセンター、我孫子
市、流山市、柏市との共催による「女性向け
再就職支援セミナー」の開催を予定していま
す。
　実施予定日:12月18日
　実施場所:野田地域職業訓練センター
　定員:30名

0 商工労政課

131 84
就業相談の充実
及び就労支援の
推進

市独自の無料職業相談所を活用
した情報提供を行うと共に、各
企業に対し、求職者のあっせん
を推進します。
また、就業相談員による求人情
報の収集を図り、それぞれの
ニーズに合った就労等の総合的
な支援を行います。

　市独自の無料職業紹介所を活用し、情報の
提供に努めました。
【利用実績】
　来所者数　　　2,180人
　新規求職者数　　360人
　相談者数　　　1,619人
　紹介者数　　　　123人
　就職者数　　　　 54人

　雇用促進として効果があると考えられる
ため、松戸公共職業安定所野田出張所と連
携を取りながら、求人情報の充実を図ると
ともに事業主に対して求職者をあっせんし
ました。

1,600

　更なる周知を図り、無料職業紹介所を活用
し、情報の提供に努めます。

1,772 商工労政課

132 84
女性のチャレン
ジ支援の推進

各分野での人材育成を目指し、
女性のチャレンジを総合的に支
援するとともに、理工系分野等
従来女性が少なかった分野への
女性のチャレンジを重点的に支
援するため、情報収集・提供を
行います。

　野田商工会議所主催の野田地域創業スクー
ルの開催情報の周知を図りました。
　また、関係資料を野田市無料職業紹介所、
野田地域職業訓練センターや商工観光課窓口
で提供しました。

　女性の起業・創業を支援、理工系分野等
へのチャレンジを支援するため、関係資料
等の周知を図りました。
　引き続き周知・啓発に努める必要があり
ます。 0

　野田商工会議所主催の野田地域創業スクー
ルの開催情報の周知を図ります。
　また、関係資料を野田市無料職業紹介所、
野田地域職業訓練センターや商工労政課窓口
で提供します。 0

商工労政課
人権・男女共同参画推
進課
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133 85

「ワーク･ライ
フ･バランス」に
ついての広報、
啓発の推進(基本
目標Ⅳ 89 再掲)

あらゆる年代を対象として、育
児休業・介護休業制度等の周知
や女性のキャリアアップの推進
及び地域社会の大切さ等に関す
る各種講演会や講座等を開催
し、広報、啓発を推進します。

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
に、男性の社会参加につながる啓発を実施し
ました。
　男女共同参画に関連する資料について、商
工労政課窓口へ配置を依頼しました。
　人権・男女共同参画に関するパネル展によ
り啓発を行いました。

○フレッシュ11月15日号
　「産後パパ育休」について
○人権・男女共同参画に関するパネル展
　3月15日から3月20日まで

　引き続き、ワーク・ライフ・バランスの
実現につながる啓発を行う必要がありま
す。

0

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」に
て、男性の社会参加につながる啓発を行いま
す。
　ワーク・ライフ・バランスに関する資料等
が届いた際には、商工労政課と人権・男女共
同参画推進課窓口、女性情報コーナーへ配置
します。
　男女共同参画に関するパネル展を開催しま
す。

0
人権・男女共同参画推
進課
商工労政課

134 87 健康教育の充実

生活習慣病や骨粗しょう症、メ
タボリックシンドローム等の予
防について、知識の普及及び情
報提供を推進するため、健康教
育の充実を図ります。

　講演会、骨太教室の実施により予防知識の
普及や情報提供を行いました。
集団健康教育:30回
参加延べ人数:614人
【内訳】　
・骨太教室　　　　　　　　4回 　57人
・講演会　　　　　　　　　7回　110人
・集団健康教育（一般） 　19回　447人
　 集団健康教育（一般）内訳
　　ウォーキング講演会 　 3回　 42人
　　食生活改善推進委員全体研修会　
　　                   　 5回  188人
　　食生活改善推進員養成講座1回　4人
　　食推伝達         　　10回　213人

・各教室等で知識の普及と情報提供を行う
ことができました。

保健指導　550
食推　589

計1,139

・講演会や健康に関係する事業を通じて市民
に知識の普及や情報提供を行います。

保健指導　747
食推　1,074

計1,821

保健センター

135 88
健康づくり実践
活動事業の推進

市内の各種団体の協力を得て、
健康づくりに関する展示会及び
発表会等を行うとともに、市民
が自らの健康づくりについて考
える機会を提供するため、「健
康づくりフェスティバル」を開
催します。

各種団体のイベントにおいて、健康づくりの
啓発を行いました。
実施回数:3回
参加延べ人数:183人
【内訳】
･野田むらさきの里ふれあいウォーク2022　
127人
･口腔がん検診での骨密度測定　44人
･保健推進員主催研修会での検診申込受付　
12人

・各種団体の参加者へアプローチすること
で、健康増進事業のターゲット層に啓発を
行うことができました。
健康作りにあまり関心のない新規の参加者
を増やすことが十分にできていません。

0

・各種団体のイベントにおいて、健康づくり
の啓発を行います。

10 保健センター

136 88
母子健康教育の
充実

妊娠期から出産、子育て期にわ
たる様々な相談について、ワン
ストップで総合的に対応できる
拠点として、保健師、心理士、
子育て支援総合コーディネー
ター等を配置します。また母子
保健・子育て支援・発達支援な
ど、ライフステージに応じた継
続的で切れ目ない支援体制を築
き、妊産婦や子育てをする方の
不安感や孤立感の解消を図ると
共に、発達障がいにおいて重要
である早期発見・早期療育へと
つなげます。
また、妊娠期からの支援等によ
り、望まない妊娠などによる児
童虐待のリスクの軽減なども図
ります。

母子健康手帳交付数　837人 ・妊娠届と母子健康手帳交付時に、保健師
等の専門職が聞き取りの中で、ハイリスク
で支援が必要な方を早期発見し、関係機関
との連携のうえ、より安心安全な環境で出
産子育てができるよう支援しました。

514

・妊娠届と母子健康手帳交付時に、保健師等
の専門職が聞き取りの中で、アセスメント
シートを活用し、ハイリスクで支援が必要な
方を早期発見介入に努める。国が実施する
「伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付
金の一体的実施事業を活用し、妊婦の早期発
見や支援に努めます。

529 保健センター
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137 89 両親学級の充実

妊娠、出産及び育児に関する正
しい知識を修得し、仲間づくり
をすることにより育児不安の軽
減と孤立を防ぎ、健全な子ども
を産み育てることができるよう
両親学級を開催します。
また、夫婦で子育てする意識を
高めるため父親の両親学級への
参加を啓発し、父親の育児参加
を推進します。

・コースⅠ　14回（平日8回、日6回）　
            受講者　延175人
・コースⅡ　12回（平日6回、土日6回）
　          受講者　延195人
・同窓会　　 0回　参加者　延0人
・交流会　　 0回  参加者　延0人

・産後うつに関する内容・子育て情報（遊
び場や相談場所等）や土曜日・日曜日開催
は好評でした。
・令和4年度については、昨年同様新型コロ
ナウイルス感染症が流行していたため、事
業内においても感染症対策を講じ、人数を
制限して開催するとともに、野田市公式動
画チャンネル(YouTube)にて両親学級の動画
を配信し、直接参加できない方にも内容を
見てもらうことにより、育児の知識や手技
を学んでもらうよう努めました。
・4夫の妊婦体験は感染対策を講じながら実
施を再開し、好評でした。
・R5.5.8から、新型コロナウィルス感染症
は5類感染症に分類されますが、両親学級が
妊婦を対象としていることから、感染症対
策を引き続き行い、実施する必要がありま
す。

63

・初妊婦（経産婦の希望者含む）及びその配
偶者を対象に、妊娠・出産及び育児に関する
正しい知識の習得を促します。
・子育ての不安を解消し自信を持って育児が
できるように支援し、必要に応じて個別相談
を行います。
・新型コロナウイルス感染症がR5.5.8～5類
感染症になりましたが、同窓会や交流会は妊
婦や乳児が対象なので、再開は感染状況を確
認しながら慎重に検討していきます。
・参加者からのアンケートにおいて、父親向
けの妊婦体験が好評であったことから、感染
対策を講じながら引き続き実施していきま
す。また、ミルクの作り方を知りたいとの要
望があったことから動画を作り講義に使用し
ていきます。

69 保健センター

138 89
思春期の健康教
育の推進

豊かな母性、父性を育むため、
家庭や学校、地域ぐるみで命の
大切さについて考える機会を持
つとともに、性に関する正しい
知識、能力、技術を身に付ける
よう健康教育を推進します。

・保健センターが野田市内の中学校を対象
に、開催希望校において実施しました。

〇中学校:11校　1270 人

　　　対面式:10校
　　　Zoom式:1校

〇養護教諭対象研修会（7月実施）
　市内中学校養護教諭12人参加
　（南部中学校は養護教諭が2名参加）

・学校の授業では取り扱うことが難しい内
容や知識を学べる機会となっています。近
年はSNSによる見知らぬ人との出会いから望
まない妊娠や若年妊娠、性感染症等が増加
傾向にあり、助産師による講演会は 正しい
知識の普及や啓発に有効であったことが参
加者からのアンケートでも読み取れまし
た。引き続き思春期講演会で正しい知識を
伝えるとともに、各中学校での課題等にも
対応していく必要があります。令和4年度は
中学校の養護教諭向けに助産師による「養
護教諭対象研修会」を実施しました。養護
教諭からは、性についての新しい知識を学
ぶ機会となり、他の養護教諭と情報交換も
でき、今後生徒や保護者と関わるうえで大
変有意義な研修会であったとの意見もきか
れました。

253

　令和5年度も生徒向けの思春期講演会及び
養護教諭対象研修会を実施します。
実施予定中学校　11校

・対面式:11校の予定

養護教諭対象研修会（7月実施予定）
市内中学校養護教諭12人参加
（南部中学校は養護教諭が2名参加）

365
保健センター
指導課
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○スポーツ教室（自主事業含む）
・スポーツ推進課事業　1教室
・総合公園体育館　　12教室　
・関宿総合公園体育館　　18教室　
・春風館道場　　5教室
○指導者講習会
・スポーツ推進委員講習会
○生涯スポーツ推進事業（剣道）
○市民駅伝競走大会
　実施場所:総合公園陸上競技場及び
　　　　　　総合公園周回コース
○野田むらさきの里ふれあいウオーク　
　実施場所:スタート・ゴール地点:清水公園
エントランス　
○産業祭同日開催イベント｢ＮＥＣグリーン
ロケッツ東葛の選手がやってくる｣
　実施場所:保健センター駐車場

　各種スポーツ教室やスポーツ大会等を開
催し、幅広い市民の皆様に参加していただ
きました。
　今後も市民の誰もが参加できるスポーツ
教室、スポーツ大会等を企画し、開催して
いく必要があります。

1,468

○スポーツ教室（自主事業含む）
・スポーツ推進課事業　1教室
・総合公園体育館　　19教室　
・関宿総合公園体育館　　20教室　
・春風館道場　　6教室
○指導者講習会
・スポーツ推進委員講習会
○生涯スポーツ推進事業（山岳）
○市民駅伝競走大会
　実施場所:総合公園陸上競技場及び
　　　　　　総合公園周回コース
○野田むらさきの里ふれあいウオーク　
　実施場所:スタート・ゴール地点:清水公園
エントランス　
○産業祭同日開催イベント｢ＮＥＣグリーン
ロケッツ東葛の選手がやってくる｣
　実施場所:保健センター駐車場

1,598

〇野田市いきいきクラブ連合会
・ゲートボール大会（中止）
・ニュースポーツ大会（中止）
・健康づくりの日（中止）
・グラウンド・ゴルフ大会（10月29日）
　実施場所:関宿総合公園グラウンド・ゴル
フ場

〇野田市いきいきクラブ連合会
　新型コロナウイルス感染拡大防止対策の
ため、各大会は規模の縮小や中止となって
います。クラブ数及び会員数が年々減少し
ているため、新規入会者の促進を図る必要
があります。

野田市いきいきク
ラブ連合会補助金

1,200
　野田市いきいき
クラブ連合会健康
づくり事業補助金

250

〇野田市いきいきクラブ連合会
・ゲートボール大会（9月）
・グラウンド・ゴルフ大会（10月20日）
・ニュースポーツ大会（11月3日、3月8日）
・健康づくりの日（1月26日）

野田市いきいきク
ラブ連合会補助金

1,200
　野田市いきいき
クラブ連合会健康
づくり事業補助金

250

生涯学習では、生涯学習相談窓
口等の充実を図るとともに、各
種講座や講習会等を開催し、学
習機会の拡充と支援を図りま
す。
誰もが生きがいを持ち地域への
参加を通じて生涯に渡って学び
合い、また、自身の培った知識
や技術を地域に還元できるよ
う、その仕組みづくりに取り組
みます。
生涯スポーツ活動では、スポー
ツ教室、指導者講習会、スポー
ツ大会等を開催し、健康づくり
を推進します。

139

生涯学習課
公民館
高齢者支援課
スポーツ推進課

（中央）
50

（東部）
90

（南部梅郷）
50

 (北部)
70 

（川間）
60

（福田）
70

（関宿中央）
150

（関宿）
30

（二川）
100

（木間ケ瀬）
0

生涯学習・生涯
スポーツ活動の
推進

○生涯学習相談386件
○各種講座・教室
　新型コロナウイルス感染拡大防止に努めな
がら、高齢者の生きがいづくりや地域活動の
機会の提供、また、健康を保ち仲間づくりを
するための講座を開催しました。
・いきいきライフセミナー
　実施月:7月～11月（3回）
　実施場所:中央公民館　参加:61人
・東部長寿教室
　実施月:7月～10月（4回）　
　実施場所:東部公民館　参加:82人
・梅郷ふれあい大学
　実施月:10月～12月（3回）
　実施場所:南部梅郷公民館　参加:81人
・北部長寿大学
　実施月:7月～12月（5回）
　実施場所:北部公民館　参加:194人
・川間新星大学院
　実施月:6月～12月（4回）
　実施場所:川間公民館　参加:275人
・ニュースポーツ体験講座
　実施月:6月～10月（3回）
　実施場所:川間公民館　参加:38人
・福田長寿教室
　実施月:6月～12月（8回）
　実施場所:福田公民館　参加:116人
・長寿教室
　実施月:6月～12月（5回）
　実施場所:関宿中央公民館　参加:110人
・せきやど長寿大学
　実施月:9月～12月（4回）
　実施場所:関宿公民館　44人参加
・二川はつらつ大学
　実施月:6月～12月（5回）
　実施場所:二川公民館　参加:98人
・いきいきサロン（学校支援ボランティア）
　実施月:5月～2月(5回）
　実施場所:木間ケ瀬公民館　参加:285人

○生涯学習相談
　市民の学習は新型コロナウイルス感染症
対策を実施した上での活動であったが、昨
年度より相談件数は増加しました。
　多様化した市民の学習要求に対応するた
め、学習機会や団体・グループ等の生涯学
習情報を提供し、生涯学習活動を支援する
ことができました。今後も引き続き、生涯
学習情報の確保、更新に努めていく必要が
あります。

○各種講座・教室
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため
規模は縮小されましたが、講義や運動、レ
クリエーションを通して、高齢者相互の生
きがいづくり、地域活動の機会を提供をす
ることができました。また、話しやすい環
境のなかで仲間づくりの場を創出すること
ができました。
　今後、より多くの高齢者の参加促進のた
め、開催方法を工夫しながら、魅力ある講
座内容の充実を図ることが課題です。世代
間交流により、子どもたちに高齢者の知恵
や知識を受け継ぐ機会も増やしていく必要
があります。

（中央）
0

（東部）
40

（南部梅郷）
30

 (北部) 
 

 85
（川間）

114
（福田）

80
（関宿中央）

20
（関宿）

30
（二川）

42
（木間ケ瀬）

0

○生涯学習相談
　多様化した市民の学習要求に対応するた
め、学習機会や団体・グループ等の生涯学習
情報を提供し、窓口相談の充実を図っていき
ます。
○各種講座・教室
　感染症対策に努めながら、高齢者の生きが
いづくりや地域活動の機会の提供、また、健
康を保ち仲間づくりをするための講座を開催
していきます。
・いきいきライフセミナー
　実施月:7月～11月（5回）
　実施場所:中央公民館
・東部長寿教室
　実施月:7月～10月（6回）
　実施場所:東部公民館
・梅郷ふれあい大学
　実施月:9月～12月（4回）
　実施場所:南部梅郷公民館
・北部長寿大学
　実施月:7月～12月（7回）
　実施場所:北部公民館
・川間新星大学院
　実施月:6月～12月（4回）
　実施場所:川間公民館
・福田ふれあい教室
　実施月:6月～12月（6回）
　実施場所:福田公民館
・長寿教室
　実施月:6月～12月（6回）
　実施場所:関宿中央公民館
・せきやど長寿大学
　実施月:9月～12月（4回）
　実施場所:関宿公民館
・二川はつらつ大学
　実施月:6月～12月（5回）
　実施場所:二川公民館
・いきいきサロン（学校支援ボランティア）　
　実施月:5月～2月（8回）
　実施場所:木間ケ瀬公民館

91
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○指導課
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
施設等へ訪問しての体験学習や交流会を中止
としました。
　小学校のクラブ活動では、地域人材を活用
した昔遊び等を実施することができました。

○子ども保育課
 中根保育所、南部保育所では5月に「野菜の
苗植え」を介して交流を実施し、福田保育所
では5月に「花の植え替え」や「野菜の苗植
え」を介して交流を実施したが、その他保育
所では新型コロナウイルス感染症予防のため
中止となりました。

 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
訪問しての体験学習や交流会を中止しまし
たが、学校に講師を招き、昔遊び等のクラ
ブ活動を実施することができました。
　地域の方を講師に招き、職業講話や体験
学習を実施することができました。

　4年度は新型コロナウイルス感染拡大防止
のため施設によっては交流を中止しました
が、保育所と地元自治会、いきいきクラブ
との連携及び高齢者施設を訪問することに
より、高齢者と子どものふれあい事業の継
続や充実が求められています。高齢者と一
緒に花の苗植えや芋掘りを行なうことで高
齢者は社会参加になり、子どもたちは世代
間交流を図ることができます。

0

　施設等へ訪問しての体験学習や交流会の実
施、小学校のクラブ活動などで、地域人材を
活用した昔遊び等、新型コロナウイルス感染
症対策を講じて、可能な限り実施していきま
す。

　昨年は新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、いくつかの園ではふれあい事業が実施
できませんでしたが、今年度からは新型コロ
ナウイルス感染症対策が自己判断となったこ
とに伴い、今後は高齢者との、触れ合いの充
実に努めていきます。

0

○高齢者支援課
　岩木小学校老人デイサービスセンターで
は、新型コロナウイルス感染拡大防止対策の
ため、岩木小学校との協議で交流を見合わせ
ることで合意しています。再開時期について
は未定となっております。

　新型コロナウイルス感染拡大防止対策の
観点から、利用者様からも心配であるとの
意見があったことから、交流の中止はやむ
を得ない状況です。 0

　再開時期について協議してまいります。

0

　総合相談事業や地域包括ケア会議等を実施
し、高齢者に係る課題の解消や自立の促進を
図っております。
○総合相談
・総合相談件数 24,486件
　うち虐待等権利擁護に関する件数 743件
　うち成年後見制度に関する件数 127件　
○地域ケア会議
・地域ケア個別会議
　実施回数:30回　  参加人数:354人
高齢者支援課　4回　36人
中央　　　　　4回　41人
東　　　　　　3回　34人
南第1　　　 　3回　37人
南第2　　　 　3回　56人
北 　　　　 　5回　72人
関宿  　　　　8回　78人
・地域ケア地区別会議
　実施回数:8回　  参加人数:216人
（内訳）
中央　　　　　1回　27人
東　　　　　　1回　20人
南第1　　　　 1回　29人
南第2　　　 　3回　69人
北　　　　　　1回　36人
関宿　　　　　1回　35人
・地域ケア包括会議（1回）
　実施日:2月22日　35人
・地域ケア推進会議
　実施回数:1回　
○高齢者虐待防止ネットワーク協議会
・代表者会議
　実施回数:1回　書面開催
〇地域包括支援センター職員研修
　実施回数:4回　参加人数:94人

要介護等認定者及び認知症高齢
者、高齢者虐待等の高齢者に係
る課題に対し、関係機関と連携
しつつ、地域ケア会議及び高齢
者虐待防止ネットワーク協議会
等の十分な活用を図り、高齢者
の自立を支援します。

世代間・地域間
交流の促進

　高齢者やその家族の相談に対して、適切
な機関やサービスにつなぎ、必要に応じて
継続的にフォローしています。

　地域ケア会議については、個別ケースの
支援内容の検討から、課題の解決を図った
り、各関係機関との連携を図ったりしてい
ます。さらに個別ケースの積み重ね等から
把握された課題を整理し、解決策の検討や
ネットワークの構築を図っております。

　高齢者虐待ケースの解決のため、高齢者
虐待防止ネットワーク協議会代表者会議で
関係機関の連携や協力体制の構築、高齢者
虐待に係る情報交換を行っています。
　また、職員のスキルアップのために、専
門職による研修を行っています。
　今後もケースの解決のため、必要に応じ
て、実務者会議や千葉県高齢者虐待対応市
町村支援事業を活用します。

小・中学校で生活科や総合的な
学習の時間等を利用して世代間
交流事業を実施し、昔の遊びを
学ぶとともに、施設を訪問し、
介護やボランティア活動等を中
心に交流を図ります。また、保
育所で地域の高齢者との触れ合
い事業を実施し、交流を図りま
す。

91140
指導課
高齢者支援課
子ども保育課

高齢者支援課50141
地域包括支援セ
ンターの充実

91 71

地域包括支援センターの充実
　総合相談事業や地域ケア会議等を実施し、
高齢者に係る課題の解消や自立の促進を図り
ます。

○総合相談
○【包括的継続的ケアマネジメント支援】地
域ケア会議
○【権利擁護】
高齢者虐待防止ネットワーク協議会
〇地域包括支援センター職員研修
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142 92
認知症サポー
ター育成事業の
推進

特に重要性が増している、認知
症高齢者に係る取組を重点的に
推進するため、認知症を理解し
認知症とその家族を見守る、認
知症サポーターを育成し、市民
の手で安心して暮らせるまちづ
くりを展開していけるよう支援
します。

　認知症を理解し、認知症の人とその家族を
見守る認知症サポーターを養成するため、市
民、市内全小学校6年生、市の新規採用職員
等を対象に、講師役であるキャラバン・メイ
トによる認知症サポーター養成講座及び認知
症サポーター登録者を対象に「認知症サポー
ターステップアップ講座」を開催しました。
　また、活動意欲のある認知症サポーターや
キャラバン・メイトの活動支援を行いまし
た。

・認知症サポーター養成講座
実施回数:40回　参加人数:1,802人

・認知症サポーターステップアップ講座
実地回数1回
参加人数:6人

　認知症サポーター養成講座に加え、新た
に「認知症サポーターステップアップ講
座」を実施しました。認知症を正しく理解
した応援者を増やすため、コロナ禍におい
ても感染症対策を講じた上で、引き続き講
座を実施する必要があります。

263

　認知症を理解し、認知症の人とその家族を
見守る認知症サポーターを養成するため、市
民、市内全小学校6年生、市の新規採用職員
等を対象に、講師役であるキャラバン・メイ
トによる認知症サポーター養成講座及び認知
症サポーター登録者を対象に「認知症サポー
ターステップアップ講座」を開催します。
　また、活動意欲のある認知症サポーターや
キャラバン・メイトの活動支援を行います。

319 高齢者支援課

○市民生活課
　高齢者等の悪徳商法などの被害を未然に防
ぐための講座（消費生活出前講座）を実施、
また、安全安心まめメールの配信を増やし、
注意喚起や啓発を行いました。
　講座実施回数:  9回
　　　参加人数:153人
　　メール配信: 26回

　新型コロナウイルス感染が収束してきた
ことから、消費生活出前講座の開催の依頼
が増え、消費生活センターの周知活動が出
来ました。また、まめメールの配信を増や
し、注意喚起や啓発を行うことが出来まし
た。
　引き続き、関係部局と連携し、消費生活
センターの周知や出前講座の活用を推進し
ます。

40

　関係部局と連携し、消費生活センターの周
知を図るとともに、消費生活出前講座の活用
を推進します。
　また、安全安心まめメールで情報発信を行
い、引き続き注意喚起や啓発を行います。 40

　野田市防犯組合支部活動補助金　
　　

　野田市防犯組合が行う防犯活動を支援
し、12月に年末一斉パトロールを実施しま
した。
　例年、高齢者が多く集まる催し物や講座
等にに合わせ、振り込め詐欺被害防止の防
犯キャンペーンを実施しました。

3,656

　防犯組合の活動を支援し、年末一斉パト
ロールや防犯キャンペーン等を実施し、地域
ぐるみの防犯活動を推進します。

3,711

○高齢者支援課・障がい者支援課
　制度の見直しを行うこととしていたため、
要支援者名簿の配布を中止しました。
　避難行動要支援者数　4,842人（内同意の
あった者3,937人）　令和5年3月31日現在

　自力又は家族と一緒に避難できる方が名
簿に登載されていることや、高齢化により
支援者が見つからないなどの課題があるこ
と及びハザードマップの改定により、避難
行動要支援者支援計画の見直しが必要で
す。

1,353

避難行動要支援者支援計画の見直しを行いま
す。

1,338

144 92

障がい者総合相
談の充実（基本
目標Ⅰ 16 再
掲）

基幹相談支援センターを中心と
して、障がいのある人が、生き
がいをもって地域の中で自立し
た生活ができるよう支援するた
め、障がいのある人やその家族
等に対し、日常生活上の相談を
受け、連携しながらきめ細かな
支援を図ります。

　2年度から第二の福祉ゾーンに社会福祉法
人が共同生活援助、短期入所事業所及び相談
支援事業所を設置し、相談支援事業所に基幹
相談支援センター業務を委託しました。ま
た、相談支援業務を市内の相談支援事業所に
委託し、基幹相談支援センターを中心とした
相談機能の強化と質の向上を図りました。
　基幹相談支援センター、相談支援事業所及
び市が連携し、障がいのある人やその家族等
に対し、日常生活上の相談を受け、連携しな
がらきめ細やかな支援を図りました。
　4年度の相談支援事業の実績は10,568件

　障がい者基幹相談支援センターを中心と
した市内の相談支援体制の強化は、概ね順
調に進んでいます。基幹相談支援センター
と、市内指定特定相談支援事業所との役割
分担を明確にし、今後もきめ細かな支援を
図ります。

30,646

　基幹相談支援センター及び市内指定特定相
談支援事業所と連携しながら、障がいのある
人やその家族等に対し、日常生活上の相談を
受け、きめ細かな支援を図ります。

32,245 障がい者支援課

高齢者や障がいのある人が安心
して暮らせるよう、悪徳商法の
被害を未然に防ぐための講座
や、地域ぐるみで犯罪を防止す
るための自治会や各団体等との
連携の強化等を図ります。ま
た、災害に備え、野田市避難行
動要支援者支援計画に基づき、
避難行動要支援者名簿の整備を
図ります。

高齢者等の生活
の安全の確保

92143
市民生活課
高齢者支援課
障がい者支援課
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145 91
地域ぐるみ福祉
ネットワーク事
業の活用

地区社会福祉協議会が実施する
事業の一環として、高齢者向け
の「ふれあいいきいきサロン事
業」等を実施するとともに、障
がい者の社会参加の促進を図り
ます。

　「ふれあい・いきいきサロン事業」や地域
の特性に応じた事業を計画していましたが、
新型コロナウイルス感染症の予防のため、事
業を見直し、「ゆうあい訪問」等を実施しま
した。
　コロナ禍における地区社協の方針を示すた
め「新型コロナウイルス感染症に配慮した地
区社協活動ガイドライン（第2次改訂版）」
を作成し、各地区社協に配布しました。

　令和3年度に引き続き、新型コロナウイル
ス感染症の予防のため、ほとんどの地区社
協活動が中止となりました。
　新型コロナウイルス感染予防対策を考慮
したうえで実施できる活動を検討する必要
があります。
　また、感染症収束後の活動再開に向けて
準備を進める必要があります。

0

　新型コロナウイルス感染症の影響で停滞し
た地区社協活動を再開し、活性化を図りま
す。

0 社会福祉協議会

146 93

住宅困窮者民間
賃貸住宅居住支
援（高齢者世帯
要件）（心身障
がい者世帯要
件）

【高齢者世帯要件】
○満60歳以上の単身世帯又は満
60歳以上の方のみの世帯
【心身障がい者世帯要件】
○身体障害者手帳1級から4級ま
での方がいる世帯
○療育手帳重度又は中度の方の
いる世帯
○精神障害者保健福祉手帳1級
又は2級の方のいる世帯
それぞれの世帯に対し、民間賃
貸住宅の情報提供、民間保証会
社を活用した入居保証、居住継
続する支援及び福祉サービスの
案内を行うと共に、低額所得者
等の場合は、家賃等保証委託契
約に要する費用の一部を助成し
ます。

・相談件数　　　　　　1件
・申請件数　　　　　　1件
・入居保証　　　　　　1件
　うち保証料助成　　　0件
・情報提供　　　　　　0件

　相談件数は昨年と同数でしたが、申請件
数が1件増加しました。
　保証人や賃貸情報に関しては不動産店の
取り扱う債務保証会社が多数あることや、
空き物件も多く賃貸物件が借りやすくなっ
ていること等から利用者が少ない状況と
なっています。

0

　市内の民間賃貸住宅への入所に困窮してい
る高齢者世帯又は心身障がい者世帯に対し、
民間賃貸住宅情報の提供及び取扱保証会社と
連携した入居保証を行うとともに、低額所得
者の場合は、家賃等保証委託契約に要する費
用の一部（2万円を限度）を助成します。

20
営繕課
高齢者支援課
障がい者支援課

22,249 32,439

（ア）指導士養成講習会（全3回）、体験教
室（全11公民館で月に各1回実施）、体操教
室、フォローアップ研修会（全12回）の実施
（イ）本講座開催数912回、出前講座65回
（ウ）のだまめ学校の出前講座やシルバーリ
ハビリ体操を実施するなど、各事業との連携
を図ります。
（エ）指導士養成講習会を実施し、養成数の
増加を目指す。介護支援ボランティア説明会
を開催します。ボランティア受入施設での受
入状況を確認します。

高齢者支援課94

　シルバーリハビリ体操は、養成講習会を
再開しましたが、参加者が定員に達してい
ないため、指導士数が少ない関宿地域で実
施します。また、体験教室は月4回の実施と
なっていたことから、従来どおり全11公民
館等で月に各1回実施します。更に、指導士
による体操教室を再開します。
　のだまめ学校はリピーターが多いため、
地域に出向く出張本講座で新規参加者の増
加を図ります。また、中止していた出前講
座を再開します。
　介護支援ボランティアは、感染拡大防止
のため受入施設が少なくボランティア活動
が難しい状況のため、受入先の把握を行い
ます。

（ア）体験教室は新型コロナウイルス感染拡
大防止のため8・9月は中止しましたが、それ
以外は実施。実施回数40回、参加者数441人
でした。
体操教室は感染拡大防止のため中止しまし
た。
初級指導士養成講習会は、第19回を5年1月24
日から2月21に実施。養成数12人。
（イ）本講座は感染拡大防止のため8・9月は
中止しましたが、それ以外は実施。出張本講
座は5年2月より再開。出前講座は中止。本講
座開催数403回、参加者数3,821人（延べ）。
出張本講座開催数10回、参加者数137人（延
べ）。
（ウ）開設数28か所（開催は24箇所）。
（エ）オリジナル体操作成委員4人、介護支
援ボランティア264人、介護予防サポーター
49人、シルバーリハビリ体操初級指導士211
人、のだまめ学校ボランティア205人
（オ）サポート企業登録　4社、サポート企
業において、のだまめ学校のスケージュール
を配架
（カ）市報コラム「シリーズ介護予防10年の
計」（12回）

高齢者が住み慣れた地域でいつ
までも元気に暮らせるよう「介
護予防10年の計」として、シル
バーリハビリ体操を中心とした
6つの事業を展開。各事業で
は、高齢者が行う活動の支援な
ど健康の維持に役立つ支援をし
ます。

147
「介護予防10年
の計」の推進
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149 94
定期巡回・随時
対応型訪問介護
看護の整備推進

定期巡回・随時対応型訪問介護
看護の整備を推進し、介護看護
サービスの充実を図ります。

　第8期シルバープラン（R3年度～R5年度）
においては、事業者からの整備意欲がある場
合に、圏域のバランスを考慮し対応するもの
としています。4年度においては、整備意欲
のある事業者が見受けられなかったことか
ら、公募は行いませんでした。

　介護サービス事業においては、介護職の
人材確保に課題があることから、整備意欲
のある事業所を確認したうえで県の整備費
等補助金を確保し、支援する必要がありま
す。 0

　事業者からの整備意欲がある場合に、圏域
のバランスを考慮し対応します。

0 高齢者支援課

94148

地域包括支援セ
ンターの充実
（基本目標Ⅴ 
137 再掲）

50 71

地域包括支援センターの充実
　総合相談事業や地域ケア会議等を実施し、
高齢者に係る課題の解消や自立の促進を図り
ます。

○総合相談
○【包括的継続的ケアマネジメント支援】地
域ケア会議
○【権利擁護】
高齢者虐待防止ネットワーク協議会
〇地域包括支援センター職員研修

　高齢者やその家族の相談に対して、適切
な機関やサービスにつなぎ、必要に応じて
継続的にフォローを行っています。

　地域ケア会議については、個別ケースの
支援内容の検討から、課題の解決を図った
り、各関係機関との連携を図ったりしてい
ます。さらに個別ケースの積み重ね等から
把握された課題を整理し、解決策の検討や
ネットワークの構築を図っています。

　高齢者虐待ケースの解決のため、高齢者
虐待防止ネットワーク協議会代表者会議で
関係機関の連携や協力体制の構築、高齢者
虐待に係る情報交換を行っています。
　また、職員のスキルアップのために、専
門職による研修を行っています。
　今後もケースの解決のため、必要に応じ
て、実務者会議や千葉県高齢者虐待対応市
町村支援事業を活用します。

　総合相談事業や地域包括ケア会議等を実施
し、高齢者に係る課題の解消や自立の促進を
図っております。
○総合相談
・総合相談件数 24,486件
　うち虐待等権利擁護に関する件数 743件
　うち成年後見制度に関する件数 127件　
○地域ケア会議
・地域ケア個別会議
　実施回数:30回　  参加人数:354人
高齢者支援課　4回　36人
中央 　4回　41人
東　 　3回　34人
南第1　3回　37人
南第2　3回　56人
北   　5回　72人
関宿　 8回　78人
・地域ケア地区別会議
　実施回数:8回　  参加人数:216人
（内訳）
中央 　1回　27人
東　 　1回　20人
南第1  1回　29人
南第2　3回　69人
北　   1回　36人
関宿 　1回　35人
・地域ケア包括会議（1回）
　実施日:2月22日　35人
・地域ケア推進会議
　実施回数:1回　
○高齢者虐待防止ネットワーク協議会
・代表者会議
　実施回数:1回　
〇地域包括支援センター職員研修
　実施回数:4回　参加人数:94人

要介護等認定者及び認知症高齢
者、高齢者虐待等の高齢者に係
る課題に対し、関係機関と連携
しつつ、地域ケア会議及び高齢
者虐待防止ネットワーク協議会
等の十分な活用を図り、高齢者
の自立を支援します。

高齢者支援課
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151 94
家族介護者等助
成事業の活用

家族介護への支援要望に対応す
るため、介護サービスを利用せ
ずに重度の要介護者（要介護4､
5の方）を介護している家族に
対し、慰労金を支給します。

　介護サービスを利用せずに重度の要介護者
（要介護4､5の方）を介護している家族に対
し、慰労金を支給しました。

　100,000円×2名

　支給件数は少ないが、今後も在宅で要介
護者を介護している家族を支援していく必
要があります。このため、家族介護慰労金
支給の対象となる可能性がある対象者に対
し、勧奨通知を行います。

200

　1年以上継続して要介護4又は5の認定を受
けている方を介護している家族で、世帯全員
が市民税非課税であり、市税を長期間滞納し
ておらず、過去1年間に介護保険サービスを
利用せず（年間7日間までの短期入所生活介
護及び短期入所療養介護の利用を除く）、か
つ、過去1年間に通算90日を超える入院をし
ていない重度要介護者を介護している介護者
に、家族介護慰労助成金として年額10万円を
支給します。

200 高齢者支援課

　市民の需要に十分対応できるよう、民間
サービス事業者の参入促進や人材の確保、育
成、サービス提供事業者への指導及び制度の
周知徹底を図ります。

居宅サービス、介護予防サービ
スの充実を図り、在宅ケアの推
進に努めます。また、介護現場
における介護人材の確保及び定
着のため、介護従事者の支援を
図ります。

30
30

　各協議会とも、野田市の介護人材の資質
向上のためにそれぞれ事業を計画していま
したが、新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、事業の一部は実施できませんでし
た。
　介護保険制度の周知や介護（介護予防）
サービスの充実を図るための活動を、オン
ライン等の方法も活用しながら実施してま
いります。

　市民の需要に十分対応できるよう、民間
サービス事業者の参入促進や人材の確保、育
成、サービス提供事業者への指導及び制度の
周知徹底を図ります。
〇野田市介護事業者協議会
　・実施日:10月5日　参加人数:7人
      第49回国際福祉機器展視察
　・実施日:8月30日　参加人数:27人
   「第1回業務継続計画(BCP)作成研修会
『ＢＣＰ概論/災害事例』」
　・実施日:9月27日　参加人数:16人
   「第2回業務継続計画(BCP)作成研修会
『災害対策/計画立案1』」
　・実施日:11月29日　参加人数:49人
   「第3回業務継続計画(BCP)作成研修会
『自然災害対策/BCP計画立案2』」
〇野田市介護支援専門員協議会
　・実施日:9月17日　参加人数:52人
　　「高齢者虐待防止に向けた介護者への支
援」　
　・実施日:11月19日　参加人数:49人
　　「新型コロナウイルスやその他感染症の
予防について、施設での感染対策について」

94150
居宅サービス、
介護予防サービ
スの充実

高齢者支援課
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153 96
野田市国際交流
協会の活動支援

野田市国際交流協会による外国
人との交流事業等を通じて、草
の根レベルの市民主体の異文化
交流、相互理解が図られている
ことから、外国人との交流を促
進するため、野田市国際交流協
会等の活動を支援します。

　国際交流の振興を図る事業である国際交流
フェスタが長期化するコロナ禍により実施で
きないことから、その代わりに野田市国際交
流協会主催で地球のステージ特別公演を開催
し、子どもたちが国際化に興味を持つ良い機
会を作りました。また、市民活動支援セン
ター主催の元気アップふぇすたに参加し、国
際交流の啓発活動を行ったほか、昨年度に引
き続き日本語を学ぶ外国人のための日本語教
室や、小学校を訪問し文化を伝える国際理解
教育を実施しました。
令和4年9月1日付け補助金交付決定
交付決定金額:350,000円
令和5年3月31日付け補助金交付額確定
交付確定金額:350,000円

　補助金の内容は公益に適合しており、国
際化意識の啓発を図るため、今後も補助を
行う必要があります。

350

　協会の主な活動である外国人のための日本
語教室の開催、外国人と日本人の交流イベン
ト、国際交流フェスタ等の国際交流の振興を
図る事業や小学校の国際理解教育支援などを
通じて、国際化意識の啓発を図るための補助
金を交付します。

350 企画調整課

市内に在住する外国人の生活を
サポートするため、市のホーム
ページの翻訳サービスの活用を
進めていくほか、様々な行政情
報について多言語での翻訳が可
能になるよう進めていきます。
また、在住外国人の増加等に対
応するため、市民サービスの多
言語化の対応を進めていきま
す。

外国人のための
生活情報の提供

96152

企画調整課
PR推進室
清掃計画課
人事課
情報政策課

企画調整課
106

PR推進室
495

清掃計画課
アプリ489
冊子809
人事課

0
情報政策課

449

　紙媒体である市報等を電子書籍化するアプ
リを導入し、アプリ上で10言語に自動翻訳で
きる環境を継続します。また、窓口配布資料
の多言語（最大5か国語）翻訳を行い、29年
度より配布している、紙媒体である「ごみの
出し方・資源の出し方」冊子の5言語版の転
入手続時・窓口配布及びごみ分別アプリ「さ
んあ～る」の5言語版の配信を継続します。
　外国の方への対応を円滑にするため、市役
所庁舎内、各フロアに情報端末（タブレッ
ト）を設置し、多言語での窓口対応のほか、
外国語での対応が可能な職員による対応を継
続してまいります。企画調整課

96
PR推進室

495
清掃計画課
アプリ357

冊子427
人事課

0
情報政策課

449

　市内に在住する外国人の生活をサポート
するため、情報提供の重要性、提供する情
報の多言語化への要望、本市の厳しい財政
運営上の問題を勘案し、ガイドブックの発
行に替え、民間の自動翻訳サービスを利用
した市ホームページの多言語対応や、ス
マートフォンアプリ等を使用した市報等の
多言語化や読み上げを開始しました。
　市報等の多言語化や読み上げについて、
10言語以上の対応は困難ですが、今後も翻
訳サービスを継続するとともに、在住外国
人の増加による影響を見極め、相談窓口の
設置など導入すべき事業を検討していく必
要があります。
　窓口用の業務案内等の多言語翻訳により
行政サービス等の周知を行ったが、全体を
サポートできていないため、翻訳業務を継
続して行う必要があります。
　ごみ分別アプリ「さんあ～る」は5言語配
信開始前に比べ、外国人登録者数が伸びて
いるので継続していきます（令和3年度末
180人⇒令和4年度末298人）。ごみの出し方
冊子については、外国人に対し1,438冊を配
布しました。市内転入時に冊子、チラシ等
を配布し周知できていると考えるが、すで
に市内在住の外国人への周知方法が難しい
状況であるほか、冊子の内容が古いため、
最新の情報の掲載ができていない状況で
す。

○窓口用の業務案内等を多言語翻訳する業務
を令和2年度から開始し、令和4年度は4資料
について最大5言語に翻訳しました。
○外国の方への対応を円滑にするため、令和
2年10月1日から各フロアに情報端末（タブ
レット）を計15台設置し、多言語での窓口対
応をしているほか、外国語での対応が可能な
職員を庁内に周知しており、必要な場合に
は、各部署で調整の上、対応しております。
○紙媒体である市報等を電子書籍化するアプ
リや読み上げを導入し、アプリ上で日本語を
含む10言語に自動翻訳できる環境を継続しま
した。
○5言語対応したスマートフォンやウェブで
閲覧できるごみ分別アプリ「さんあ～る」と
紙媒体のごみの出し方冊子を転入者用チラシ
の配布、窓口での案内で周知しました。

38



39 
 

計画の成果目標の達成状況について 

 

計画をより実効性のあるものとするため、令和６（2024）年度を目標とす

る成果目標を設定しており、令和４年度の達成状況です。 

基本 

目標 
番号 指標名 

令和４年度 

現状 

令和６年度 

目標 
所管部署 

Ⅰ 

1 
市民セミナーの回数 

（人数） 

3講座9回 

（104人） 

年１回 

（120人） 

生涯学習課 

公民館 

2他 
学校人権教育指導者養成

講座の回数（人数） 

年１回程度 

（31人） 

年１回程度 

（31人） 
指導課 

3他 情報モラル講習の回数 中止 年１回 
生涯学習課 

（青少年センター） 

4 
子ども人権作品展の回数

（日数） 

年１回程度 

（５日間） 

年１回程度 

（６日間） 
指導課 

17 
子育てに関する講座の回

数（人数） 

２講座11回 

(48人) 

２講座 30回 

（800人） 
公民館 

18 
家庭教育学級幼児・小学

コースの回数（人数） 

10コース32回 

(641人) 

10コース60回

（6,500人） 
公民館 

20 ブックスタートの交付率 99.3% 100% 興風図書館 

21 

おやこ、こども食育教室

の割合 
21 回（27 人） ３回（60人） 保健センター 

離乳食講習会の割合 12 回（111 組） 12回（240組） 保健センター 

26 
外国語指導助手（ＡＬＴ）

の人数 
13人 14人 指導課 

29 
福祉のまちづくり講座の

回数（人数） 
5回（67人） ６回（250人） 公民館 

30 
女性セミナーの回数 

（人数） 

8講座31回 

（494人） 

９講座 55 回 

（2,500人） 
公民館 

31 
男性向け講座の回数 

（人数） 
2講座（中止） 

３講座 13回 

（500人） 
公民館 

32 

「男は仕事、女は家庭」等

の固定的性別役割分担意

識に賛成しない人の割合 

－ 50% 
人権・男女共同

参画推進課 
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基本 

目標 
番号 指標名 

令和４年度 

現状 

令和６年度 

目標 
所管部署 

Ⅱ 

37 デートＤＶ講演会の回数 年２回 年７回 
子ども家庭総合

支援課 

56 乳児全戸訪問の割合 97.7% 全家庭 保健センター 

Ⅲ 

77 
審議会等委員への女性の

登用率 
37.4% 50% 

人権・男女共同

参画推進課 

79 

市の女性課長相当職の割

合 

7人 

（12.3%） 
10人（15%） 人事課 

市の女性課長補佐相当職

の割合 
19人（17.3%） 25人（26%） 人事課 

83 家族経営協定の件数 24件 
25件 

（年１件以上） 
農政課 

84 
防災会議の女性委員の割

合 
19.4% 50% 防災安全課 

90 

女性消防吏員の人数 ４人 ６人 
人事課 

消防総務課 

市男性職員の育児休業等

取得率 
75% 60% 人事課 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

97 
保育士合同就職説明会の

回数 
年２回 年２回 

子ども保育課 

 

105 
子育て総合相談窓口の相

談件数 
3,169件 3,037件 保健センター 

106 
生活困窮者の自立支援の

新規相談受付件数 
320件 288件 生活支援課 

107 子ども未来教室の出席率 
小学生:94.6% 

中学生:59.4% 

小学生:94.8% 

中学生:70.0% 
生涯学習課 

111 養育費等個別法律相談会 年３回 年４回 児童家庭課 

139 
生涯学習・生涯スポーツ

活動の回数（人数） 

11講座45回 

（1,384人） 

14講座 83回 

4,200人 

生涯学習課 

公民館 

121 

「にじいろ naviLINE」の

登録者数 
1,065人 540人 保健センター 

「にじいろ navi」の閲覧

数 

月平均 

928件 

月平均 

2,144件 
保健センター 
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基本 

目標 
番号 指標名 

令和４年度 

現状 

令和６年度 

目標 
所管部署 

 

Ⅳ 124 

生涯学習ボランティア養

成講座を実施する公民館

の割合 

中止 10館 
生涯学習課 

公民館 

Ⅴ 

137 両親学級の割合 

・コースⅠ 

14回(187人) 

・コースⅡ 

12回(195人) 

・同窓会 

０回(0人) 

・交流会 

０回(0人) 

・コースⅠ 

21回(630人) 

・コースⅡ 

９回(360人) 

・同窓会 

７回(210人) 

・交流会 

７回(210人) 

保健センター 

138 思春期健康教育の割合 全中学校 全中学校 保健センター 

142 
認知症サポーター育成者

数 
17,487人 20,000人 高齢者支援課 
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議題２ 

野田市男女共同参画に関する意識調査について 

 

 

１ 調査目的 

第４次野田市男女共同参画計画が令和６年度で終了することに伴い、次期計

画の参考資料にするため、計画満了の前年度である令和５年度に実施しようと

するもの。人権に関する市民意識調査の一項目として行う。 

 

２ 実施方針 

意識調査は、市民意識の経年変化を把握する必要があり、前回調査と比較す

るため、できるだけ同様とする。 

前回から新たな制度、新たな施策につなげる必要があるものは、新たに設問

を追加し、削除及び統一して良いものはまとめることとする。 

 

３ 調査対象 

（１）調査地域 野田市全域 

（２）調査対象 野田市在住の１８歳以上の男女２,０００人 

（住民基本台帳による無作為抽出） 

（３）調査方法 郵送による配布及び回収 

（はがきで礼状及び督促状を１回送付） 

（４）調査期間 令和５年１１月～１２月 

 

４ 調査結果の集計及び分析 

人権・男女共同参画推進課職員による調査票作成、集計、分析を行う。 

 

５ 調査結果の配布先及び公表 

（１）人権施策推進協議会委員 

（２）男女共同参画審議会委員 

（３）行政資料コーナー 

（４）市ホームページ 
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６ スケジュール 

令和５年度 

（１） ８月 10日 男女共同参画審議会で男女共同参画に関する協議 

（２）１０月上旬  人権施策推進協議会で全体協議後、内容決定 

（３）１１月上旬  調査票送付 

（４）１１月１日  市報掲載 

（５）１１月中旬  回答締切・礼状兼督促状送付 

（６）１１月～令和６年１月 集計、分析 

（７） ２月  報告書作成 

（８） ３月  公表 

令和６年度 

（９）令和７年３月 人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第４次改訂版）

策定・第５次野田市男女共同参画計画策定 

 

 

７ 参考事項 

（１）人権に関する市民意識調査 

①実施年 昭和 60 年度、平成 5 年、平成 9 年、平成 14 年、平成 19 年、 

平成 25 年、平成 30 年に実施 

   ②回収率 平成 19 年度 48.05％ 

平成 25 年度 47.27％ 

平成 30 年度 45.15％ 
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８ 人権に関する市民意識調査 設問項目（男女共同参画審議会での検討は、「２と３」のみとなります） 

 今回（令和 5年度） 平成 30年度 

１ 人権全般についての考え方や意識について  人権全般についての考え方や意識について 8問 

２ 女性の人権について 5問 女性の人権について 6問 

３ 男女共同参画について 5問 （新規追加）  

４ 子どもの人権について  子どもの人権について 2問 

５ 高齢者の人権について  高齢者の人権について 2問 

６ 障がいのある人の人権について  障がいのある人の人権について 2問 

７ 同和問題について  同和問題について 6問 

８ 外国人の人権について  外国人の人権について 2問 

９ 感染症等の患者、元患者やその家族に対する人権につ

いて 

 エイズ患者やＨＩＶ感染者の人権について   1問 

10 刑を終えて出所した人の人権について  刑を終えて出所した人の人権について 1問 

11 犯罪被害者などの人権について  犯罪被害者などの人権について  1問 

12 インターネット・ＳＮＳを利用した人権問題について  インターネットを利用した人権問題について  1問 

13 性的少数者の人権について  性的少数者の人権について  2問 

14 被災者の人権問題について  災害に起因する人権問題について  1問 

15 企業と人権について  （新規追加）  

16 人権問題の解決のための方策について  人権問題の解決のための方策について  3問 

17 回答者に関する質問  回答者に関する質問  3問 

18 人権に関するご意見・ご感想などについての自由記入  人権に関するご意見・ご感想などについての自由記入  1問 
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９ 質問（案） 
今回（令和 5年度） 平成 30年度 

女性の人権について 女性の人権について    

問１０ あなたは、女性の人権に関することで、どのようなことが問題だと思いますか。 

（あてはまるものすべての番号に○をつけてください） 

１ 「男は仕事、女は家庭」のように、男女の固定的性別役割分担意識という考え方があること 

２ 就職時の採用条件、仕事の内容、昇給昇進における男女差など、職場における男女の待遇の

違いがあること 

３ マタニティ・ハラスメント（妊娠・出産や育児休暇を理由とする嫌がらせ） 

４ セクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ） 

５ ドメスティック・バイオレンス（配偶者やパートナーからの暴力） 

６ 売春・買春（「援助交際」を含む） 

７ テレビ、ビデオ、雑誌、インターネットやＳＮＳ（＊）などによるわいせつ情報の氾濫 

８ 「婦人」、「未亡人」、「家内」のように女性だけに用いられる言葉が使われること 

９ その他（                       ）  

10 特にない  

11 わからない 

＊SNS…ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）の略で、登

録された利用者同士が交流できるインターネットサイトの会員制サービス 
 

問９ あなたは、女性の人権に関することで、どのようなことが問題だと思いますか。 

（あてはまるものすべてに○をつけてください） 

１．「男は仕事、女は家庭」といった男女の固定的な役割分担意識があること 

２．就職時の採用条件、仕事の内容、昇給昇進における男女差など、職場における男女の待遇の

違いがあること 

３．マタニティ・ハラスメント（妊娠、出産を理由とするいやがらせ） 

４．セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ） 

５．ドメスティック・バイオレンス（配偶者やパートナーからの暴力） 

６．売春・買春（「援助交際」を含む） 

７．テレビ、ビデオ、雑誌、インターネットやＳＮＳ*などによるわいせつ情報の氾濫 

８．「婦人」、「未亡人」、「家内」のように女性だけに用いられる言葉が使われること 

９．その他（                              ）  

10．特にない  

11．わからない 
 

ＳＮＳ 

Social Networking Serviceの略。登録した利用者同士が交流できる Webサイトの会員制

サービス。 
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今回（令和 5年度） 平成 30年度 

問１１ あなたは、今までに次の行為を 1 度でも受けたことがありますか。または、あなたの周

りに受けた方がおられますか。（それぞれの行の該当する番号に○をつけてください） 

 ある ない 

★回答例★ ○1  ２ 

(1) DV（ドメスティック・バイオレンス） 

  ※夫婦や恋人などのパートナーからの言葉を含む暴力で、パートナー以外の

暴力は含みません 

１ ２ 

(2) モラルハラスメント 

  ※言葉や態度による精神的な嫌がらせ。パートナー以外の親族からの暴力、

DV まではいかないけどという思いのある方はこちらをお考えください。 

１ ２ 

(3) セクシュアル・ハラスメント １ ２ 

(4) ストーカー被害 ※特定の者に対するつきまとい等 １ ２ 

(5) マタニティ・ハラスメントまたは、パタニティ・ハラスメント 

  ※女性の妊娠・出産や育児休暇、または男性がパートナーの妊娠・出産や育

児休暇を取ろうとする時に受ける嫌がらせ 

１ ２ 

(6) その他の性暴力被害（                       ） １ ２ 
 

問１１ あなたは、いままでドメスティック・バイオレンス（配偶者などからの暴力）を 1度

でも受けたことがありますか。（該当する番号に○をつけてください） 

１．あります    →（問１２へ） 

２．ありません   →（問１３へ） 
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今回（令和 5年度） 平成 30年度 

問１２ 問１１で「ある」と回答した方に伺います。あなた、またはあなたの周りの方が受けた

次の行為の内容について教えてください。（それぞれの行について、あてはまるものすべてに○

をつけてください） 

 な
ぐ
る
け
る
な
ど
の
身
体
的
暴
力 

言
葉
に
よ
る
脅
し
や
行
動
の
制
限
、
無
視
す

る
な
ど
の
精
神
的
暴
力 

生
活
費
を
渡
さ
な
い
、
仕
事
を
さ
せ
な
い
な

ど
の
経
済
的
暴
力 

性
行
為
の
強
要
、
勝
手
に
裸
な
ど
の
画
像
を

撮
影
す
る
な
ど
の
性
的
暴
力 

携
帯
電
話
を
無
断
で
見
た
り
、
Ｇ
Ｐ
Ｓ
で
監

視
し
た
り
す
る
な
ど
の
デ
ジ
タ
ル
暴
力 

そ
の
他 

下
の
（ 

 

）
に
具
体
的
な 

内
容
を
ご
記
入
く
だ
さ
い 

★回答例★ ○1  ２ ３ ４ ５ ６ 

(1) DV（ドメスティック・バイオレンス） １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(2) モラルハラスメント １ ２    ６ 

(3) セクシュアル・ハラスメント  ２  ４  ６ 

(4) ストーカー被害  ２   ５ ６ 

(5) マタニティハラスメント 

または、パタニティハラスメント   
 ２    ６ 

(6) その他の性暴力被害 ※可能な範囲でご記入ください。 

（                                       ） 

「６ その他」に○を付けた方は、具体的な内容をご記入ください。 

（                                       ） 
 

問１２ 問１１で「あります」と回答した方に伺います。あなたが受けた暴力の内容について

教えてください。 

（あてはまるものすべてに○をつけてください） 

１．身体的暴力（なぐる、けるなど） 

２．精神的暴力（脅かすなどの言葉の暴力や行動を制限したり、無視するなどの言動） 

３．経済的暴力（生活費を渡さない、仕事に就くことを禁じるなど） 

４．性的暴力（性行為の強要、避妊に協力しないなど） 

５．デジタル暴力（携帯電話を無断でチェックしたり、ＧＰＳで監視するなど） 

 

 

 

 

 

問１３ （全員に伺います。）あなたは、どうすればこれらの行為をなくすことができると思い

ますか。（あてはまるものすべてに○をつけてください） 

１ 相手を対等なパートナーとしてみるための意識啓発を行う 

２ 不快な言動や行動に対し、はっきり意思表示できる（ノーと言える）環境と意識づくり 

３ 苦情や悩みについて、対応できる相談体制を充実する 

４ 重大な人権侵害であるという認識をもつための啓発を行う 

５ 罰則を強化した法律や規則などを整備する 

６ 暴力をなくすことはできない 

７ わからない 

８ その他 （                                   ） 

（全員の方に伺います。） 

問１３ あなたは、ドメスティック・バイオレンス（配偶者などからの暴力）やセクシュア

ル・ハラスメント（性的いやがらせ）をなくすためには、どのようなことが必要だと思います

か。（３つ以内で○をつけてください） 

１．相手を対等なパートナーとしてみるための意識啓発を行う 

２．不快な言動や行動に対し、はっきり意思表示できる（ノーと言える）環境と意識づくり 

３．苦情や悩みについて、対応できる相談体制を充実する 

４．重大な人権侵害であるという認識をもつための啓発を行う 

５．ドメスティック・バイオレンスやセクシュアル・ハラスメントに対する罰則を強化した法

律や規則などを整備する 

６．その他（                              ） 
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今回（令和 5年度） 平成 30年度 

問１４ あなたは、女性の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思いますか。（あて

はまるものすべてに○をつけてください） 

１ 女性のための相談・支援体制を充実する 

２ 女性に対する犯罪の取締りを強化する 

３ 男女ともに、働きながら、家事や育児・介護などを両立できる環境を整備する 

４ 政治や行政における意思決定や方針決定の場への女性の参画を促進する 

５ 女性の人権を守るための啓発広報活動などを進める 

６ 男女平等に関する教育を充実する 

７ テレビ、ビデオ、雑誌、インターネットや SNSなどのわいせつ情報の規制や制限 

８ 特にない 

９ わからない 

10 その他（                              ） 

 

問１４ あなたは、女性の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思いますか。 

（３つ以内で○をつけてください） 

１．女性のための相談・支援体制を充実する 

２．女性に対する犯罪の取締りを強化する 

３．男女ともに、働きながら、家事や育児・介護などを両立できる環境を整備する 

４．政治や行政における意思決定や方針決定の場への女性の参画を促進する 

５．女性の人権を守るための啓発広報活動などを進める 

６．男女平等に関する教育を充実する 

７．テレビ、ビデオ、雑誌、インターネットや SNSなどのわいせつ情報の規制や制限 

８．その他（                              ） 

９．特にない 

10．わからない 

 

◎男女共同参画について 新規追加 

問１５ あなたは、次の(1)から(8)の分野で男女の地位は平等になっていると思いますか。あな

たの気持ちに最も近いものをお答えください。（それぞれの行の該当する番号に○をつけてくだ

さい） 

 男
性
の
方
が
非
常
に 

優
遇
さ
れ
て
い
る 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば 

男
性
が
優
遇
さ
れ
て
い
る 

平
等
で
あ
る 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば 

女
性
が
優
遇
さ
れ
て
い
る 

女
性
の
方
が
非
常
に 

優
遇
さ
れ
て
い
る 

わ
か
ら
な
い 

★回答例★ １ ２ ○3  ４ ５ ６ 

(1) 家庭生活の中で １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(2) 地域社会の中で １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(3) 学校教育の場で １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(4) 職場の中で １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(5) 法律や制度の中で １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(6) 政治の場で １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(7) 社会通念・習慣・しきたりなどで １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(8) 社会全体でみた場合 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
 

 

新規追加 

 



 

 9
 

今回（令和 5年度） 平成 30年度 

問１６ あなたは「男は仕事、女は家庭」という考え方（固定的性別役割分担意識）についてど

のように思いますか。（該当する番号に○をつけてください） 

１ 賛成である 

２ やや賛成である 

３ どちらともいえない 

４ やや反対である 

５ 反対である 

 

問１０ あなたは、「女性が家事・育児を行い、男性が仕事を行う」などの固定的性別役割分担

意識について、どのようにお考えですか。（該当する番号に○をつけてください） 

１．賛成である 

２．やや賛成である 

３．どちらともいえない 

４．やや反対である 

５．反対である 

 

 

総務省の「令和３年社会生活基本調査」によると、６歳未満の子供を持つ夫の家事・育児関

連時間は、１日あたり１時間５４分、妻は７時間２８分であった。 

５年前（平成２８年）の、夫１時間２３分、妻７時間３４分と比べて、男女差は縮小してい

るが依然として一定の差がある。 

問１７ （上のデータを読んだうえでお答えください。） 

あなたは、この結果を見て、あなたの周りやあなた自身と比較すると、どう思いますか。

（該当する番号に○をつけてください） 

１ 非常にそう思う 

２ かなりそう思う 

３ どちらともいえない 

４ あまりそうは思わない 

５ 全くそうは思わない 

６ わからない 

 

 

新規追加 

 

問１８ 議会や審議会、委員会等の方針決定過程において、男性より女性が少ないのはなぜだと

思いますか。（あてはまるものすべてに○をつけてください）  

１ 男性が担うのが社会慣行だから 

２ 女性は家事・育児を行うという固定的性別役割分担意識があるから 

３ 家族の支援・協力が得られないから 

４ 指導力のある女性が少ないから 

５ 女性の積極性が足りないから 

６ 女性がリーダーになることに抵抗があるから 

７ その他（               ） 

 

新規追加 

 



 

 

1
0

 

今回（令和 5年度） 平成 30年度 

問１９ 男女共同参画社会を実現していくためには、何が最も重要だと思いますか。（該当する

番号に○をつけてください） 

１ 法律や条例など公的な制度を見直す 

２ 女性を取り巻くさまざまな偏見や固定的な社会通念、習慣をなくす 

３ 女性の就業、社会参加を支援する施策やサービスの充実を図る 

４ 重要な役割や管理職、PTA会長、審議会などに一定の割合で女性の登用を推進する 

５ わからない 

６ その他（                                  ） 

 

新規追加 
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